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ฤू方針

　本統合報告書は、阪急阪神ホールディングスの2024年度を振り返るとともに、経営方針やESGへの取組についてご説明していま

す。株主や投資家の皆様をはじめとした幅広い読者の皆様に、当社についてのご理解を深めていただく一助となれば幸いです。

2024年4月～2025年3月（2024年度）を原則としていますが、
一部当該期間の前後の活動に関する記述も含まれます。

報ؒظࠂ

本統合報告書における当社の計画や、戦略、業績に関する予
想及び見通しに関する記述は、当社が現在入手可能な情報か
ら得られた判断及び2025年9月までに対外発表した予想数
値に基づいています。実際の業績等はリスクや不確定な事柄
により、当社の見込みとは異なる可能性があります。

項ࣄ通͠に関する஫意ݟ

IFRS財団の「国際統合報告フレームワーク」及び経済産業省
「価値協創ガイダンス」を参考にしています。また、ESG情報
については、GRI（Global Reporting Initiative）の「GRIス
タンダード」を参考にしています。

রガイυϥインࢀ

行෺のҐ置෇けץ֤

෺ߦץ ಺༰

౷߹報ࠂॻʢຊࢠ࡭ʣ 詳細は目次のとおりです。

グループΨΠυ 当社グループの概要を端的にご理解いただくため、グループの概要や事業内容、グループ会社一覧等を掲載しています。

༗Ձূ݊報ࠂॻ
金融商品取引法第24条1項に基づき作成し、関東財務局長への提出を義務付けられている報告書です。
財務状況に関する詳細な情報を記載しています。

ίーϙϨーτɾ
Ψόφϯε報ࠂॻ

「コーポレートガバナンス・コード」に従い、東京証券取引所への提出を義務付けられている報告書です。
当社のコーポレート・ガバナンス（企業統治）に対する考え方や体制等を記載しています。

αεςφϏϦςΟ
σーλϒοΫ

当社グループのESG関連の非財務情報（ESG戦略の具体的な内容・統合報告書の補足情報）を記載しています。

҆શ報ࠂॻ
鉄道事業法第19条の4に則り、輸送の安全確保のための取組等を広くご理解いただくために公表している報告書です。
鉄道各社（阪急電鉄、阪神電気鉄道、北大阪急行電鉄、能勢電鉄）の安全に関する情報を体系的に記載しています。
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本統合報告書で使用する「阪急・阪神沿線」の定義：

阪急電鉄、阪神電気鉄道の駅のある次の地域（第2種鉄道事業を含む）

大阪府：大阪市（24区のうち、福島区、此花区、西区、浪速区、西淀川区、

　　　   東淀川区、淀川区、北区、中央区）、豊中市、池田市、吹田市、

　　　   高槻市、茨木市、箕面市、摂津市、島本町

兵庫県：神戸市（9区のうち、東灘区、灘区、兵庫区、長田区、中央区）、

　　　   尼崎市、西宮市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、川西市

京都府：京都市（11 区のうち、中京区、下京区、右京区、西京区）、

　　　   向日市、長岡京市、大山崎町

ESGに関する考え方・目標・取組・データ等については、「サステナビリティデータブック」で紹介しています。

社会　人権の尊重／地域社会への貢献／雇用・労働への取組／労働安全衛生（健康と安全）

環境マネジメント／気候変動／汚染と資源／生物多様性／水資源　ڥ؀

ガバナンスɹコーポレート・ガバナンス／企業倫理・コンプライアンス・腐敗防止の徹底／リスクマネジメント
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ຽమ企業の࿮Λ௒えͨΤクセレントΧンύχーへのมֵ

価 ஋ ૑ ଄ストーリー

社会มԽと࣍ੈ୅の฻Β͠Λݟਾえて
「҆৺・շద」、そ͠て「ເ・ײ動」のఏڙΛ௥ٻ
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社会มԽͱ࣍ੈ୅ͷ฻Β͠Λݟਾ͑ͯɺՁ஋૑଄ͱ੒௕εϐーυΛՃ଎ͤ͞ɺ

ຽమۀاͷ࿮Λ௒͑ͨΤΫηϨϯτΧϯύχーΛ໨指͠·͢ɻ

グループ経営理೦

おݪ٬༷఺

ਓのଚ重

͸ԿのͨΊにूい、ԿΛΊ͟すの͔ͪͨࢲ

͸ԿΛେ੾に考えるの͔ͪͨࢲ

「価஋؍」ΛकΓ、「໋࢖」ΛՌͨ͠ていͨ͘Ίに、
͸ͲのΑ͏に行動するの͔ͪͨࢲ

C
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͸ԿのͨΊにूい、ԿΛΊ͟すの͔ͪͨࢲ
使命

͸ԿΛେ੾に考えるの͔ͪͨࢲ
価値観

「価஋؍」ΛकΓ、「໋࢖」ΛՌͨ͠ていͨ͘Ίに、

行動規範

「҆৺・շద」、そ͠て「ເ・ײ動」Λおಧけする͜とͰ、
お٬༷のتびΛ実͠ݱ、社会に͠ݙߩ·すɻ

すべてはお客様のために。これが私たちの原点です。
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ઌݟ性・૑଄性 時代を先取りする精神と柔軟な発想が、
新たな価値を創ります。

੣実 誠実であり続けることから、
私たちへの信頼が生まれます。

事業にたずさわる一人ひとりが、かけがえのない財産です。

H IS TORY グループの͋ΏΈ

1907
箕面有馬電気軌道
（現 阪急電鉄）を創立

2006
ਆϗールσィングス஀ੜࡕٸࡕ

阪急西宮ガーデンズ 本館が開業

阪神なんば線（西九条－大阪難波）の営業を開始

梅田阪急ビル
（現 大阪梅田ツインタワーズ・ノース）が全体竣工

大阪梅田ツインタワーズ・サウスが全体竣工

1899
摂津電気鉄道
（現 阪神電気鉄道）を創立

1924
甲子園球場を開設
（後に阪神甲子園球場と改称）

1950
IATA航空貨物取扱代理店の認可を取得1909

土地建物賃貸事業を開始
（西宮停留場前に
 貸家30戸完成）

1948
航空代理店業を開始

1910
鉄道の営業を開始
（宝塚本線[梅田－宝塚]、
箕面線[石橋－箕面]）
土地建物分譲事業を開始
（「池田室町住宅地」売出開始）

1948
航空代理店業を開始
（パン・アメリカン航空と
日本で初めて代理店契約を締結）
わが国初のIATA航空貨物
取扱代理店の認可を取得

1913
宝塚唱歌隊
（後の宝塚歌劇団）を結成

1952
阪急不動産（現 阪急阪神不動産）を設立

1926
宝塚ホテルが開業

1960
阪急国際交通社（現 阪急交通社）を設立

2008

2009

2012

2022
1905
鉄道の営業を開始
（神戸[三宮]－大阪[出入橋]）

1935
大阪野球倶楽部（大阪タイガース、
後の阪神タイガース）を設立

1967
ホテル阪神（現 ホテル阪神大阪）の営業を開始

Towards the 
next 100 years
次の１００年に

向けて
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暮らしをつなぐ

ネットワーク
力

新たな
フィールドでの
挑戦

暮らしを支える

まちづくり
力

暮らしを彩る

コンテンツ
力

　100年以上の歴史を持つ阪急電鉄と
阪神電気鉄道。1900年代初頭から住
宅分譲やエンタテインメント・商業施設
等の開発に取り組み、沿線に人を呼び込
みながら、鉄道ネットワークを広げてき
ました。現在は、鉄道・バス・タクシー等
が連携し、京阪神を中心とした関西圏に
一大ネットワークを形成しています。当
社グループの最大の事業拠点「大阪梅
田エリア」においては、エリアで一体と
なって、エリアマネジメントを推進。同エ
リアの魅力向上に向けた地域一体の取
組を進めています。

　長い歴史の中で培ってきた経営資本は価値創造の源泉。効果的
な投入・配分により、提供価値の進化・拡大を図り、着実な成長につ
なげています。

　当社グループが誇る二大コンテンツ「阪神タイガース」と「宝塚歌

劇」。阪神タイガースは2025年に創設90周年を迎え、本拠地の阪神

甲子園球場とともに、幅広いファンから支持されています。一方、宝

塚歌劇の第一回公演は1914年。110年を超える歴史を継承し、現在

は、劇場公演に加え、ライブ配信等を実施し、多くのお客様を魅了し

続けています。また、旅行の総合ブランド「トラピックス」を中心とす

る多彩な旅行商品や様々なタイプのホテルを展開し、非日常を演出。

グループの強みである“コンテンツ力”に磨きをかけながら、夢と感

動をお届けしています。

　創業者の小林一三は、住宅開発に加えて、宝塚大劇場や阪急百貨店

など、沿線価値の向上に力を注ぎました。そして現在、グループの最大

の事業拠点「大阪梅田エリア」においては、駅を中心とした安全・安心・

快適な移動の実現とともに、駅直結のオフィスビルや複合施設等の大

型開発を進め、西日本最大のターミナルへと成長しています。また、マ

ンション及び戸建・宅地などの沿線で培った実績を活かし、沿線外や

首都圏・海外でも不動産事業を展開。長い歴史の中で積み重ねてきた

“まちづくり力”のもと、将来にわたり「住みたいまち」「訪れたいまち」

のブランドを形づくっています。

経営資本の蓄積・強化

120
価値創造力を高める6つの資本

2024年度実績

年

億
人約6.0
億
人約2.4

万㎡約 236

万人約 301

万人約 282

鉄道輸送人員

賃貸可能面積

宝塚歌劇 観劇人員数

阪神タイガース
主催試合入場人員数

阪 急 電 鉄

阪神電気鉄道

経営資本の効果的な投入・配分

P.82

住んでみたい街アンケート(関西圏)

当社グループの沿線

1位 西宮北口駅
2位 大阪梅田駅・大阪駅　
3位 夙川駅

※TOP3独占

人的資本
チャレンジ精神あふれる多様な人材

知的資本
時代の要請に応えるノウハウやブランド力

製造資本
安定的な収益を創出する豊富なアセット

財務資本
安定した財務基盤

社会関係資本
信頼・ブランド力に基づいたサービス

自然資本
良好な沿線環境

※ 出所:MAJOR７(住友不動産など7社)による調査(2025年9月30日)

価値創造の

原動力

成長スパイラルを
生み出す

P.44 P.49

P.35 P.54 P.59 P.44P.33 P.37 P.49

　暮らしを「つなぐ」「支える」「彩る」。こうした視点から新しい価値を次々と創造し、ステークホルダーからの信頼を獲得してきた約

120年の歴史。その中で培ってきた独自の「ネットワーク力」「まちづくり力」「コンテンツ力」から成る「価値創造の原動力」を土台に、新

たなフィールドでの挑戦を続け、持続可能で豊かなライフスタイルを提案する企業グループへと成長してきました。蓄積してきた経営

資本を最大限に活かしながら、グループ一体となって提供価値の拡大に結び付けています。

積み重ねてきた約120年の歴史、
そして培ってきた「3つの力」を原動力に、提供価値を拡大

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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事業領域
6つのコア事業

長期経営構想

サステナビリティ宣言

グループ経営理念

事業展開エリア

未来のありたい姿

長期経営構想を通じて
私たちがなすべきこと

P.43P.13

P.15

P.9

P.26

P.65

P.4

お客様のニーズに寄り添った
商品・サービスを提供

社会課題を解決し
持続可能な社会に貢献

ー スローガン ー

安全・安心の
追求

豊かな
まちづくり

未来へつながる
暮らしの提案

一人ひとりの
活躍

環境保全の
推進

ガバナンスの
充実

深める沿線 拡げるフィールド ～未来へ、そして世界へ～ 

ー 基本方針 ー
暮らしを支える「安心・快適」、暮らしを彩る「夢・感動」を、未来へ

6つの重要テーマ（マテリアリティ）

持続可能な
社会の実現へ

取引先

地域
社会

持続的な企業価値の向上

未来
世代 株主

債権者

従業員

お客様

都市交通
不動産

エンタ
テインメント

情報・通信

旅行

国際輸送

国内

海外

・関西圏
・首都圏
ほか

・ASEAN
・先進国

●人口減少(少子高齢化の進展、労働人口の減少)　●仕事に対する価値観の変化
●コストの上昇　●技術の進展　●気候変動による自然災害の増加　●持続可能な社会への貢献
●資本市場からの要請　●インバウンドの増加　●新興国の成長　●関西の国際化

当社グループに大きな影響を与える環境変化の要素

P.27事業戦略1

戦略の推進力を高める仕組みの整備

P.29財務戦略2 P.31人材戦略3

出会いとつながりの総量が増え、
幸せと活力で満たされたウェルビーイングな社会

　国内はもとより、海外も視野に入れ、「都市交通」「不動産」「エンタテインメント」をはじめとする6つのコア事業を展開。総合

力を活かして、事業環境の変化を機敏に捉え、時代を先取りしながら、持続可能で豊かなライフスタイルを支える商品・サービ

スを提供しています。その目指すべき方向性を示すものが「長期経営構想」。事業・財務・人材から成る3つの戦略を推進し、グルー

プ一体で価値創造に取り組み、成長スピードを加速させていきます。

6つのコア事業を通じたグループ総合力の発揮
「長期経営構想」のもと、価値創造と成長スピードを加速

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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価値創造プロセス



出会いとつながりの総量が増え、　幸せと活力で満たされたウェルビーイングな社会未来のありたい姿（が実現しているさま）

私たちが描く未来の沿線の姿

持続可能な社会の実現に向けて

　当社グループの沿線エリアが、「住んでいて幸せ」「住んでみたい」と思える快適で魅力的な都市であり、「国内外から仕事や
観光で訪れたくなる、また住みたく、働きたくなる」ようなグローバルな国際都市でもあり、環境の観点でもウェルビーイング
の観点でも優れた持続性のある都市になっている。また、その「まちづくり」がグローバルに展開されている。

少子高齢化の時代にあっても、当社グループの沿線が、定住人
口・交流人口の増加や魅力の向上によりさらに活性化してお
り、また「阪急電車」「阪神電車」「阪神タイガース」「宝塚歌劇
団」といった、人々に愛されるブランド・文化を担っていることに
対し、従業員が責任感と誇りを持っている（従業員がグループ
の成長を通じて自己実現を果たしている）。
多様性を持つ従業員のつながりが、グループの成長力の源泉と
なっている。
グループ内だけでなく、他の企業ともつながり、変革・イノベー
ションを起こしている。
従業員の誰もが、心身ともに健康でいきいきと活躍している。

●

●

●

●

従業員の姿

●

●

●

●

●

地域性や歴史を大切にし、多様な価値観を理解し、リソース
を掛け合わせて、新たな価値を実現している。
多様性を力に、人と人がより良くつながる都市や事業を、地
球視点（グローバル＆SDGs）で展開している。
社会に多様な選択肢を提供しており、お客様が自分好みに
サービスを選んでいる。
誰もが参画しやすく共感できる、さまざまな活動を共創して
いく基盤を提供している。
AIをはじめとする新たな技術を活用することで、高い生産性
が実現できている。

当社グループの姿

お客様・社会の姿
お客様が当社グループに対し、強い安心感や絶対的な信
頼感を抱いている。
当社グループのサービスを利用するお客様が、日常で非
日常を味わい、暮らしに彩りを感じている。
当社グループの成長が関西の成長、ひいては日本の成長
を支えている（グループの成長が社会が豊かになること
につながっている）。

●

●

●

新たな技術も取り入れながら、
もっと快適で豊かな暮らしや、
持続可能な社会の実現に向けた
サービスを届ける

新しいアイデアが生まれる
空間を演出する
未来志向のライフスタイルを提案する

安心して暮らせる仕組みを作る

国際交流拠点化を通じた
住むにも訪れるにも魅力的な都市を作る

地域に根差した理想の沿線を
グローバルにデジタル技術の活用により
空間さえも越える

“良い”もの

共創できる仕組み
自然との融合

交わる

安心感 私好みに
選べる

未来への
貢献実感

選択肢の
多様性

一歩先の
先進性

共感・共創の
機会

これまでにない驚きを
新しく

学ぶ・働く

日常で非日常を
さらに大きな夢・感動を

ワクワク

暮らしに上質なひとときを

暮らす

心地よい暮らしを

安らぐ

今も未来も自分らしく
自分のための特別な瞬間を

私らしく

訪れる・遊ぶ

生み出す

守る

駅を中心とした利便性の高い
空間（都市）をつくる

つなぐ

深める 拡げる

　…お客様が感じる価値　
　…当社グループが提供する価値

駅を中心とした「利便性の高いまち」 「住むにも訪れるにも魅力的なまち」 「多様な人や産業が交わる活力のあるまち」

ー 長期経営構想を通じて私たちがなすべきこと ー

サステナブルで良質な

商品・サービスを提供し、

お客様から選ばれ続けることで、

共感・共創の輪を広げていく

今も未来も
誰もが自分らしい生活を送れるように、お客様のニーズに寄り添った商品・

サービスを提供し続ける

事業活動を通じて社会課題を解決し
持続可能な社会に貢献する

お客様のベネフィット

当社グループの提供価値
サステナブルな行動を
自然と選択できる社会へ

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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（注）�事業利益＝営業利益＋海外事業投資に伴う持分法投資損益（2022年度以前は海外事
業に係る持分法適用関連会社が存在していなかったため、「事業利益＝営業利益」）

 事業利益   営業収益事業利益率（右軸）

 ネット有利子負債   D/Eレシオ（右軸）   ネット有利子負債/EBITDA倍率（右軸）

■年間配当金総額 　■自己株式取得額 　 1 株当たりの年間配当金( 右軸)

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29 号 2020 年3 月31 日）等を2021 年度の期首から適用し、2021 年度以降に係る主要な経営指標については、当該会計
基準等を適用しています。

財務ハイライト 非財務ハイライト

環境（Environmental）

社会（Social）

ガバナンス（Governance）

主要財務指標（グラフ）

（億円）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

（年度）20242023202220212020

5,689

7,462

9,683 9,976
11,069

営業収益 事業利益／営業収益事業利益率
（億円）

0

200

400

600

800

1,000

1,200

（年度）20242023202220212020

21

392

894

1,083 1,121

0

7

14

21
（%）

0.4

5.3

9.2
10.9 10.1

（億円）

0

500

1,000

1,500

2,000

（年度）20242023202220212020

603

1,007

1,537
1,732 1,792

EBITDA
親会社株主に帰属する当期純利益／ROE

（注）ROE = 親会社株主に帰属する当期純利益／自己資本の期首期末平均
 親会社株主に帰属する当期純利益   ROE（右軸）

（億円）

-400

-200

0

200

400

600

800

（年度）20242023202220212020

△367

214

470

678 674

-6

-3

0

3

6

9

12

△4.1

2.5

5.3
7.2 6.7

（%）
ROE8% 〜

達成へ

2030 年度

総資産／ROA

（注）ROA=経常利益／総資産の期首期末平均
 総資産   ROA（右軸）

（兆円）

0

1

2

3

（年度）20242023202220212020

2.62 2.72 2.87
3.05

3.28

△0.3

1.4

3.2 3.7 3.5

-2

0

2

4

6
（%）

ネット有利子負債／ D/Eレシオ／ネット有利子負債／EBITDA倍率
（億円）

0

3,000

6,000

9,000

12,000

（年度）20242023202220212020

10,355 10,646 10,635 11,146
12,217

1.2

17.2

10.6

1.2 1.2

6.9 6.4

1.2

6.8

1.3

0

5

10

15

20
（倍）

キャッシュ・フロー

 営業活動によるキャッシュ・フロー   投資活動によるキャッシュ・フロー
 フリー・キャッシュ・フロー

（億円）

-2,000

-1,500

-1,000

-500

0

500

1,000

1,500

（年度）20242023202220212020

△1,347

△146 △178

△802

189

818

1,321 1,235
874818

1,321 1,235
874

△325

△1,022 △964 △1,132
△1,413

△1,676

株主還元
（億円）

0

50

100

150

200

250

20242023202220212020 （年度）

122 121 121

20

133

71

144

58

0

20

40

60

80

100

50 50 50
55

60

（円）

 都市交通
 情報・通信

 都市交通
 情報・通信

 不動産
 旅行

 不動産
 旅行

 エンタテインメント
 国際輸送　  その他

 エンタテインメント
 国際輸送　  その他

（t-CO2）

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

202420232022・・・2019 （年度）

457,142 △10.4%

367,788
419,194 409,515

　当社グループでは、2025年3月に策定した長期経営構想において、 
GHG排出量の削減目標を見直し、2035年度の中間目標として2019年度
比60％削減を新たに定めました。
　2024年度のGHG排出量は409,515t-CO2 （2019年度比10.4％減）とな
りました。前年度比では、再生可能エネルギーの導入促進等により2.3％減
少しました。

　2024年度のエネルギー使用量は1,399,070MWhで、前年度比で
は2.4%増、2019年度比では12.6％減となりました。

（MWh）

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

202420232022・・・2019 （年度）

1,600,201

1,367,937 1,365,950 1,399,070

鉄道事業の設備投資額

　当社グループは、公共インフラである鉄道事業者として、お客様の安全
確保を最優先することを経営の基本とし、鉄道事業における安全確保のた
めの投資を継続的に行っています。2024年度の安全関連設備投資額は、
車両の更新・改造等から前年度比で増加しており、阪急電鉄が279億円、
阪神電気鉄道が68億円となりました。主な内容は、車両の更新・改造、ホー
ム柵の設置、高架橋の耐震補強、踏切の安全対策等です。

（億円）

0

100

200

300

400

阪急阪急阪急阪急阪急
（年度）

64 69
41

126 122 115 155

279
53

60

20242023202220212020
阪神阪神阪神阪神阪神

35
6

48

17

31
16

41

22
68

26

（注）阪急電鉄 営業キロ数：143.6km、阪神電気鉄道 営業キロ数：48.9km
 安全関連設備投資額　■その他の設備投資額

女性管理職比率／女性新規採用者比率（対象会社：当社及び主要6社※）

　当社及び主要6社は、積極的な女性採用を継続的に実施するとともに、
多様なキャリアの促進や、仕事と家庭の両立支援施策の充実等により、従
業員が性別を問わずいきいきと活躍できる環境の整備に努めています。
2024年度は、女性管理職比率は6.4％、女性新規採用者比率は45.2％と
なりました。

0

2

4

6

8

10

（年度）20242023202220212020

（%）

4.7 5.1
5.6 5.9

6.4

0

10

20

30

40

5044.5

36.8
34.6

43.3 45.2

（%）

※主要6社：�阪急電鉄・阪神電気鉄道・阪急阪神不動産・阪急交通社・阪急阪神エクスプレス・
阪急阪神ホテルズ

 女性管理職比率　  女性新規採用者比率（右軸）

社外取締役の比率

0

15

30

45

60

20252024202320222021

45.5 45.5
41.7

45.5
46.2

（%）

（各年定時株主総会終了後時点）

取締役会・監査等委員会への社外取締役の出席率

（注）�当社は、2020年6月開催の定時株主総会での承認を受け、監査等委員会設置会社に移
行しました。

0

60

80

100

20242023202220212020

97.898.0 100.0 100.0 100.0

100.0100.0100.0 100.0 100.0（%）

（年度）

社外取締役  取締役会　 社外取締役 監査等委員会

温室効果ガス（GHG）排出量（Scope1・2相当）

親会社株主に帰属する当期純利益／ROE

エネルギー使用量（MWｈ単位）

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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財務・非財務ハイライト



　当社グループでは「都市交通」「不動産」「エンタテインメント」「情報・通信」「旅行」「国際輸送」の6つの事業領域をコア事業と位置

付けています。また、グループ経営機能を担う阪急阪神ホールディングスのもと、「阪急電鉄」「阪神電気鉄道」「阪急阪神不動産」「阪

急交通社」「阪急阪神エクスプレス」の5社を中核会社として、グループ全体の有機的な成長を目指しています。

　当社グループでは、グループで提供する様々なサービスの既存の顧客情報に横串を刺
す形でグループ共通ID「HH cross ID」を2021年から導入しました。これにより、お客
様は、当社グループの様々なサービスを１つのIDでシームレスにご利用いただけるよう
になります。
　現在は、22個のサービスでHH cross IDを導入しており、約145万人の会員数となっ
ていますが、今後も連携するサービスを拡大していくことで、2030年度には300万人の
会員数を目標に掲げています。HH cross IDを通じてグループ横断的に顧客データを統
合し、当該データの蓄積・分析を行うことにより、One to Oneマーケティングや各事業
間の相互送客を実現し、ロイヤルカスタマーの拡大等を図っていきます。

当社グループでは、2021年に「阪急阪神DXプロジェクト」を始動させました。

阪急阪神DXプロジェクトを通じて、お客様との接点の多様化を進め、お客様一人ひとりに寄り添いながら、お客様のライフスタイ

ルのデジタルトランスフォーメーション（DX）を推進します。

具体的には、デジタルの利点を活かした取組を進め、沿線にお住まいの方をはじめとする多くのお客様に対して、さらに「安心・快適」

な生活をお届けするとともに、当社グループが有する多様なコンテンツを活用して、デジタルとリアルをうまく組み合わせながら、「実体験」

や「人とのふれ合い・コミュニケーション」等の不変のニーズから得られる「夢・感動」の提供を拡大します。

この目指す姿を実現するために、当社グループはリアルのサービスとデジタル技術を組み合わせ、各事業を変革(トランスフォーム) 

していきます。阪急電鉄、阪神電気鉄道の2社を中心に、関西
圏で鉄道ネットワークを形成

海外・国内旅行及び訪日旅行（インバウンド）
の企画・募集・手配・サポート業務、出張手配
等を行う業務渡航等を実施。コールセンター
請負事業のほか、各省庁や自治体からの各種
受託業務などのソリューション事業も展開

グローバルフォワーダーとして、世界各地に拠
点を構え、国際総合物流事業を展開。倉庫・ロ
ジスティクスを軸に、航空輸送、海上輸送、通関
業と合わせて、お客様のサプライチェーン全体
の課題を解決する物流サービスを提供

大阪梅田エリアや阪急・阪神沿線を中心に、商業
施設・オフィスビルを保有。不動産開発にも注力。
プロパティマネジメント・ビルメンテナンス事業
や、不動産ファンド・リート事業等も展開

プロ野球チーム「阪神タイガース」及び同球団
のホームグランドであり高校野球の舞台でもあ
る「阪神甲子園球場」の経営及び関連事業の運
営。音楽事業（ビルボードライブ）や、六甲山上
で観光事業も展開

バス・タクシーの運営。沿線地域の利便性向上
のため、鉄道との連携も強化

マンションや宅地・戸建住宅の分譲を、沿線や
首都圏を中心に展開

ASEAN諸国や先進国（アメリカ・オーストラリ
ア等）において、住宅分譲や賃貸事業を展開

「宝塚歌劇」の公演に加え、オリジナルグッズの
販売や映像・音楽の配信等の歌劇関連事業を
運営。また、梅田芸術劇場の運営及び演劇の制
作・興行等を展開

阪急・阪神沿線の駅ナカを中心に、小売サービ
スを運営

システム開発等のITを基盤とした多様なサー
ビスを提供する情報サービス事業、CATV（多
チャンネル放送、インターネット、固定電話等）
サービスを提供する放送・通信事業に加え、登
下校メール等の見守りサービス「ミマモルメ」や
ロボットプログラミング教室「プログラボ」を運
営するあんしん・教育事業を展開

東京、大阪をはじめとする各地で、幅広いタイ
プのホテルを展開

業概要ࣄ

コアࣄ業の有ػ的な༥߹͔Β͕޿るグループҰ体となͬͨ੒௕

%9の基൫となるグループڞ通̞ 「̙̝̝�cross�I%」のࡏݱの状況

会員਺໿�45ສਓ
（2025年�݄຤࣌఺）

2030年度目ඪ

300ສਓ

మಓࣄ業

౎ަࢢ通ࣄ業

ෆ動ࣄ࢈業

Τンλテインメント
業ࣄ

৘報・通৴ࣄ業

ཱྀ行ࣄ業

業ࣄ༌ૹࡍࠃ

コアࣄ業 த֩会社 業内༰ࣄ

௞ିࣄ業等

ࣗ動ंࣄ業

ॅ୐ࣄ業

ւ外ෆ動࢈
業ࣄ

৘報・通৴
業ࣄ

ཱྀ行ࣄ業

༌ૹࡍࠃ
業ࣄ

スポーπ
業ࣄ

ステージ
業ࣄ

ྲྀ通ࣄ業

ϗテルࣄ業

P.44

P.49

P.54

P.57

P.59

P.61

※

※ ※

※

※

ਆ%9プϩジΣクトࡕٸࡕ�業Λมֵͤ͞る取組ɿࣄ֤

クラウド (DXインフラ )
各ۀࣄγεςϜのڞ௨Խ・౷߹

アプリ (デジタルによる顧客接点の構築 )
各ۀࣄのαーϏεのσδλルԽ・ߴ౓Խ

データアナリティクス
σーλ෼ੳ、各ۀࣄの

ϚーέςΟϯグ・঎඼։ൃのߴ౓Խ

高度
デジタル化

各ۀࣄαーϏεの
͞Βなるߴ౓σδλルԽ

	 Ϋϩε෼ੳ・"*・
σーλαΠΤϯε 
 σジλルٕज़要ૉΛ組Έ߹Θͤ

る͜とͰグループの֤ࣄ業Λม
ֵ͠、お٬༷のϥイϑスλイル
のσジλルトϥンスϑΥーメー
シϣンΛਪਐ͠·すɻ

※不動産事業では、大阪梅田・沿線エリアにおいて、阪急電鉄及び阪神電気鉄道が賃貸・開発用不動産を保有しながら、阪急阪神不動産と協働して、
　交通ネットワークや地元自治体等と連携したまちづくりを推進しています。

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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西代

新開地
元町

神ߓۭށ

今津
甲子園

西宮

福島

武庫川今津

武庫川
団地前

甲陽園

神戸本線

伊丹線

川西能勢口

日生中央 妙見口

能
勢
電
鉄

兵庫県

京都府

桂

嵐山
京都河原町

大阪府

北千里箕面萱野

関੢ߓۭࡍࠃ

大阪難波

天神橋筋
　六丁目尼崎

大物 十三

淡路新大阪

石橋阪大前

伊丹

箕面

北
大
阪
急
行
電
鉄

神戸高速線

େ阪ߓۭࡍࠃ
（ҏ୮ۭߓ）

箕面線

千里線

宝塚本線

武庫川線

阪神なんば線

今津線

大 阪 湾

神戸電鉄

京都本線

嵐山線

阪神本線

神戸三宮

神戸三宮

西宮北口
夙川

岡本
芦屋川

芦屋
御影

宝塚 千里
中央

江坂

高槻市

塚口

中津

大阪梅田

甲陽線
大
阪
メ
ト
ロ

大
阪
メ
ト
ロ

近鉄奈良線

大
阪
メ
ト
ロ

東
海
道
新
幹
線

山陽新
幹線

山陽
電鉄

本線

京都

新神戸

N

嵐山

N

మిٸࡕ

143.6km

మಓؾਆిࡕ

48.9 km

神戸線 46.9km
（神戸本線、今津線、伊丹線、甲陽線）

阪神線 43.9km
（阪神本線、阪神なんば線、武庫川線）

京都線 65.4km
（京都本線、千里線、嵐山線）

宝塚線 28.5km
（宝塚本線、箕面線）

神戸高速線 2.8km

神戸高速線 5.0km

住んでみたい街アンケート（関西圏）

阪急電鉄・阪神電気鉄道　輸送人員の推移

出所ɿ஍Ҭ経ࡁ૯覧（東༸経ࡁ）͔ Β、ॅ ຽجຊ୆ாਓ2025、ޱ年1月1日現在
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2,781

2022 2023

1,565

2020

2,727

2021

2,737

2024

2,817

・宝塚大劇場：343回（対前期+29回）
・東京宝塚劇場：398回（対前期+12回）公演回数

※1 全国各地の映画館での有料ライブ中継
※2 ネット回線を利用し、ご自宅でテレビやスマートフォン等で視聴することができる有料ライブ配信（2020年度から開始）

　大阪・梅田を核として、安心・快適な都市生活や夢・感動をもたらす体験など多様な価値を創造・提供し続け、

沿線のまちづくりを深化させていきます。
　大阪梅田と神戸・宝塚・京都を結ぶ阪急電鉄と、神戸から大阪梅田（キタ）と大阪難波（ミナミ）に乗り入れる阪神
電気鉄道。この2社を中心に、社会を支える鉄道インフラとして関西圏で鉄道ネットワークを形成しています。鉄道輸
送人員はコロナ禍で大きな影響を受けましたが、回復がみられています。

　創業当初から沿線各所でのまちづくりを続けてきた当社グループの沿線人口は、少子高齢化が進む中でも堅調に
推移してきました。また、「住んでみたい街アンケート（関西圏）」でも、上位20位のうち16の街に当社グループの沿線
が選ばれるなど、高い評価をいただいています。

　エンタテインメント事業で展開する「阪神タイガース」と「宝塚歌劇」は、幅広いファンに支持され、長年の歴史を通
じて多くの人々に夢・感動をお届けしています。

（注）青文字で表記した駅は、「住んでみたい街アンケート（関西圏）」の20位以内にランクインした駅を
示しています。（出所：MAJOR7（住友不動産など7社）による調査（2025年9月30日））

業ల։Τリアࣄ

ѹ౗的/o.�のԊઢの実ݱΛ目指͠て
なަ通ネοトϫークݻڧ

ԊઢのັྗΛߴΊて͖ͨ·ͪͮ͘Γの੒Ռ

෯޿いϑΝンに࣋͞ࢧΕるೋେコンテンπ

ๅ௩େܶ৔ ৔ٿԂࢠߕਆࡕ

େࡕകా

関੢ߓۭࡍࠃ

西日本最大の空港であり、
海外に向けた関西圏の
ゲートウェイ

出所：MAJOR７（住友不動産など7社）による調査（2025年9月30日）

ॱҐ ஍໊ ʢॴࡏʣ ॱҐ ஍໊ ʢॴࡏʣ

1 ੢ٶ๺ޱӺ （兵庫県西宮市） 11 天王寺駅 （大阪市天王寺区）

� େࡕകాӺɾେࡕӺ （大阪市北区） 1� ઍཬதԝӺ （大阪府豊中市）

� ॒઒Ӻ （兵庫県西宮市） 1� ෱ౡӺ （大阪市福島区）

� ԬຊӺ （神戸市東灘区） 1� 本町駅 （大阪市中央区）

� ੢ٶӺ （兵庫県西宮市） 1� ๅ௩Ӻ （兵庫県宝塚市）

� ɾߴ௬Ӻߴ ௬ࢢӺ （大阪府高槻市） 1� த௡Ӻ （大阪市北区）

� Ἑ԰Ӻ （兵庫県芦屋市） 1� Ӻࡔߐ （大阪府吹田市）

� ਆٶࡾށӺɾࡾϊٶӺ（神戸市中央区） 1� ԂӺࢠߕ （兵庫県西宮市）

� Ἑ԰઒Ӻ （兵庫県芦屋市） 1� 神戸駅 （神戸市中央区）

1� ӨӺޚ （神戸市東灘区） �� 垂水駅 （神戸市垂水区）

※ランキング上位20のうち、16が当社グループの沿線

（参考 特集①） P.33

（参考 特集②） P.35

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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ΞϝϦΧ
賃貸住宅
物流倉庫

Χφμ
住宅分譲

ϑΟϦϐϯ

ॅ୐෼ৡ
ॅ୐෼ৡ
෺ྲྀ૔ݿ

෺ྲྀ૔ݿ

ॅ୐෼ৡ

ॅ୐෼ৡ
঎ࢪۀઃ
ΦϑΟε

ϗςル
෺ྲྀ૔ݿ

ΦϑΟε
঎ࢪۀઃ

෺ྲྀ૔ݿ
ॅ୐෼ৡ

ॅ୐෼ৡ
మ道ۀࣄ

λΠ ϕτφϜ

γϯΨϙール

ϚϨーγΞ

ΦーετϥϦΞ

ΠϯυωγΞ

沿線で展開してきた豊かなまちづくりをASEANを中心とした海外や首都圏にも拡げています。

（参考 特集③）関੢ݍͰの実੷Λ活͔͠、ΤリアΛ௒えͨల։へ P.37

　海外では、沿線で培ったノウハウを活かして、持続的な成長が見込まれるASEANを中心としながら、アメリカ、カナダ、オー
ストラリアといった先進国においても不動産事業の展開を進め、規模の拡大を目指しています。また、2024年5月にはフィリピ
ンで鉄道事業に参画しました。

　首都圏では、現在進行中の開発案件を着実に推進するほか、ホテルやエンタテインメントの機能をまちづくりに活かしていきます。
また、多様な働き方に対応した中規模オフィスの提供や短期回収型事業の取組を加速させながら、再開発や建替案件も展開を拡大
します。

　当社グループが参画する本プロジェクトでは、阪急阪神不動産が事務所床の区
分所有権を取得。また、阪急電鉄が劇場床の区分所有権を取得し、最新の設備を備
えた約1,300席の劇場を新設します。

ւ外におけるࣄ業ల։

ീॏऱ�ஸ໨த஍۠ୈ一छ֗ࢢ஍࠶։ൃۀࣄʢ����年1݄຤ॡ޻༧ఆʣ

ट౎ݍにおけるෆ動ࣄ࢈業のల։

　2015年にベトナムのホーチミン市でマンション分譲事業
を開始し、これまでにタイ・ベトナム・インドネシア・フィリピ
ン・オーストラリア・マレーシア・カナダの7か国で61プロジェ
クト（7万戸超）を展開しています。

　「働く場に、おもてなし
を。めざすのは永く愛され
るオフィス。」をコンセプト
に中規模オフィスシリーズ
「SUITE（スイテ）」を首
都圏で積極的に展開してい
きます。

　短期回収型事業として、投資家向けの収益用賃
貸マンションや学生寮等の開発を首都圏を中心に
推進しています。

　ASEAN 諸国で注力してきた住宅分譲事業に加え、ストッ
ク型事業（不動産賃貸事業）や回転型事業（短期回収型事業）
にも取り組み、海外での不動産事業の収益・利益規模を早
期に拡大・伸長させていきます。

˙ॅ୐෼ৡ

˙தن໛Φϑィスシリーζ「46I5&（スイテ）」 ˙௞ିマンシϣンϒϥンυ「ジΦ�Τント」

˙։発・௞ି

ਐ出ࠃ ෼ৡށ਺プϩジΣクト਺

37プロジェクト

7プロジェクト

1プロジェクト

61プロジェクト

約 30,530 戸

約 23,220 戸

約 140 戸

約 70,060 戸

タイ

ベトナム　

8プロジェクト 約 6,210 戸フィリピン

6プロジェクト 約 7,110 戸インドネシア

1プロジェクト 約 850 戸マレーシア

カナダ

1プロジェクト 約 2,000 戸オーストラリア

合計

ෑ஍໘ੵ 約 19,560m2

Ԇচ໘ੵ 約 389,290m2

໛ن 地上 43階、地下 3階

෺用్ݐ
事務所、店舗、劇場、サービスアパートメント、
インターナショナルスクール、バスターミナル、駐車場

（2025年3月31日時点）

スイテ日本橋人形町

外観イメージパース

賃貸マンションブランド「ジオ エント」

オーストラリア（メルボルン）の物流倉庫

業ల։Τリアࣄ

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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Con ten t s

K e y  p o i n t s

価 値 創 造 に 向 け た 成 長 戦 略

C
ha

pt
er

民鉄企業の枠を超えたエクセレントカンパニーへの変革を加速させる「長期経営構想」の策定

バックキャスティングによる「長期経営構想」の策定。

「事業戦略」においては「圧倒的No.1の沿線の実現」「コンテンツの魅力の最大化と新コンテンツの開拓」
「エリアを超えた展開(首都圏・海外)」「ビジネスソリューションへの注力」の4つの方向性を設定。

「長期経営構想」に基づく各事業の取組を設定。

「未来のありたい姿」の実現に向けて、「事業」「財務」「人材」から成る3つの成長戦略を推進しています。

沿線を中心とした既存のフィールドの深掘りと同時に、新たなフィールドでの挑戦を継続しています。

6つのコア事業における着実な実行とともに、事業間シナジーを高め、グループ全体での継続的な成長を目指しています。

●

●

●

21 33

39

トップメッセージ 特集 －事業戦略の実践－

グループガバナンスの強化について /
宝塚歌劇における改革の取組について

43 セグメント別戦略

・特集1　圧倒的No.1の沿線の実現

・特集2　コンテンツの魅力の最大化

・特集3　エリアを超えた展開(海外)
・事業戦略

・財務戦略

・人材戦略

・財務責任者メッセージ

・2024年度業績の概要

・都市交通事業

鉄道事業における安全・安心の追求　

・不動産事業　

・エンタテインメント事業

・情報・通信事業　

・旅行事業　

・国際輸送事業

26 長期経営構想
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Mes s a g e  f r om  CEO

阪急阪神ホールディングス株式会社
代表取締役社長 グループCEO

「
K
a
n
s
a
i
」、そ
し
て
世
界
へ
。

人
々
が
豊
か
に
な
る
未
来
を
創
り
出
し
て
ま
い
り
ま
す
。

2025年は、関西で多くの大きな出来事がありました。

まず何と言っても「大阪・関西万博」の開催です。開幕までは

ネガティブな報道が多かったものの、日を追うごとに多くの方々

がご来場するようになり、大変な賑わいとなりました。入場の

予約すら取れないという状況になることを、誰が想像していた

でしょうか。大屋根リングからの景色は、これからも皆さんの

心の中にいつまでも残っていくと思います。万博が始まる前か

ら、関西にはインバウンドのお客さまを中心に多くの皆さんが

訪れていましたが、鉄道の定期外収入の動きなどを拝見して

いると、この万博をきっかけに、沿線にお住まいの、特にコロナ

禍以降外出を控えておられたご高齢の方などが「お出かけの

楽しさ」を思い出していただいたように思います。「皆さんのマ

インドを切り替えた」という点では、万博開催の意義は非常に

大きく、私たちもこの流れを一層加速していきたいと思います。

　二つ目は、今年３月の「グラングリーン大阪 南館」の開業

です。旧梅田貨物駅跡地「うめきた地区」の再開発は、Ⅰ期の

先行開発区域の都市計画決定から約20 年の歳月を経て、

いよいよ最終段階を迎えようとしています。「みどりとイノベー

ションの融合」という街づくりのコンセプトに沿って、大きな

芝生広場が誕生し、その周囲を豊かな「みどり」が彩っていま

す。ご家族連れの方をはじめとする多くの皆さんが、休日を中

心にこの街を訪れていますが、平日には周辺のオフィスワー

カーもここでリフレッシュして、新たなイノベーションを起こ

していくことでしょう。特に、世界をリードするイノベーション

の拠点である「JAM BASE」に加えて、関西を代表する企業の

最先端のオフィスが、このグラングリーン大阪に集積しますの

で、さまざまな交流が起こす化学反応が今から楽しみです。ま

た、既にバラエティに富んだお店の顔ぶれが並ぶ商業施設や

ホテルも多くのお客さまをお迎えしていますが、今後レジデ

ンスの整備も加速されますので、大阪梅田エリアの表情がさ

らに変わっていくことでしょう。

将来にわたって真に関西が世界に飛躍していくためには、ま

ず、万博をきっかけに大きく知名度が上がったこの「Kansai」

関西の飛躍に向けて

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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を核として、西日本全体を含めた広域観光を強化していくこと

が非常に重要です。加えて、これらをベースにした観光産業の

育成はもちろんですが、万博のビジネスマッチングなどをきっ

かけとした、イノベーションによる新産業の創出などを起爆剤

としていかなければなりません。その中で、大阪梅田エリアを

中心とした当社沿線に、人材や情報が自然に集まるような持

続的なエコシステムを構築し、それを通じて地域の発展に貢

献していきたいと考えています。これからまさに当社グループ

の力量が問われますが、すばらしい未来を形にすべく、グルー

プ一丸となって全力を尽くしてまいります。

当社では、2025年３月に長期経営構想を発表いたしました。

コロナによるパンデミックの厳しい時期を乗り越えて収益

構造の強靭化を進め、おかげさまで順調に回復基調に乗せる

ことができています。海外不動産事業をはじめとする新たな収

益源の開拓にも取り組み、足元の業績は堅調に推移しています。

しかしここ数年、取り巻く環境の不確実性はさらに増してい

ます。コロナ禍は言うまでもありませんが、その後の現下の国

際情勢の変化、AIをはじめとする技術の発展などは、10年は

おろか、５年前でさえ誰も想像できなかったのではないでしょ

うか。これからは、ますます何が起こってもおかしくない時代に

なると思います。一方で、2024年には出生数が70万人を割り

込み、9年連続で過去最少を更新するなど、少子高齢化という

現実は想定以上のスピードで加速しています。

今、当社グループは、沿線を中心に多くの方々の日常を支え

る商品・サービスを提供していますが、万が一、これから起こ

るさまざまな変化に私たちが対応できなければ、皆さんの「日常」

に大きな影響を与えてしまうことになりかねません。

お客さまに「安心・快適」そして「夢・感動」という価値をベー

スとした、より良い暮らしのスタイルを提供し続けていくことは、

これからも当社グループの最大の責務です。そのためにも、当

社グループがこれまで社会に提供してきた価値や、それを着実

にお届けする責任の重さを改めて認識し、環境の変化に合わ

せて自らを変革していかなければなりません。

今まで当社グループは、それぞれの事業が自立して強いブ

ランド力を持ち、「強い個々の事業の総和がグループの力であ

る」と考え、収益力の最大化を図ってきました。しかし、少子高

齢化をはじめとするさまざまな変化には、そのスタンスで対応

するだけではかなり難しいのではないかと思うに至りました。

長期経営構想の詳細は、本書26ページから32ページに記

載のとおりですが、当社グループが関わるあらゆるフィールド

において、「出会いとつながりの総量が増え、幸せと活力で満

たされたウェルビーイングな社会」の実現を目指して、「未来の

姿」を描き出し、グローバルな展開も視野に入れながら、グルー

プ一体での価値創造を一層加速してまいります。特に、沿線を

中心とした既存のフィールドの深掘りと新たな挑戦を継続す

るとともに、資金や人材といった経営資源を可能な限り最適

に配分することによって成長投資の拡大と資本効率の向上を

両立させ、まずはＲＯＥ８％以上の達成を目指します。

そしてまさしくこれから、大阪梅田エリアを中心とした沿線

では、大規模なプロジェクトを推進する時期を迎えます。これ

らのプロジェクトを完遂させることにより、民鉄企業の枠を超

えたエクセレントカンパニーへと変貌を遂げ、持続的な成長を

継続していく所存です。

この長期経営構想を発表後、多くの投資家やアナリストの

皆さまとコミュニケーションを取らせていただきました。成長

戦略と資本効率の両立を図りながら、将来にわたってお客様

に新たな喜びと価値を提供するという長期経営構想が目指す

方向性は、概ねご理解いただいたと思っています。

その中で一部の方から、2030年度に想定する指標の実現

に向けた戦略の具体性についてご意見を頂戴しましたが、今

回の長期経営構想では、2030年度の「あるべき姿」を最初に

設定しています。海外不動産事業や情報サービス事業の成長

など、一部に関して進むべき方向感は見えているものの、今回

の目標は、従来の事業の延長線上の発想だけでは達成が難し

いと考えており、ストーリーをどう具体化していくか、どこに資

金と人材を投入するかという方針に関してはまさしく議論を

進めているところです。そして私自身としては、この議論のプロ

セスにおいて、グループの中で、これから迎える大きな環境変

化に対して、機動的かつアグレッシブに立ち向かっていかなけ

ればならないという意識変革が加速しつつあるという手応え

を感じています。適切な時期が来れば、その道筋についてお話

させていただければと思います。

また、目標とするROE8％の水準についてもご意見をいただ

きましたが、この数字は最低限の水準であり、ゴールだとは全

く思っていません。当社グループのありようが変わっていけば、

自ずとこの水準はクリアできると思っていますし、逆にそうし

なければならないと考えています。

当社グループは、沿線の皆様に、将来にわたって、いつまでも

沿線に住み続けたいと思われるような、豊かな暮らしを提供す

る責務があります。そしてこれからの少子高齢化の時代にあっ

ても、教育・文化の豊かなまちづくりを着実に進めてまいります。

そうした中で現在、大阪新阪急ホテル・阪急ターミナルビル

の建替、阪急三番街の全面改修と、阪急大阪梅田駅の大規模

リニューアルに同時に取り組む「芝田１丁目計画」の詳細を検

討しており、大阪梅田エリアを「国際交流拠点」とすべく、最後

の一等地とも言えるこの地で、地域の玄関口にふさわしい開発

を進めてまいります。少し息の長い開発になりますが、本計画

を通じて大阪梅田エリアや当社グループ沿線の価値を高める

と同時に、変わりゆく大阪梅田の、そして発展する関西のシン

ボルとなるようなプロジェクトにできればと考えています。これ

だけの大きなプロジェクトは、当社単独で実現できるものでは

ありませんので、関係各所と鋭意協議を進めています。現時点

では詳細を申し上げられませんが、皆さんが将来に向けて明る

い未来が感じられるようなプランを打ち出したいと思っています。

投資家の皆さまとの対話を経て

長期経営構想～民鉄企業の枠を超えた
エクセレントカンパニーへ

大阪梅田エリアの未来に向けて、
心躍るプランを打ち出したい

海外不動産事業については、スタートしてほぼ10年が経過

しようとしています。当初はリスクを低減するために住宅分譲

事業からスタートしましたが、海外展開を進めるにつれてさま

ざまな情報が入るようになり、2024年度にはオーストラリア

において物流不動産事業や住宅事業に参画するなど、着実に

成長しています。私たちは、現地の信頼できるパートナーと協

働し、事業の成長はもちろんのこと、今まで長く国内で培って

きた知見やノウハウを活かし、海外におけるまちづくりに貢献

できることに何よりの喜びを感じています。特に一部の国にお

いては、今まで日本で展開してきた規格を取り入れた商品が

地域の皆さんに高く評価され、その提供を通じて豊かな暮ら

しのご提案ができていることを実感しています。もちろん、カン

トリーリスクをはじめとした各種のリスクはありますが、それ

を着実にコントロールしながら事業展開を進め、2030年度に

は250億円水準の事業利益を目指します。

近年、グループの業容が拡大し、また、各事業分野における

専門性も高まっています。そこで当社グループでは、本年度から、

経営の透明性を確保しながら、より適切かつ効果的に事業を

運営していくために、一部の中核事業会社において新たに社

成長を続ける海外不動産事業

グループガバナンスの強化～将来にわたって
“夢”と“感動”をお届けするために

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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「未来のありたい姿」の実現に向けて
「事業」「財務」「人材」の側面から成長戦略を推進

「未来のありたい姿」の実現に向けた長期的な経営方針

　積み重ねてきた強みや提供価値をベースに、事業環境の変化などを踏まえ、「未来のありたい姿」の実現に向けた「長期経営構想」

を策定。2030年度までにROE8％を持続的に達成できる企業になることはもちろん、グループ一体となって価値創造の好循環を生み

出し、あらゆるフィールドにおいて、新しい「お客様の喜び」を次 と々形にしていきます。その推進力となるのが「事業」「財務」「人材」か

ら成る3つの成長戦略。従来の延長線上にはない変革と成長を目指します。

　「未来のありたい姿」の実現に向けて、持続的に成長していくために当社グループの進むべき方向性を定め、その推進にあたり、資

金配分と人材の再配置を実施すべく、①から③の戦略を取りまとめました。

事業戦略：中長期的な成長を実現するための取組の方向性
財務戦略：成長と資本効率の向上に向けた資金配分の方針
人材戦略：成長力の源泉である人的資本の確保・充実と有望領域への投入の方針

これらの戦略の推進力を高めるべく、グループガバナンス等の仕組みも見直す。

長期経営構想　

戦略の推進力を高める仕組みの整備

財務戦略2 人材戦略3

事業戦略1

1

2

3

持続的な
企業価値の向上

持続可能な
社会の実現

未来の
ありたい姿

P.9

トし、新たな非財務KPIも設定して取組をさらに加速しています。

特に、脱炭素に向けた取組については、2025年３月に阪神タ

イガース新ファーム施設「ゼロカーボンベースボールパーク」を

開業したほか、４月からは、阪急・阪神の鉄道全線でカーボン

ニュートラル運行を始めています。

さらに、「生物多様性」についても、TNFD（自然関連財務情

報開示タスクフォース）のフレームワークに則り、当社グループ

の自然への依存・影響や自然関連のリスク・機会のほか、当社

グループの事業拠点と、その周辺の自然の状態や当社の生物

多様性に関する取組の効果について分析し、本統合報告書で

開示しています。引き続き分析を進め、開示内容の拡充を図る

とともに、みどりの豊かな沿線の実現を目指して、緑化や自然

保護を進めてまいります。

また、「ビジネスと人権」に向けた取組として、2024年度に特

定した重要な人権リスクについて、予防・低減に向けた対策を

順次実行しています。

サステナブル経営の推進は、当社グループの持続的な成長の

ためには欠かすことができません。これからも積極的に取組を

進め、社会課題の解決に努めてまいります。

当社グループの創業者である小林一三は、今から約120年前

に当時の田園地帯に線路を敷き、住宅や商業・エンタテインメ

ント施設等を開発することで新たな需要を創出しました。どん

なに環境が変わっても、私たちはこの精神を受け継ぎ、一歩先

のニーズを先取りした魅力ある商品・サービスを開発・提供す

ることにより、沿線の皆さま、そして海外を含めた沿線外の皆さ

まに、「安心・快適」そして「夢・感動」をお届けしてまいります。

当社グループの目指す方向性が正しければ、成長と資本効率

の向上の両立という形で、株式市場からの期待にも応えられる

と考えています。

皆さまにおかれましては、引き続きご支援を賜りますようよろ

しくお願い申し上げます。

外出身の取締役・監査役を選任し、グループ全体のガバナンス

体制を強化することと併せて、事業会社への権限移譲を進め、

意思決定を迅速化いたしました。そして当社の取締役会も、事

業会社のモニタリングと、中長期的視点に立った議論がさら

に進められるよう、機能の強化を加速しております。

また、宝塚歌劇団においても、その改革の実効性をさらに高

めるべく、2025年7月に法人化（株式会社化）し、取締役会の

構成員のうち、過半を社外出身者としました。併せて、演技者

との契約を雇用契約に移行し、労働時間の管理方法を変更す

るとともに、演出助手等に適用する労働時間管理も見直しま

した。これらの取組を通じて、全ての劇団員が心身とも健全な

状態で最大限に力を発揮しながら、持続的に成長し活躍でき

る環境を構築すべく、さまざまな取組を進めます。これからも

宝塚歌劇を新しい時代に相応しい形へと絶えず進化させ、将

来にわたって“ 夢”と“ 感動”を提供し続けられるよう、全力で

改革に取り組んでまいります。

当社は、2020年に「阪急阪神ホールディングスグループ サス

テナビリティ宣言」を公表し、持続的な成長の基盤となるサス

テナブル経営に取り組んでまいりました。環境分野は、「脱炭素」

「生物多様性」「資源循環」に関する方向性を改めて示すととも

に、温室効果ガス排出量の削減率を2035年度目標にアップデー

長 期 経 営 構 想
深める沿線 拡げるフィールド 〜未来へ、そして世界へ〜

これからも時代を先取りし、
需要を創出していく

サステナブル経営の推進は、
持続的な成長の前提

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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トップメッセージ /長期経営構想



　先人たちの努力の積み重ねと沿線への集中的な投資のもと、沿線での圧倒的な競争優位の確立とキャッシュの創出を両立してき

た当社グループ。ただ、少子高齢化による、沿線からのキャッシュの創出力の低下を見据え、ここ数年は海外不動産をはじめとする投

資先の多様化を図るとともに、沿線にも相応の投資を行い、その競争力の向上に努めてきました。今後、さらに事業環境が厳しくなる

ことが予想される中で、先手を打つ事業戦略として、「圧倒的No.1 の沿線の実現」「コンテンツの魅力の最大化と新コンテンツの開拓」

「エリアを超えた展開(首都圏・海外)」「ビジネスソリューションへの注力」の4つの取組の方向性を設定。グループ全体で成長を促

進し、ステークホルダーの皆様の期待に応えていきます。

●当社グループが強みを持つ沿線では競争優位を確立しつつ、既存顧客の深掘りと沿線にグローバルな活力を呼び込む取組により、
　圧倒的No.1の沿線を実現します。

●沿線で培ったノウハウの活用や、リソースの最適配置、個の力とチーム力の向上を実現しながら、成長市場に打って出ることにより、
　お客様・世の中の期待に応えていきます。

　事業戦略を貫く考え方は、「沿線の価値を高め、沿線での競争優位性をさらに高める取組」と「成長市場を開拓し、投資を重

点的に配分することによりキャッシュ創出力をより高める取組」を同時に進めること。経営資源を効果的に配分し、沿線を中

心とした既存のフィールドの深掘りと、成長が見込まれる新たなフィールドでの挑戦を続けることで、グループ全体での中長

期的な成長を実現します。

沿線への再投資は、競争優位の一層の向上とキャッシュ

創出力を維持拡大するために、これからも着実に実施

大規模プロジェクトへの投資を通じて、特に沿線の価

値や沿線のグローバルな競争力をさらに向上

海外など成長する市場へもキャッシュを振り向け、新た

な活躍のフィールドを創出

新たなフィールドでの成果は、沿線を中心とした既存

のフィールドにもフィードバックし、さらなる沿線価値

の向上と当社グループの競争優位の確立へ

●

●

●

●

த௕ظ的な੒௕Λ実ݱするͨΊの取組の方向性
4つの方向性

業ઓུのશ体૾ࣄ

考え方と方針
1

ѹ౗త/P�1ͷԊઢͷ࣮ݱ

ΤϦΞΛ௒͑ͨల։ 	ट౎ݍɾւ֎


ϏδωειϦϡーγϣϯ΁ͷ஫ྗ

都市交通 賃貸・開発 住宅

ホテル 旅行 新事業領域

放送・通信

不動産 (グローバル ) 住宅

都市交通 国際輸送

情報サービス 旅行

国際輸送 新事業領域

w ૪༏Ґの確ཱʗԊઢ価஋の向上ڝ業のࣄଘط
（都市交通、不動産 (ホテル含む。)、放送・通信 )

芝田1丁目計画、新線計画
w そΕΒΛΑΓߴΊるͨΊのେن໛プϩジΣクトのਪਐ

w٬ސ�のਂ۷Γ

w�コンテンπࣄ業のΤリア外へのల։

w�グϩーバルな活ྗΛݺびࠐΉ取組 w�グループ૯߹ྗΛ活͔ͨ͠৽ͨなιリューシϣンの։発

w�৽コンテンπの։୓

2030年度の利益目標達成に向けて特に注力する施策

wط�ଘࣄ業におけるιリューシϣンఏྗڙのڧԽ

w�·ͪͮ͘Γのグϩーバルల։

（情報サービス（M&A含む。）、広告、国際輸送）

‒ 不動産 (既存事業の拡大、ノンアセット型）　‒ 海外鉄道O＆M

‒ 既存事業の拡大
‒ 短期回収型
‒ ノンアセット型

w�ෆ動ࣄ࢈業のट౎ݍల։

wࡍࠃ�༌ૹのڝ૪ྗڧԽ

རӹۀࣄ

ԯԁʙ
350

རӹۀࣄ

ԯԁʙ
150

グループリιースのల։

w֤ઓུΛՃ଎ͤ͞るσジλルへの取組�-�%9プϩジΣクト
顧客を知るための“HHｃross ID”
顧客に伝えるためのメディア戦略

ίϯςϯπͷັྗͷ࠷େԽͱ৽ίϯςϯπͷ։୓

スポーツ ステージ 旅行 新事業領域

wط�ଘコンテンπのັྗ向上ʗ٬ސのਂ۷Γ

རӹۀࣄ

ԯԁʙ
150

ਫฏల։

（スポーツ、ステージ、 六甲山 、 旅行 ）

རӹۀࣄ

ԯԁʙ
750

業ઓུࣄ

�ͭͷํੑ޲ͷ΋ͱɺグループશମͰͷ੒௕Λଅਐ

ѹ౗的/o.��のԊઢの実ݱ

ΤリアΛ௒えͨల։
	ट౎ݍ・ւ外
 Ϗジネスιリューシϣンへの஫ྗ

コンテンπのັྗの࠷େԽと
৽コンテンπの։୓

ԊઢΛத৺とͨ͠
ଘのϑィールυのਂ۷Γط ৽ͨな௅ઓのܧଓ

ԊઢͰのϊ΢ϋ΢Λ活͔͠て
৽ͨなϑィールυへਐ出

৽ͨなϑィールυͰの੒ՌΛ
Ԋઢにϑィーυバοク

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報

27 28Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2025 Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2025

௕ܦظӦߏ૝



2025-2030年度のキャッシュアロケーション（イメージ）

事
業
に
よ
る
資
金
創
出

事
業
継
続
投
資

Ｂ
／
Ｓ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・

資
本
政
策

減価償却費

キャッシュイン
事業から創出したキャッシュを基に事業・収益基盤の維持に必要な投資を実施

事業継続投資

キャッシュアウト

事業利益

5,500億円 維持更新投資

5,700億円

資産売却

収益基盤維持投資

成
長
投
資

短期

7,500億円

長期

支払利息・税金費用等

株主還元

2,400億円

借入

D/Eレシオ
1.3倍

総還元性向
50％目安

8,000億円

戦略の着実な遂行で、
創出資金を最大化

• 維持更新投資：事業継続のため恒常的に必要な投資
　- インフレ下においても減価償却費の範囲内で対応
• 収益基盤維持投資：駅の機能改善等、付加価値向上に必要な投資
　- 事業利益からの創出資金を充当

資金を重点投入し、成長を実現

短期：2030年度までに利益寄与する案件への投資により成長を推進

成長投資

• 不動産（グローバル）をはじめとする成長が期待できる事業の拡大

長期：長期視点で資金回収を図るプロジェクトへの投資に加え、
　　　従来の延長線上にはない成長の実現に向けた大規模な投資機会も模索
• 芝田 1丁目計画などの大規模開発案件、情報サービスでのＭ＆Ａ等

低利回り資産の売却によって資産の圧縮を進め、効率を向上

バランスシートマネジメント・資本政策

• 不動産ポートフォリオの見直し等

資本政策面では、財務規律を意識した資金調達の実施と、株主還元を強化
• 成長投資機会には外部借入を活用
2030年度において、D/Eレシオは1.3倍を想定
• 業績推移や投資機会を見極めつつ、総還元性向50％を目安に株主還元を強化

199

2017年度 2018年度 2019年度

総還元性向50％(目安)

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

197 165
122 121 141

204 202
100

40 40 50 50 50 50 55 60
（予定）

１株当たりの
年間配当金は
100 円となる
予定

自己株式の取得は
キャッシュフローの
状況を踏まえ弾力的に
取り組む総還元額（億円）

（参考） 総還元性向の算出方法 n年度の総還元性向（％） 100
（n年度の年間配当金総額） （n+1年度の自己株式取得額）

（n年度の親会社株主に帰属する当期純利益）
= ×

+

年間配当金総額

（予定）

総還元性向 30％

自己株式取得額 1株当たり年間配当金(円)
εςーδ

์ૹ・௨৴

ߦཱྀ

৘ใαーϏε

ϗςルࡍࠃ༌ૹ

εϙーπ ճసܕ

採算性・競争力が低下した事業 成長が望めない事業

ॅ୐ ετοΫܕ

ෆಈ （グϩーόル）࢈

৽ྖۀࣄҬ

ॅ୐

௞ି・։ൃ
౎ަࢢ௨

ʴେن໛プϩδΣΫτ
社会のมԽに対Ԡすべ͘、৽ྖۀࣄҬはܧଓతに։ൃ

ɿ૑出しͨΩϟογϡの഑෼のํ޲性

ɿ੒௕に͚޲て特に஫力するྖҬ

RO
IC

EB ITDA（ઈ対ֹ）

ߴ

େ小
௿

利回りの向上

規模拡大・高利回りの実現に向け育成 創出したキャッシュを成長事業に供給

撤退・売却

高ROIC事業の規模拡大・グループの成長の牽引規模拡大と利回りの追求

成長投資の利回りの向上と規模拡大を通じて
資本効率を向上しつつ成長を牽引

今後の大幅な成長は難しいが、大規模プロジェクトの
成果も含めて、安定的かつ潤沢にキャッシュを創出

ࣳా1ஸ໨ܭը౳

εςーδ

์ૹ・௨৴

資産売却によって捻出した資金　｜　借入等による資金調達

ߦཱྀ

৘ใαーϏε

ϗςルࡍࠃ༌ૹ

৘ใαーϏε .�"

εϙーπ
ճసܕ ॅ୐ ετοΫܕ

ෆಈ （グϩーόル）࢈

৽ྖۀࣄҬ

ॅ୐

௞ି・։ൃ

౎ަࢢ௨社会のมԽを౿ま͑、৽ٕज़も取りೖれながΒ
৽ͨなྖۀࣄҬを։ൃ

௿ࢉ࠾・௿੒௕のۀࣄ΍Ϧιーεがॏෳしている
౼ݕにͭいてはఫୀ・見௚しをۀࣄ

ɿ૑出しͨΩϟογϡの഑෼のํ޲性

ɿ੒௕に͚޲て特に஫力するྖҬ

支払利息・税金費用等　｜　株主還元

RO
IC

EB ITDA（ઈ対ֹ）

ߴ

େ小
௿

戦略的な資金配分により、
市場からの信頼に応える
最低限の目標としての

ROE8%達成

　前述の事業戦略(P27-28)を推進し、中長期的な成長の実現と資本効率の向上に向けて、全社視点で資金を配分します。そのため

に改めてグループポートフォリオを整理した上で、必要な投資とバランスシートのコントロールを両立させていきます。

རճΓとキϟοシュ૑出ྗΛ౿·えͨグループポートϑΥリΦの整理

੒௕とࢿ本効཰の向上に向けͨۚࢿ഑෼の方針

（Խڧのݩ株主ؐ）本政策ࢿ

຿ઓུࡒ

఺ͷ財務ઓུΛల։ࢹɺશ社͚޲ʹ্޲ຊޮ཰ͷࢿ

˙কདྷ的に͋Γͨい࢟

●都市交通、賃貸・開発は、低利回りながら、大きなキャッシュ創出力を有しているので、その創出したキャッシュを収益基盤維持
　投資や成長投資(芝田1丁目計画等)に配分

●都市交通、賃貸・開発は、大幅な成長は難しいが、大規模プロジェクトの成果も含めて安定的に資金を創出し、
　新事業領域を含む将来の高ROICが期待される事業に資金を供給

●経営基盤の一層の強化に努めながら、総還元性向を30％
　とすることで、安定的な配当の実施と自己株式の取得に取
　り組む。

●財務の健全性を踏まえた上で、中長期的な成長を目指した
　成長投資と、資本効率の向上を意識した株主還元に努めて
　いく。

●自己株式については、保有の上限を発行済株式総数の5％
　とし、上限を超過した場合は消却する。

●年間配当金の下限を１株当たり100円とする安定的な配
　当の実施と、総還元性向50％を目安にキャッシュフローの
　状況を踏まえた弾力的な自己株式の取得に取り組む。

●自己株式については、保有の上限を発行済株式総数の5％
　とし、上限を超過した場合は消却する。

●成長性と規模の拡張性が見込まれる不動産（グローバル）、住宅、旅行、情報サービス、ホテルについては、
　規模の拡大と利回りを追求

●高ROIC・EBITDA小の領域に該当する事業は、規模の拡大を志向するとともに、利回りの一層の向上を追求
　情報サービス分野では、大規模なM＆Aも検討

●不動産(グローバル)と住宅は、事業規模の一層の拡大と利回りの向上を追求

●新事業領域は、規模の拡大と高利回りの実現に貢献できるよう育成して、グループの成長を促進

●スポーツ、ステージ、放送・通信、国際輸送は、グループ全体の利回りの向上に貢献

　投資効果の最大化に向けて、持株会社である阪急阪神ホールディングスが全社視点で投資資金の配分と人材の再配置を実施し、
リソースの適切な投下により長期経営構想を形にしていきます。

　株主還元は、2025年度から、年間配当金の下限を�株͋ͨΓ�00ԁとする҆定的な഑当の実施と、૯ؐݩ性向50ˋを目安にキャッ
シュフローの状況を踏まえた弾力的な自己株式の取得に取り組む方針とします。

˙2030年度·Ͱ

株主ؐݩのਪҠ

株主ؐݩ方針/มޙߋ株主還元方針/変更前

2
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■成長に向けた人的資本の配分と人材育成

■人的資本に対する投資の継続

今回発表した長期経営構想は、フォアキャストで策定して
きた従来とは発想を転換し、バックキャストで策定しており、
財務指標についても、2030年度以降ROE8％以上を継続し
ていくために、事業利益1,600億円規模の達成を目指してい
ます。ただ、この水準は、既存事業の延長、すなわち現時
点の状況に将来予測を積み上げていくだけで達成できる水
準ではなく、そこにはギャップが存在します。当社としては、
とてもチャレンジングな目標ではありますが、グループの総
合力を生かして、このギャップを埋めるべく、成長戦略を実
行していきます。

当社グループの持続的な企業価値向上を目指す長期経営
構想では、中長期的な成長と資本効率の向上の両立を重視
し、限りある経営資源を有効に配分するべく、2025年度から
2030年度までのキャッシュアロケーションを定めています。

キャッシュアロケーションでは、必要となるキャッシュアウ
ト、中でも成長投資を中心に据えています。成長投資には、
2030年度までに利益貢献するものだけでなく、長期的視点
で資金回収を図るプロジェクトへの投資や、従来の延長線上
にはない非連続な成長の実現に向けた投資も織り込んでいま
すが、いずれも当社グループの企業価値を持続的に向上させ
ていくためには不可欠なものです。このほか、キャッシュアウ
トでは、減価償却費の範囲内で対応する維持更新投資に加え、
戦略的に収益基盤を維持するために必要な投資、そして拡充
した株主還元等が含まれています。

一方、これに対応するキャッシュインでは、EBITDAのほか、
財務健全性を維持する範囲内でのレバレッジの活用を企図す
るとともに、資産効率の向上も見据えて低利回り資産の売却
なども計画しており、BSマネジメントも意識して取り組んでい
きます。

なお、現時点では、具体的な内容を検討中のものもありま
すが、上記のように、成長と資本効率の向上を両立させるべ
く、長期経営構想の実現に向けて検討を加速させてブラッシュ
アップし、固まったものから速やかに着手してまいります。

　2025年度の通期業績予想については、大阪・関西万博の影響等により各事業が非常に堅調に推移したことを踏まえて、
第1四半期決算発表時に、通期業績予想を上方修正しました。

2025年度通期業績予想

グループ一丸となって長期経営構想を実現する

財務責任者メッセージ
長期経営構想の全体像について

上田 靖

成長と資本効率を両立しながら成長戦略を実行し、
長期経営構想を実現する。

取締役

成長と資本効率の両立を目指す

　長期経営構想の実現に向けて、人的資本を確保・充実させ、多様な人材を育成し、成長分野をはじめとした有望領域に積極的
に投入するとともに、従業員が能力を十分に発揮できる環境を整備します。

意欲の高い人材を「新事業領域の開拓を含むコアの垣根を超えた取組」などに積極的に投入することで、会社と人材双方の成長を実現しつつ、
将来の当社グループの経営者を計画的に育成します。

・

　人材戦略の実現に向けて、以下3つの戦略を通じて、一人ひとりが活躍しやすい環境を整えます。詳しくは「人的資本（

▲

P.82 ～）」をご覧ください。

・
・

資本効率の向上を図る中で生み出された利益を、成長投資や株主還元に加えて、従業員の処遇の向上にも振り向けます。
併せて、計画的な人材育成や従業員のロイヤリティの向上に向けた施策を実施するなど、人的資本への投資を継続し、長期経営構想を実現できる人材を確保します。

人材戦略
成長力の源泉である人的資本の確保・充実と有望領域への投入

3

長 期 経 営 構 想 の 実 現を目指してグル ープ が 一 体となって変 革を推 進

一人ひとりの活躍

2024年度
（実績）

2025年度
（予想）

1,121

1,240

＋119億円

△18

△7
＋111 ＋9 ＋21 ＋30

都市交通 不動産 情報・通信 旅行 国際輸送 その他・
調整

エンタ
テインメント

2024実績 2025計画
合計 1,121 1,240
都市交通 351 333
不動産 589 700
エンタテインメント 114 107
情報・通信 69 78
旅行 53 53
国際輸送 △13 8

戦 略 2 新たな価値創造に資する多様な人材の確保・育成 具体的な施策

当社グループの将来を担う、多様な価値観・知識・スキル・
経験を有する人材を確保・育成するため、戦略的な採用活動

（新卒・キャリアの両軸）や育成施策の実施、自律的なキャ
リア形成を支援する制度の導入・整備を行っています。

2.1 戦略的な採用活動の実践
2.2 計画的なジョブローテーション
2.3 教育メニューの拡充
2.4 キャリア支援施策の拡充
2.5 ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

戦 略 3 当社グループのDXを牽引・推進する人材の育成 具体的な施策
当社グループとして、急速なビジネス環境の変化に対応し、
データとデジタル技術を活用して新たな価値創造や生産性
向上の実現を牽引する人材（DX専門部署）・推進する人材

（全社員）を育成するため、当社グループ社員に対するDX
研修の実施等を通じた教育を行っています。

3.1 DX推進基盤の強化
3.2 DX人材の採用・育成

戦 略 1 エンゲージメントを高める組織づくり 具体的な施策

従業員一人ひとりがやりがいと安心感を持っていきいきと
働ける組織環境づくりのため、組織への信頼感・帰属意識
や働きやすさの向上に資する制度の導入・環境の整備を
行っています。

1.1 人事制度の見直し
1.2 エンゲージメント向上施策の導入
1.3 多様な働き方・職場環境の整備
1.4 育児・介護・治療の両立
1.5 健康経営の推進
1.6 ハラスメントへの対応

顧客の深掘りと
沿線への
活力の取込みで
各事業が成長

・既存事業の伸長に加え、成長投資の効果を最大化
・グループの総合力も活かし、新たな収益源を開拓

事業利益
（億円）

2024年度
（実績）財務指標

ROE 6.7%

1,121 1,240
1,600

2025年度
（予想）

2030年度
（目標）

7.4% 8%～

（単位：億円）コア事業別 事業利益コア事業別 事業利益

ありたい姿の実現に向けた事業利益の成長イメージありたい姿の実現に向けた事業利益の成長イメージ

GROW TH
継 続 的な継 続 的な

企 業 価 値 の 向 上企 業 価 値 の 向 上

長期経営構想における人材戦略のポイント

人材戦略の実現に向けた「一人ひとりの活躍」の基本的な考え方

DX

Characteristics

Work
engagement

DX

Characteristics

Work
engagement

DX

Characteristics

Work
engagement

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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南館からのうめきた公園・北館の景色
©Akira Ito.aifoto

国 土 交 通 省 により創
設 さ れ た 優 良 緑 地
確 保 計 画 認 定 制 度
(TSUNAG)において、
グラングリーン大阪に
おける良質な緑地の整
備・マネジメント計画
が最高評価「トリプル・
スター」を取得

■ショップ＆レストラン
■ホテル
■JAM BASE
■オフィス

南館開業範囲

大阪梅田エリア周辺での開発動向

圧 倒 的 N o . 1 の 沿 線 の 実 現
特 集 1

長期経営構想：事業戦略の実践

　西日本最大の交通結節点であり、当社グループの最大の事業拠点である「大阪梅田エリア」。
同エリアの価値向上に向けた「梅田ビジョン」のもと、大型開発等を進め、
長期経営構想の事業戦略で掲げた、圧倒的No.1の沿線を実現していきます。

当社グループの最大の事業拠点「大阪梅田エリア」
　大阪梅田エリアが、国際的な競争力を高め、世界と関西をつなぐ「国際交流拠点」となることを目指して策定した「梅田ビジョン」。
その実現に向けて、うめきた2期地区開発事業「グラングリーン大阪」をはじめ、当社グループが同エリアに保有する資産のリノベーショ
ン(ビル等の建替、改修、導入する機能の見直し等)を連続的に行うことで、都市空間の魅力を相乗的に向上させていきます。

　大阪市北区に位置する大阪梅田は、西日本最大のターミナルです。近年、当社グループが手掛けた「大阪梅田ツインタワーズ・ノー
ス/サウス」などの高機能オフィスが数多く建設され、ビジネス拠点として大きく成長しています。同エリアは、7つの鉄道駅を中心に、
オフィス・商業施設・ホテル・エンタテインメント・住宅等がコンパクトに集積。こうした利便性の高いまちの中で、2025年3月に「グ
ラングリーン大阪 南館」が開業したほか、「芝田1丁目計画」や「曽根崎2丁目計画」の検討が進んでおり、まちとしての賑わいの向上と
多機能化・高効率化がさらに期待されます。

　当社グループは、同エリアにおいて、多数のビル・施設を保有しており、
その総賃貸可能面積は約1,020千㎡に及びます。これからも大規模プ
ロジェクトをはじめまちの魅力を高める活動を推進し、確かなプレゼン
スを発揮し続けます。

次代を見据え、大阪新阪急ホテル、阪急ターミナルビルの建替や
阪急三番街の全面改修を行うとともに、ターミナル駅としての機能を
強化していきます。

これらを通じて、大阪梅田エリアの玄関口にふさわしい複合機能拠
点を開発し、大阪梅田エリアのさらなるバリューアップを目指します。

当社グループの阪急電鉄を含む9社が共同開発事業者として選定さ
れ、2027年の全体まちびらきに向けて開発を進める「グラングリーン
大阪」。約45,000㎡の都市公園「うめきた公園」を中心に、ホテルやオ
フィス、商業施設など、様々な施設で構成されており、2024年9月の
先行まちびらき以降、来訪者数は1,000万人を超えています。

2025年3月には「グラングリーン大阪 南館」がグランドオープン。関
西国際空港や新大阪駅にもつながる西日本最大のターミナル駅「JR大
阪駅」に直結するほか、55店舗のショップ&レストランをはじめ、ホテ
ルやオフィス、ウェルネス施設、MICE施設などの多彩な機能を兼ね
備えた複合施設です。

今後も、“Osaka MIDORI LIFE”の創造～「みどり」と「イノベーショ
ン」の融合～のコンセプトのもと、訪れる人々やパートナー企業等との
価値共創を図るとともに、世界をリードする高度な都市空間を創出し
ていきます。

大阪梅田エリアのまちづくりの状況

大阪梅田エリアにおける
当社グループの確かなプレゼンス

うめきた2期地区開発事業「グラングリーン大阪」

「芝田１丁目計画」の推進

今後の開発

大阪梅田
ツインタワーズ・

サウス

大阪梅田
ツインタワーズ・

サウス

梅田セントラルビル
大阪日興ビル
梅田OSビル

梅田セントラルビル
大阪日興ビル
梅田OSビル

「梅田ビジョン」
6 つの基本方針

国際的な都市間競争を勝ち抜くための“独自価値”
1. 共創で新しい価値を生み出すまちづくり
2. 出会いと交流を促すまちづくり
3. 多様な人々と企業が集うまちづくり

ニューノーマル時代の都市として必要な“基本価値” 4. 最先端技術で快適に過ごせるまちづくり
5. 持続可能なまちづくり

都市の魅力を世界に向けて発信 6. 世界に向けた戦略的な情報発信

芝田1丁目計画
〈竣工時期未定〉

うめきた2期地区開発事業
「グラングリーン大阪」

〈2025年3月南館開業〉

大阪梅田
ツインタワーズ・サウス
〈2022年2月竣工済み〉

曽根崎2丁目計画
〈竣工時期未定〉

3,000,000

2,000,000

1,000,000
2005年
3月

2015年
3月

2025年
3月

（m2）

大阪梅田エリアのオフィス面積の推移

出所：調査月報　大阪の最新オフィス市況（三鬼商事㈱）

大阪梅田なにわ筋連絡線

新大阪連絡線

リニア中央新幹線

なにわ筋線

新大阪
十三

阪急神戸線
阪急宝塚線
阪急京都線
阪神線 至 関西国際空港

山陽新
幹線

山陽
電鉄

本線

京都

新神戸

N

大阪梅田エリアは西日本最大の交通結節点

当社グループの主要賃貸施設
「大阪梅田ツインタワーズ・ノース/サウス」の概要及び賃貸可能面積

凡例

当社グループが保有又は共有する
資産等（賃借物件を含む。）

https://umeda-vision.hhp.co.jp/梅田ビジョンの詳細はウェブサイトをご覧ください :

① 曽根崎２丁目計画
② 茶屋町B-2･B-3地区第一種市街地再開発事業

南館 オープニングセレモニーの様子

大阪梅田エリア周辺

概 要 竣工時期

大阪梅田ツインタワーズ・ノース
（阪急百貨店・オフィス） 地下2階 地上41階建 213千㎡ 2012年11月

大阪梅田ツインタワーズ・サウス
（阪神百貨店・オフィス） 地下3階 地上38階建 193千㎡ 2022年2月

グランフロント大阪

大阪梅田ツインタワーズ・ノース

JR大阪駅

阪神大阪梅田駅

大阪梅田ツインタワーズ・サウス

グラングリーン大阪

芝田1丁目計画(阪急大阪梅田駅)

（右地図参照）

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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「ゼロカーボンベースボールパーク」では、メインとなる
「日鉄鋼板 SGLスタジアム 尼崎」のほか、室内練習場やクラ
ブハウス、サブグラウンドなどを設置。中でも「日鉄鋼板 SGL
スタジアム 尼崎」は、大きさ（両翼95ｍ・中堅118ｍ）・方角と
も、阪神甲子園球場と同じ仕様で作られ、グラウンドも同球
場と同じコンディションで整備されています。また、室内練習
場も12球団屈指の広さを誇り、最新鋭の機器も導入。ファー
ムの選手が練習に打ち込める環境が整備され、強いタイガー
スを支え続ける拠点が誕生しました。

さらに、選手が練習するサブグラウンドの周囲に遊歩道を
設置。ファンの方々が選手の練習を間近に見ることができ、お
子様も含めて多くの皆様にお越しいただいています。このよ
うに、「ゼロカーボンベー
スボールパーク」は野球
文化のさらなる浸透と
ファンの裾野の拡大に
向けても、大きな役割を
果たします。

コ ン テ ン ツ の 魅 力 の 最 大 化
特 集 2

長期経営構想：事業戦略の実践

長い歴史の中で培ってきた固有のコンテンツ力

スポーツ事業における取組

ステージ事業における取組

　1935年創立の大阪野球倶楽部（大阪タイガース）を前身とする「阪神タイガース」は、2025年に創設90周年を迎え、歴史と伝統を
誇る人気球団へと成長しています。阪神タイガースの本拠地であり、高校野球文化を継承する野球の聖地として100年以上の歴史
を持つ「阪神甲子園球場」を含め、日本における野球文化の発展に貢献してきました。また、「宝塚歌劇」の第一回公演は今から111
年前の1914年。宝塚新温泉の余興として、歌劇を上演したことから歴史が始まりました。1956年創業の梅田コマ劇場を源流とする

「梅田芸術劇場」は、大阪の中心地・梅田での劇場運営・自主制作に加え、2029年には JR東京駅前にオープンする新劇場の運営を
担うなど、芸術文化の発展において存在感を高めています。これら、当社グループが長い歴史の中で培ってきた固有のコンテンツに
は、他にはない独自の魅力を備え、競争力の源泉になっています。

2025年に創設 90周年を迎えた阪神タイガース。多くの
ファンの皆様にご声援を頂戴しながら成長し、今ではプロ野
球12球団屈指の人気を誇っています。

ファンの皆様からの応援に
応えるべく、球団一丸となって
強いチーム作りに邁進した結
果、2025年シーズンは、2年振
りに JERAセントラル・リーグ
で優勝を遂げました。これから、

「日本一」というさらなる高み
を目指して、最後まで全力で戦
います。

宝塚大劇場では、2024年11月から着手していた館内リ
ニューアルが完了し、2025年3月から営業を開始。対象エ
リアの内装デザインは、宝塚歌劇のモットー「清く 正し
く 美しく」をイメージした白を基調とする空間に、優美な曲
線やアーチ型のフレームを配したデザインで統一。すみれ
の花や5組のシンボルカラーをアクセントとして散りばめる
など、細部にまでこだわっています。また、分散していた店
舗やサービス機能の再配置により利便性を向上させると
ともに、カフェテリア「フルール」の内装・メニューを一新、
ギフトショップ「レビューショッ
プ」を統合・拡張するなど、長く
愛される劇場でありたいという
想いのもと、宝塚歌劇の世界観
や非日常感を味わえる空間づく
りを目指しています。

強いチーム作りには、選手の育成が不可欠であるという方
針のもと、2025年3月、尼崎市に「ゼロカーボンベースボール
パーク」が開業しました。

ＪＲ東京駅前の八重洲エリアで再開発が進められている大
規模複合ビルにおいて、阪急電鉄が最新の設備を備えた約
1,300席の劇場を新設し、梅田芸術劇場(阪急電鉄の100%
子会社)が本劇場の運営を担うことになりました。宝塚歌劇
や梅田芸術劇場で培った劇場運営と作品制作のノウハウや
ネットワーク等をベースに、ミュージカルや演劇、宝塚歌劇、
コンサート等、多彩なコンテンツを発信するとともに、ＪＲ東
京駅前という最高の立
地を活かして、国内外の
多くのお客様に夢と感
動をお届けし、世界と日
本を結ぶ新たなエンタ
テインメントの拠点とな
ることを目指します。

宝塚歌劇は、2024年の110周年から2025年の111周年に
続く記念事業を展開。公式サイト内に「宝塚歌劇110-111周
年特設ページ」を開設したほか、2025年9月1日には宝塚大
劇場で宝塚歌劇111周年記念式典「One and only きら

「ゼロカーボンベースボールパーク」は、2022年に環境省
から第1回「脱炭素先行地域」に選定。脱炭素社会や循環型社
会の実現を目指した取組を進めています。
「日鉄鋼板 SGLスタジアム 尼崎」は、環境との共生に向け

た創エネ・省エネを徹底する施設設計により、野球施設とし
て初めてZEB Oriented認証※を取得しました。LED等を活
かした照明計画により、照明用エネルギー消費量を大幅に削
減すると同時に、高効率型の空調・換気機器を採用し、空調
換気用の消費エネルギーも大きく削減しています。

また、プラスチックカップやペットボトル等の回収率・リサ
イクル率の向上に向けた取組を推進するほか、クリーンセン
ター(ごみ焼却施設)で発電されたクリーンエネルギーを活
用。太陽光発電・蓄電池の導入と合わせて、すべての事業活
動を実質CO2排出量ゼロで行うことが可能になりました。
今後は、こうした取組を積極的に発信し、地域の方々やお客
様にも共感いただけるような取組を目指します。
※ ZEB Oriented 認証 : 延べ面積が 10,000㎡以上の建物で、基準一次エネルギー

消費量から 40% 又は 30%( 建物用途による。)以上のエネルギー消費量削減
に適合した建築物に与えられる認証

阪神甲子園球場は、1924年に「甲子園大運動場」として開
場。同年に開催された「第10回全国中等学校優勝野球大会」
以来、高校野球の聖地として高校球児の憧れの存在であり続
けています。また、阪神タイガースの本拠地としても、数々のド
ラマを生んできました。2024年8月に開場100周年を迎え、
今なお多くの人々に愛されている阪神甲子園球場は、当社グ
ループが誇る一大ブランド。多くのお客様によるご愛顧に感
謝し、次の100年に向けて、伝統を紡ぎながらも、新たな挑戦
を続けていきます。

エンタテインメント事業を構成するスポーツ事業とステージ事業。当社グループの二大コンテンツ
「阪神タイガース」と「宝塚歌劇」を中心に、新たな「お客様の喜び」を追求し、“夢”と“感動”を提供する
高品質なコンテンツの創造・提供と、幅広いファン層の獲得を図ります。

強いタイガースの実現に向けて

宝塚大劇場館内の「ショップ＆レストランゾーン」
リニューアル

「ゼロカーボンベースボールパーク」誕生！

JR東京駅前に劇場を新設

宝塚歌劇110-111周年の取組

環境に配慮し、サステナブルな球場運営を目指す 阪神甲子園球場_ 感謝を、伝統を、次の100年へ

日鉄鋼板 ＳＧＬスタジアム 尼崎

JERA セ・リーグ公式戦2025優勝

「劇場ホワイエ（外堀通り側）」イメージパース
開業時期：2029年度(予定)

カフェテリア「フルール」外観

阪神タイガース 阪神甲子園球場 宝塚歌劇 梅田芸術劇場

阪神甲子園球場では、銀傘をアルプススタンドまで拡
張することを決定。観戦環境の改善とともに、太陽光パネ
ルの設置や外壁におけるリサイクル素材の活用等、サス
テナビリティの観点から環境負荷の低減を追求します。

なお、戦前にアルプススタンドまで覆っていた「大鉄
傘」は、太平洋戦争に伴う金属供出ですべて取り外され
ました。戦後「銀傘」として
復活し、その後徐々に拡張
を進めてきましたが、本計
画により「平和の象徴」とし
て完全復活します。

TOPIC  銀傘を拡張

完成イメージ

めきの、その先へ──。」を開催。111
周年のビジュアルの公開やグッズの
販売、宝塚歌劇公式アプリ「宝塚歌劇
Pocket」と連動したキャンペーンの実
施等、ファンやOGとのつながりを育
む多彩な取組を推進しています。

111周年ビジュアル

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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アメリカ
賃貸住宅
物流倉庫

カナダ
住宅分譲

フィリピン

住宅分譲
住宅分譲
物流倉庫

物流倉庫

住宅分譲

住宅分譲
商業施設
オフィス

ホテル
物流倉庫

オフィス
商業施設

物流倉庫
住宅分譲

住宅分譲
鉄道事業

タイ ベトナム

シンガポール

マレーシア

オーストラリア

インドネシア

エ リ ア を 超 え た 展 開 ( 海 外 )
特 集 3

長期経営構想：事業戦略の実践

注力エリア「ASEAN」における取組

先進国における取組

　持続的な成長が見込まれるASEANを中心に、先進国でも沿線で培った実績やノウハウ等を活かし、
海外不動産事業を推進。現地の信頼できるパートナーとの連携を強化しながら、収益の拡大と同時に、
まちづくりのグローバル展開を加速させていきます。

　豊富な人口に支えられた消費市場の拡大を背景に、経済
成長を続けているインドネシアにおいて、新たに戸建分譲事業

「ヴィレヤプロジェクト」 に参画。同国における最大手デベロッ
パー・Sinarmas Land 社の子会社であるBumi Serpong 
Damai社(以下「BSD」)と共同で取り組みます。
　本プロジェクトは、ジャカルタ中心部から南西約15kmの
ところに位置しており、BSD社がマスターデベロッパーとし
て約6,000haの大規模タウンシップ開発を進めているBSD
地区内タウンハウスとショップハウス合わせて約3,000戸を
供給する計画です。BSD地区のタウンシップ開発はインドネ
シア最大の規模であり、住宅をはじめ、大型商業施設・オフィ
ス・教育施設等の都市機能が順次開発・整備されているこ
とから、住宅需要が十分に見込まれるエリアです。
　一方で、賃貸事業にも注力し、ジャカルタ都市圏において

　インドネシアを代表する観光地・バリは、同国のほか、 
ASEAN諸国やオーストラリアからの来訪者数が継続して増
加しており、これからもさらなる成長が見込まれる同地にお
いて、商業・ホテルの複合施設「ビーチウォークコンプレック
ス」の一部を取得しました。本施設は、ングラ・ライ国際空港
から車で約15分、バリの代表的な観光地であるクタに位置し
ており、夕陽の美しさなどで世界的に有名なクタビーチに面
しています。
　本施設内の「ビーチウォークショッピングセンター」は、フ 
ァッションや飲食店など約180店舗が入居する商業施設で、

初めての進出となるカナダにおいて、マンション分譲事業
「クレイストーンプロジェクト」 に参画。本プロジェクトは、
トロントの中心部から南西へ約40kmのところ(トロント都
市圏のオンタリオ州オークビル市)に位置しています。周辺
は商業施設・教育施設等が複数立地する生活利便性の高
い場所であると同時に、オンタリオ湖をはじめとする豊かな
自然を満喫できる住環境の良さから、トロント中心部や周
辺施設の勤務者等の住宅需要が見込まれます。

阪急阪神不動産では、現地法人“Hankyu Hanshin Properties
Canada Corp.”を 設 立し、同 国 の 不 動 産 デベロッパー・
Graywood Developments LPと共同で事業を推進します。
カナダでのプロジェクトが加わり、海外の不動産事業は
計9ヵ国となります。
現 地 の 信 頼 で き る
パートナーとの連携
強化を図りながら、エ
リアを超えた展開を
加速させていきます。

　圧倒的な市場規模を有するアメリカでは、現地法人“Hankyu 
Hanshin Properties USA LLC” を通じて、2024年12月に
テキサス州アービング市の賃貸住宅「801 LasCo」を取得し
たことに加えて、2025年6月にはジョージア州ビュフォード市
において物流不動産開発事業に参画しました。同国では、
2022年以降、賃貸住宅の取得を進めてきましたが、物流不
動産開発事業に参画するのは初めてです。今後も、多角的に
事業を展開することで、海外不動産事業の拡大を図ります。インドネシアにおける不動産事業の拡大

インドネシア・バリでの初の不動産事業。
商業・ホテルの複合施設の一部を取得

初めてカナダにマンション分譲事業に参画 アメリカにおける事業拡大

は、2022年に取得した商業施設「セントラルパークモール」
に続き、2023年には隣接する商業施設「ネオソーホーモール」

（2025年11月に「セントラルパークモール２」に改称予定）を
取得し、海外不動産事
業における収益のベース
の一つとなっています。
　こうした取組を続け、
収益の拡大につなげて
いきます。

プロジェクト名称 ： 
❶ザ ゾラ ❷オーパスパーク ❸スプリングヒル ユメ ラグーン
❹スプリングヒル ユメ グリーン 
❺ケマン エミネンス フェーズ2 ❻ヴィレヤ

会社名
資本金
売上高
事業内容
従業員数

： PT Indonesian Paradise Property Tbk
：約3.1兆インドネシアルピア(約304億円※)
： 約1.1兆インドネシアルピア(約108億円※) (2023年12月期)
： 不動産事業
： 約1,040名(2024年6月現在)(子会社等含む。)

会社名
資本金
売上高
事業内容

： PT. Bumi Serpong Damai Tbk
： 約2兆インドネシアルピア(約190億円※) 
： 約12兆インドネシアルピア(約1,140億円※) (2023年実績)
： 戸建・タウンハウスなどの分譲及び管理、
　オフィス・商業開発及び所有・管理

※100インドネシアルピア＝0.95円で換算

会社名
事業内容

： Graywood Developments LP
： マンション・戸建などの分譲、ホテル・商業施設の開発

※100インドネシアルピア＝0.98円で換算

●は当社グループの住宅分譲プロジェクト
●が今回販売開始するプロジェクト

インドネシア・ジャカルタ周辺

© OpenStreetMap contributors
（opendatacommons.org）（一部加工）

© OpenStreetMap contributors
（opendatacommons.org）（一部加工）

ジャカルタ

バリ

セントラルパークモールとネオソーホーモール

ビーチウォークコンプレックス（赤枠部分）

アトランタ都市圏の
物流不動産物件
外観(イメージ）

アービング市の賃貸住宅
「801 LasCo」

オークビル市の分譲住宅（マンション）
「クレイストーンプロジェクト」イメージパース

バリの広域図 本施設の周辺図

世界中から多くの人が訪れます。また、併設するホテルは、
「シェラトン・バリ・クタ・リゾート」などの4ホテルで構成さ
れており、幅広い顧客需要に応えています。一方、本施設の
運営・管理にも参画し、インドネシアの大手不動産開発会
社・PT Indonesian Paradise Property Tbkと共同で行っ
ています。

ソーホー

ソーホー  キャピタルプルマンホテル

セントラルパークモール

ネオソーホーモール

APLタワー

セントラルパーク
レジデンス

現地パートナーの概要

現地パートナーの概要

現地パートナーの概要

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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ๅ௩Վܶにおけるվֵの取組について

վֵの概要

　当社、阪急電鉄及び宝塚歌劇団では、宝塚歌劇を新しい時代に相応しい形へ絶えず進化させ、将来にわたって“夢”と“感動”を

提供し続けられるよう、全力で改革に取り組んでおります。改革の概要は、次のとおりです。

※詳細は、宝塚歌劇団ホームページをご覧ください。https://kageki.hankyu.co.jp/news/20250327_002.html

(年) 9興行→ߦڵ�

(週)10公演→�ެԋ

株式会社への移行等

Ψόφϯεͷߴ౓Խ

すべての関係者が
҆৺ͯ͠ ྗΛൃشͰ͖Δ

環境を整備

過密なスケジュールの؇࿨

演技者のܖ༺ޏ໿への移行

独自の෣୆ܳज़の఻ঝ と
時代に合わせた

ルールɾ指ಋํ๏の見直し

ΑΓྑ͍෣୆ͮ Γ͘のための
の整備ڥ؀ݹܤ

҆৺して活動に打ち込める
ͷ੔උڥ؀

演技者がܳࣄに集中できる
業務分担

心身ともに݈΍͔ʹ׆ಈ͢Δ
ためのέΞ΍αϙーτମ੍の

拡充

より良い舞台を
お届けし続けるための
ମ੍੔උやਓࡐҭ੒強化

業務の円滑化・効率化のための
*5�πールͷಋೖ

興行計画を見直し、より安心・安全な環境下で、一層充実した舞台をお届けできる体制を整備

・年間9興行から8興行体制へ変更(公演間の休暇や休養に充てられる日数が増加)
・1週間あたりの公演数を10回から9回に変更

˛

શての関係ऀ͕҆৺͠てࣄ業にܞΘΓ、ࣄ業Λ通͡て࣋ଓ的に੒௕͠活༂する͜と͕Ͱ͖る体制Λߏங

イメージߋ行体制のมڵ ެԋճ਺のイメージ

小林一三が掲げた「 朗らかに、清く正しく美しく 」の理念に立ち返り、お客様に夢・感動をお届けするとともに、
事業を通じて関係者の人間的成長と社会への貢献を目指していく。

宝塚歌劇の大切な精神や魅力の源泉(文化・伝統、様式美等)は受け継ぎながらも、
時代の変化に合わせて変えるべきところは変えていく。

全ての劇団員が、健やかに安心してより良い舞台づくりに精進できる環境を整える。վֵの
方針

理念

目的

手段

1
ܶஂ員の
ෛ୲ܰݮ

2
҆৺ײの͋る
組織体制・
ಁ໌性のߴい
ӡ営体制

3
・ଓ的な意ࣝվֵܧ
サポート体制

取組のશ体૾

� ௚͠ݟըのܭ行ڵ

௚͠ݟըͷܭߦڵ

๏ਓԽͷ推ਐ

৺ཧత҆શੑͷ֬อ

௚͠ݟӡӦͷݹܤ

ਓ੍ࣄ౓ɾ܎ؔ༺ޏͷݟ௚͠

࣌୅ʹ߹Θͤͨ૊৫จԽͷৢ੒

務ޮ཰Խۀ

αϙーτମ੍ͷڧԽ

࣋ଓతͳ੒௕ʹ͚ͨ޲ମ੍ڧԽ

グループガバナンスのڧԽについて
当社グループでは、近年、事業環境が急速に変化する中で、海外不動産をはじめ積極的に成長市場に進出するなど、各事業の業容が
拡大するとともに、専門性も高度化しています。
こうした中、経営の透明性を確保しながら、より適切かつ効果的に事業を運営していくためには、持株会社である阪急阪神ホール
ディングスのみではなく、より現場に近い事業会社において、社外や専門家の視点からの気付きや助言を踏まえ、各事業の特性に応じ
て、適切にリスク管理を行いながら経営を行っていくことが必要となります。
そこで、主要な中核会社において、社外出身の取締役・監査役を選任し、グループ全体のガバナンス体制を強化しました。具体的に
は、既に計3名の社外出身の取締役・監査役を選任している阪神電気鉄道株式会社はもとより、阪急電鉄株式会社では、社外出身の監
査役2名のほか、新たに社外出身の取締役を2名選任するとともに、阪急阪神不動産株式会社においても、社外出身の取締役3名、監査
役1名を新たに選任しました。
併せて、事業の進捗等をグループ経営会議等で定期的にモニタリングすることにより、グループ全体でリスクを適切に管理します。
こうしたグループのガバナンス体制の強化を前提に、事業会社への権限委譲を進め、事業戦略の推進スピードを加速させていきます。

・各種基本方針、規程等の整備
• 「企業倫理相談窓口」
  （内部通報窓口）の設置
• 各種調査の実施
  （人事労務関係調査、リスク調査等）
• 経営資源の配分

社外取締役　監査等委員(社外)

取締役(社外出身)

監査役(社外出身)

グループ経営会議
グループ監査室

؂ࠪ෦໳

؅ཧ෦໳ۀࣄ෦໳

リスクマネジメント
推進室

ਆϗールσΟϯグεࡕٸࡕ

మిٸࡕ

子会社

औక໾会

主要なத֩会社

औక໾会

支援・牽制

報告

連ܞ

重要ࣄ項の報ࠂ・ঝೝ

監査

取締役(社外出身)
監査役(社外出身)

؂ࠪ෦໳

؅ཧ෦໳ۀࣄ෦໳

子会社

औక໾会

支援・牽制

報告

監査

取締役(社外出身)
監査役(社外出身)

؂ࠪ෦໳

؅ཧ෦໳ۀࣄ෦໳

子会社

औక໾会

支援・牽制

報告

監査

మಓؾਆిࡕ࢈ਆෆಈࡕٸࡕ

マネジメント
施策（ྫ）

当社グループのガバナンス体制

演技者やスタッフが良好なコンディションのもと、活動に打ち込める環境を整備

役割分担の見直しやITツールの導入により、演技者やスタッフの負担を軽減し、技芸や創作活動に集中できる環境を整備

௚͠ݟ೔ఔͷࢪεέδϡールɺ৽ਓެԋͷ࣮ݹܤ˔

˔ԋٕऀɾελοϑͷ໾ׂ෼୲	ۀ務෼୲
ͷݟ௚͠

˔*5πールͷಋೖ

˔ೖୀؗ࣌ؒͷมߋ
・興行計画の見直しと併せて稽古期間を延長するとともに、本公演の準備に集中できるよう新人公演の実施日及び稽古開始日を変更

・稽古用小道具の準備や段取りに関する役割を見直すとともに、稽古場運営業務の効率化に向けて継続的に見直しを実施中

・タブレット端末を演技者とスタッフ全員に貸与し、情報・データ共有を円滑化

・入退館時間の管理を強化するとともに、入館時間を遅らせ退館時間を早めることで在館可能時間を短縮

2 ௚͠ݟӡ営のݹܤ

3 業຿効཰Խ

1݄ �݄ �݄ �݄ �݄ �݄ �݄ �݄ �݄ 1�݄ 11݄ 1�݄

�興行体制

�興行体制

"

"

$

$

"

"

$

$

#

#

#
Πϯλーόル

Πϯλーόル

インλーバルの৳௕

ެԋճ਺のݮগ宝塚大劇場　　　東京宝塚劇場　　　その他の公演

月 ԋ೔ٳ
火 ˓ ˓

水 ˓

木 ˓ ˓

金 ˓

土 ˓ ˓

日 ˓ ˓

月 ԋ೔ٳ
火 ˓

水 ˓ ˓

木 ˓

金 ˓

土 ˓ ˓

日 ˓ ˓

1ճެԋ

1ճެԋ

1ճެԋ

1ճެԋ

1ճެԋ

社外出身の取締役を
新たに選任

社外出身の取締役・
監査役を新たに選任

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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௕ܦظӦߏ૝άϧʔϓガバナンスͷڧԽʹ͍ͭͯ �ๅ௩Վܶʹ͓͚Δվֵͷऔ૊ʹ͍ͭͯ

https://kageki.hankyu.co.jp/news/20250327_002.html


௚͠ݟशɾ͖ͨ͠Γɾ指ಋํ๏ͷ׳˔
・演技者の中でルール化していた慣習やしきたりのうち、時代にそぐわないものや過剰なルールを廃止・変更
・一方で、より良い舞台づくりや技芸の伝承のため、適切な指導を行う/受けるためのスキルアップや
　コミュニケーションの向上についても継続して取り組んでいく。

˔ಗ໊Ͱ౤ߘͰ͖Δҙݟശͷઃஔ
・劇団員(演技者)による匿名の意見箱を施設内(2か所)に設置するとともに、専用WEB フォームを設け、
　要望事項に対して演技者や関係者と協議の上、順次改善を実施
・寄せられた意見に対して協議・対応を重ね、結果をフィードバック(これまでに計9回実施)

˔ग़ԋऀ͚޲νέοτͷऔѻํ๏ͷมߋ
・2025年9月から、出演者向けチケットの取扱方法について、組ごとに取りまとめた一括での申込みから出演者ごとの申込みに変更

より良い舞台をお届けし続けるために、一人ひとりが活躍し、成長できる体制を構築
˔ܶஂελοϑ΍プϩσϡーαーิͷ૿һɺ૊৫ମ੍ͷมߋ
˔ਓࡐҭ੒ͷڧԽ
・演技者やスタッフを対象としたハラスメント研修、ハラスメント相談窓口研修など各種研修を拡充
・多様化する社会に適応した働き方が実現できる組織風土の醸成や体制整備に継続的に取り組む。

阪急電鉄では、2024年4月に外部の専門家で構成されるアドバイザリーボードを設置し、2025年3月まで、計5回の全体会合を
開催。そのほか、各分野の専門家の観点から、様々な助言・提言を頂戴し、改革に活かしています。

これまでの劇団は組織的な位置付けや責任の所在が曖昧であり、ガバナンスの高度化を図るべき
守るべき競争力の源泉は維持する必要があるが、閉鎖的・同質的な組織は様々な問題を抱えやすいため、
外部の目を入れることで、経営の透明性・客観性を高めることが重要

演劇の世界、特に宝塚歌劇の特殊性に見合った管理体制の確保と、労基法上の対応をバランスできるよう進めるべき

稽古時間(労働時間)管理の強化と併せて、演出助手の負担軽減など稽古場運営を見直す必要がある。

サステナブルな劇団運営体制を構築するには、演技者やスタッフの声を拾い、状況を継続的に把握する必要がある。
また、健康管理やパフォーマンス向上のために、食事面のケアも重要である。

Ϙーυメンバー・専໳෼໺ 会議೔ఔ

加藤 治彦/座長
稲野 和利
佐貫 葉子
奥山 緑
石井 遼介
大久保 奈美

ガバナンス・内部統制
ガバナンス・内部統制
法律関係
演劇制作
組織風土改革・心理的安全性
組織風土改革・心理的安全性

第1回 　2024年4月25日(木)
第2回 　2024年6月5日(水)
第3回 　2024年9月30日(月)
第4回 　2024年12月6日(金)
第5回 　2025年3月17日(月)

※上記の全体会議のほか、随時助言・提言を頂戴した。

� ࣌୅に߹Θͤͨ組織จԽのৢ੒

� ࣋ଓ的な੒௕に向けͨ体制ڧԽ

վֵの取組のҰཡとスέジュール
グループ全体のガバナンス強化の一環として、宝塚歌劇団を法人化(株式会社化)し、経営の透明性と改革の実効性をさらに向上
˔株式会社΁ͷ移ߦ	����年�݄ ʮʹ株式会社ๅ௩Վܶஂʯͱͯ͠ 株式会社Խ

˔�ઢϞσルͷ੔උɺ社֎ग़਎ͷऔక໾ͷબ೚
・公演企画、制作などの実務を担う「事業部門(第1線)」、総務・人事・経理などを担う「管理部門(第2線)」、
　「内部監査部門(第3線)」をそれぞれ設置
・3線モデル全体を監督すべく、取締役の過半数を社外出身者で構成

劇団員が健やかに安心してより良い舞台づくりに精進できる環境を整備
Խڧ௚͠ɺ࿑ಇ࣌ؒ؅ཧͷݟͷ܎ؔ༺ޏ˔
・従来は入団6年目以降はタレント（業務委託）契約としていたが、6年目以降の演技者についても雇用契約を締結（専科所属者は除く。）
・演出助手・プロデューサー補への裁量労働制の適用を見直し　・タイムレコーダーにより、労働時間管理を強化

˔ॲ۰ɾ෱རްੜͷ֦ॆ
・公演の制作や出演に関する一部手当の増額やベースアップ、二次商品への出演料の増額を実施
・主に若年層への支援施策の一環として住宅補助手当を導入

劇団員が良好なコンディションで舞台づくりに集中できるよう、心身をサポートするための体制を整備
˔਍ྍॴ౳ʹ͓͚Δαϙーτମ੍ͷ֦ॆ
・常設カウンセリングルームを開設　・専門医への相談ルートを拡充　・診療所医師の勤務時間を拡大、常勤医師を増員

˔ԋٕऀ༻৯ಊͷϦχϡーΞル
・管理栄養士監修のもとで健康志向の食材を用いたメニューを提供　・演技者の利用を無償化

各種相談窓口やアンケート等を通じて心理的安全性・柔軟性の高い職場環境を実現
˔ܶஂઐ༻ͷ֎෦૬ஊ૭ޱͷ։ઃɺ֤छ૬ஊ૭ޱͷप஌పఈ�
˔৬৔ڥ؀	৺ཧత҆શੑ
ʹؔ͢Δಗ໊ΞϯέーτΛ࣮ࢪ�˞����年1݄ʙ �݄	ୈ1ճ
ɺಉ年11݄ʙ1�݄	ୈ�ճ
ࢪ࣮

4 法ਓԽのਪਐ

5 ਓࣄ制度・ޏ用関係のݟ௚͠

6 サポート体制のڧԽ

� ৺理的҆શ性の確保

アυバイβリーϘーυについて

アυバイβリーϘーυ͔Βの主な͝ॿݴฒびにվֵへの൓ө状況

˛

ܶஂΛ株式会社Խするとと΋に、ܶஂ内部に΋�3�ઢϞσルΛߏங͠、·ͨ取締役のա൒਺Λ社外出਎とͨ͠ɻ

˛

、Խ、外部スλοϑの活用、ԋ出スλοϑの૿員΍意ࣝվֵ等ڧ管理のؒ࣌ݹܤ೔਺の確保及びݹܤ
ɹܧଓ的にݟ௚͠Λ実施த

˛

専ՊΛআ͘શてのԋٕऀΛޏ用ܖ໿へҠ行するとと΋に、スλοϑについて΋ྔࡋ࿑ಇ制のద用Λݟ௚͠、
ɹۈ຿実ଶにଈͨ͠࿑ಇ࣌ؒ管理Λ行͏͜ととͨ͠ɻ

˛

ಗ名Ͱ౤ߘͰ͖る意ݟശ	目҆ശ
Λ設け定ظ的にճ౴すると΋に、「৺理的҆શ性サーϕイ」Λ実施
ɹ·ͨ、৯ಊΛリχューアルするとと΋にԋٕऀのར用ΛແঈԽͨ͠ɻ

01

02

03

04  

ಗ名アンέートの݁Ռ（ԋٕऀ）
「所属する組内のコミュニケーション
や人間関係などに関する現在の雰囲
気」が第1回実施時と比較してどのよう
な変化があったか？

˛

෣୆ͮ Γ͘に΋ྑいӨڹΛ及΅ て͠いる
芸事に集中できる環境が整ってきており、
最高の舞台をつくろうという雰囲気がある

・

・舞台に直接関係のない習慣や作法にエネル
ギーを取られることが減った

65%
35%

ポジティϒなมԽ͕͋ͬͨとճ౴ ʛɹコメントͰͤدΒΕͨ意ݟɹʛ
互いに尊重し、相手を思いやる姿
勢が大切

・

良い舞台を作るために切磋琢磨
するべく、一定の緊張感は必要

・

2023年 2024年 2025年

�� �2 � 2 3 4 5 6 � � � �0 �� �2 � 2 3 4 5 6 � � �

� ௚͠ݟըのܭ行ڵ ˒

2 ௚͠ݟӡ営のݹܤ ˒ ˒

3 業຿効཰Խ ˒ ˒

4 法ਓԽのਪਐ ˒ ˒

5 ਓࣄ制度・ޏ用関係のݟ௚͠
（ ɿ̝手当૿ֹ等） ˔ ˔ ˔ ˔

˒
˔ ˔

6 サポート体制のڧԽ ˔ ˔ ˔ ˔

� ৺理的҆શ性の確保
（ ɿ̝ಗ名アンέート実施） ˔

˒
˔ ˔

� ࣌୅に߹Θͤͨ組織จԽのৢ੒
（ ɿ̝意ݟശに関する内༰の報ࠂ）

˒
˔ ˔

˒
˔ ˔ ˔ ˔ ˔ ˔

˒
˔

� ࣋ଓ的な੒௕に向けͨ体制ڧԽ
（ ɿ̇スλοϑ૿員、̝ɿ研修実施）

˙
˔ ˔ ˔

˙
˔ ˔ ˔ ˔ ˔ ˔

˙

શ
体

社外஌ݟの活用
（アυバイβリーϘーυ） ˒ ˒ ˒ ˒ ˒

ݮ࡟਺・ެԋ਺ߦڵ

௚͠ݟεέδϡʔϧͷݹܤ

ԋٕऀͷۀ຿෼୲ͷݟ௚͠ *5πʔϧͷಋೖ

৽会ࣾઃཱ

ߦ໿ʹҠܖ༺ޏ

ৗறҩࢣͷ૿員

ҙݟശઃஔ ϧʔϧͷഇࢭ・มߋ

ୈ�ճ ୈ�ճ ୈ�ճ ୈ�ճ ୈ�ճ

ઐ༻ͷ外෦૬ஊ૭ޱ։ઃ
ৗઃΧ΢ϯηϦϯά
ϧʔϜઃஔ

਍ྍॴҩࢣͷ
຿֦࣌ؒେۈ ৯ಊϦχϡʔΞϧˍແঈԽ

ग़ԋऀνέοτऔѻํ๏มߋ

৽会ࣾҠߦ

৽人ެԋͷεέδϡʔϧมߋ

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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■ 都市交通事業　■ 不動産事業　■ エンタテインメント事業　■ 情報・通信事業　■ 旅行事業　■ 国際輸送事業　■ その他

18%

32%

7%
6%

22%

9%
6%

29%

49%

10%

6%
4%

△1%

3%
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18%

32%

7%
6%

22%

9%
6%

29%

49%

10%

6%
4%

△1%

3%

27%

59%

4%
3% 4%

2%
1% ౎ަࢢ௨ۀࣄ

ෆಈۀࣄ࢈

ΤϯλςΠϯϝϯτۀࣄ

情報ɾ௨৴ۀࣄ

ۀࣄߦཱྀ

ۀࣄ༌ૹࡍࠃ

˛
˛
˛
˛
˛
˛
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P.54

P.57

P.59
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　それぞれの事業が確かなブランド力を持ち、着実な成長を実現してきた当社グループ。しかし、これからは、少子高齢化をはじめと

する事業環境の変化に伴い、企業価値の継続的な向上と収益力の最大化を両立していくためには、これまでのような個々の事業の

総和のみならず、グループ一体での価値創造をより一層加速させていく必要があります。長期経営構想では、強い個を確保しながら

も、有機的につながる強いグループへの変革を進め、民鉄企業を超えたエクセレントカンパニーを目指します。

҆શ・̓ ৺・շదͳަ௨αʔϏεͷఏڙΛ௨ͯ͡ԊઢՁ஋ͷݙߩʹ্޲
いグループへのมֵڧ、Β͔ݸいڧ

当事業を取り巻く環境

2024年度業績の概要

関西圏全体の人口は減少傾向にあるものの、大阪梅田を
中心とした当社グループの沿線は引き続き人気が高いエリア
として評価されています。しかしながら、コロナ禍を契機と
した移動需要の変化や訪日外国人の増加、働き手不足など、
事業環境の変化は一段と加速しており、そうした変化に柔軟
に対応していくとともに、さらに質の高い輸送サービスの提
供を通じて公共交通の利用を促進していく必要があります。
こうした状況下では、多様化するニーズに対応した旅客
サービスの提供、需要に応じたダイヤの見直し、新技術の活
用による業務効率化を通じた生産性向上が求められます。ま

　2024年度は、2023年度のスポーツ事業におけるプロ野球関連特需や旅行事業における自治体の支援業務受
注等の一時的な要因の反動があったことに加えて、国際輸送事業において貨物の取扱いが低迷したものの、不
動産事業においてマンション分譲戸数が増加したことや、都市交通事業や海外旅行の需要回復等により、2023
年度に比べて増収・増益となりました。

˙ध要ߏ଄のมԽ΍ಇ͖手のݮগへの対Ԡとߴ඼࣭な༌ૹサーϏスへのظ଴のߴ·Γ

営業ऩӹ

セグメント࢈ࢿ

業རӹのਪҠࣄ

業རӹࣄ

た、沿線まちづくりの推進等により、新たな移動需要を創出
する努力も必要です。さらに、より高度な安全性やSDGs・カー
ボンニュートラルへの意識の高まりを踏まえ、多様なお客
様に安全に鉄道をご利用いただくためのホーム柵の整備や、
CO2排出量の削減につながる省エネ車両の導入などの取組
も求められます。加えて、鉄道は一人あたりの移動に係るエ
ネルギーが非常に低い輸送モードであることから、一定の旅
客数が見込める都市部においては、鉄道を核とした公共交
通の利用促進により、社会の脱炭素化に大きく貢献すること
ができます。

౎ ࢢ ަ 通 ࣄ 業

109％ 113％ 118％
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旅
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国
際
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他
・
調
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202�
年度
࣮੷

2024
年度
࣮੷

1,083 1,083 ʴ�

ʴ�4
ʴ�

˚2�
ʴ�

˚�� ˚2
1,1211,121

不
動
産

（注）構成比は、セグメント間取引を含む各セグメントの単純合算額を基に算出しています。

（注）事業利益＝営業利益+海外事業投資に伴う持分法投資損益

（2024年度末時点）

ʢ஫1ʣ����年౓ͷ௨ۀظ੷༧૝ʹ͍ͭͯ͸ɺ����年�݄�1೔ൃදͷ情報ʹ͍͍ͯͮج·͢ɻ
ʢ஫�ʣ౎ަࢢ௨ηグϝϯτʹ͓͚Δྲྀ௨ۀࣄͷ一෦ࢠ会社ͷऩӹٴͼඅ༻ʹ͍ͭͯɺ����年౓ΑΓͦͷଞηグϝϯτʹؚΊͯදࣔͯ͠ ͓ΓɺൺֱظͰ͋Δ����年౓ͷ
ɹɹ��࣮੷਺஋΋૊Έସ͑ͯදࣔͯ͠ ͍·͢ɻ

（注1）2025年度の予想については、2025年7月31日発表の情報に基づいています。
（注2）2023年度から「鉄道駅バリアフリー料金制度」を活用し、運賃に同料金を加算して収受しており、定期外収入・定期収入（通学除く。）には同料金を含んでいます。

連結߹ܭ
3ஹ2,835

億円

௕ظ経営ߏ૝に基ͮ͘౎ަࢢ通ࣄ業のઓུ

1. 鉄道・バス・タクシーにおいて、安全性の強化やサービスの深度化など、環境変化に対応できる強靭で
 持続可能な事業に変革する。

2. 駅・交通ネットワークの拡大やモーダルシフトによって新規需要を創造し、顧客を拡大する。
3. 既存事業で獲得したノウハウやブランド力を活かし、まちづくりやより高い付加価値サービスを生み出す。
4. グループ内の連携を深め、事業間シナジーを高めるとともに、広い領域で外部パートナーとの協働を推進する。
 併せて、ノウハウを活かし海外などの成長市場への進出について継続的に取り組む。

セグメントผઓུ

మಓӡ༌ऩೖのਪҠ

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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重要テーマ アクションプラン 非財務KPI 目標値 2024年度実績範囲

多様化するニーズに配慮した安全・快適・高品質なサービスの提供に向けて、ハード・ソフト両面でのバリアフリー化を
推し進めることで、当社グループの信頼・ブランドをより強固なものとするため

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

長期経営構想に基づく都市交通事業の取組 都市交通事業の非財務KPI

長期経営構想では、事業戦略における取組の方向性の一
つとして「圧倒的No.1の沿線の実現」を掲げ、少子高齢化が
進む中でも、自治体等のパートナーと連携した沿線各所での
まちづくりや、新技術の積極的な活用による利便性・サービ
スレベル向上等を通じて、沿線の魅力を飛躍的に高めていく
こととしています。
都市交通事業では、これまで以上に交通ネットワークを強
固なものとするべく、新線・新駅計画等の検討・協議を進
めています。
こうした状況の中で、2024年3月には北大阪急行電鉄の

都市交通事業では、需要やニーズが変化していく中にあっ
ても、安全・安心・快適なサービスの提供を引き続き追求
していきます。その中で、阪急電鉄・阪神電気鉄道では、
2023年4月1日から収受を開始した鉄道駅バリアフリー料金
制度を活用することで、全駅に可動式ホーム柵等を設置す
るなど、バリアフリー設備の整備を迅速かつ着実に進めます。
また、ホーム柵等によって安全性を十分に確保した上で、阪
急箕面線・嵐山線においてワンマン運転を計画するなど、鉄
道サービスの持続可能性向上にも取り組みます。
鉄道運輸収入の増加に向けては、座席指定サービスや、

˙ަ通ネοトϫークの֦充にΑるԊઢ価஋向上Λ目指͠て

˙ΑΓ࣭のߴいަ通サーϏスのఏڙΛ目指͠て

延伸線が開業しました。また、なにわ筋連絡線・新大阪連
絡線の整備に向けた検討を進めており、これらが実現すれ
ば、空と陸の玄関口から大阪梅田へのアクセスの飛躍的な
向上につながり、国土軸の活力や世界のパワーを沿線地域
に取り込むことができると考えています。なお、新大阪駅周
辺は「都市再生緊急整備地域」に指定されており、広域交通
の一大ハブ拠点として大きくポテンシャルが向上する新大阪
駅を中心に、近接する阪急十三駅や阪急淡路駅の周辺を含
めた一体のエリアで、新しいまちづくりを官民一体で進めて
いくこととしています。
また、阪急神戸線「武庫之荘駅～西宮北口駅」間において
は、2031年度末を開業目標として、新駅設置事業に着手し
ました。尼崎市及び西宮市と相互に協力しながら、新駅周
辺において公共交通ネットワークを整備するなど、住みやす
く活力に満ちたまちづくりに貢献していきます。
さらに、阪急バス・阪急観光バス・阪神バスでは、大阪・
関西万博の開催に合わせて、新大阪駅や大阪国際空港など
関西の主要な拠点からのバス輸送を行いました。これからも、
適切に需要を捉えて収益につなげる取組を進めていきます。

クレジットカード等のタッチ決済による乗車サービスの提供、
阪急線での駅係員によるサポートを事前にWEBでご予約い
ただけるサービスの導入など、多様化するニーズに適切に対
応したサービス向上施策を推進していきます。
さらに、2025年4月から阪急・阪神全線でカーボンニュー

トラル運行（実質的にCO2排出量ゼロ）を実施するなど、環
境施策にも積極的に取り組むことで、鉄道輸送の環境性能
をさらに向上させるとともに、これらを効果的にPRすること
を通じて、公共交通の利用促進を目指していきます。

JR大阪
環状線

十三神戸三宮 阪急神戸線

阪神本線

大阪メトロ

大阪メトロ山陽新幹線 東海道新幹線

阪急京都線

阪神なんば線

阪神なんば線

至宝塚

梅田

大阪難波

京都河原町千里中央

箕面萱野

JR難波

JR・南海線

新大阪
江坂

なにわ筋線

阪
急
宝
塚
線 北大阪急行線

関西国際空港

神戸空港

大阪国際空港
（伊丹空港）

⑤武庫川新駅

JR大阪駅（地下駅）

①北大阪急行線の延伸

①北大阪急行線の延伸
　［千里中央～箕面萱野］

②なにわ筋連絡線
　［JR大阪（地下駅）～十三］
③新大阪連絡線［十三～新大阪］
④大阪空港線［宝塚線から分岐］
⑤武庫川新駅［武庫之荘～西宮北口間］

③新大阪連絡線

検討・協議中
開業

②なにわ筋連絡線

④大阪空港線

大阪梅田大阪梅田

保安に関する教育の
訓練及び運転保安
機器の性能の向上

耐震補強（高架橋・駅）の
推進

橋梁の改築による洪水
リスクの低減

重要な施設の浸水対策の
実施（車両避難を含む。）

法面防護の推進

橋梁の健全性の把握

お客様の安全・安心への関心の高まりに応え、安全輸送の確立は当然のものとして、安定輸送をさらに追求することで、
お客様に安心を実感していただき、当社グループの信頼・ブランドをより強固なものとするため

機会とリスクを
踏まえた設定理由

鉄道事業における
有責事故件数 ゼロの継続

ゼロ

死亡事故ゼロ自動車事業における
死亡事故件数

自然災害による長期
運休数
（長期運休＝2日間
以上の運休）

鉄道車両における
バリアフリー化率
（編成単位）

着実な増加を目指す

・誘導鈴設置率

・側引戸開閉予告灯設置率

段差解消率※1
100%

鉄道運輸従事員（駅係員・
乗務員等）におけるサービ
ス介助士資格保有率
100%

鉄道駅における
バリアフリー化率

人的バリアフリー化率

阪急電鉄
阪神電気鉄道
北大阪急行電鉄
能勢電鉄

阪急電鉄
阪神電気鉄道
北大阪急行電鉄
能勢電鉄

阪急：49%
阪神：77%
北急：70％
能勢：20%

阪急：70%
阪神：77%
北急：90%
能勢：80%

阪急：99％
阪神：100％
北急：100％
能勢：100％

阪急：79％
阪神：100％
北急：100％
能勢：32％

阪急電鉄
阪神電気鉄道
北大阪急行電鉄
能勢電鉄
神戸六甲鉄道

阪急：0件（1979年から継続）
阪神：0件（1986年から継続）
北急：0件（1970年から継続）
能勢：0件（1982年から継続）
六甲ケーブル：0件（2001年から継続）

阪急バス：0件
阪神バス：0件
阪急観光バス：0件
阪急タクシー：0件
阪神タクシー：0件
大阪阪神タクシー：0件

阪急バス
阪神バス
阪急観光バス
阪急タクシー
阪神タクシー
大阪阪神タクシー

0件

地震や、気候変動に伴い激甚化する豪雨・台風等の自然災害に備えた強靱な鉄道インフラを整備し、災害発生後も運行
を継続できるような基盤を構築することで、当社グループの信頼・ブランドをより強固なものとするため

鉄道車両における
車椅子スペース、
誘導鈴等の対応率の
向上

鉄道運輸従事員
（駅係員・乗務員等）に
よるサービス介助士
資格の取得の推進

鉄道における新型
省エネ車両の導入

駅舎等における
照明のLED化 LED化率

VVVF車※2化率 着実な増加を目指す

阪急：100％（2030年度）
阪神：100％（2030年度）
北急：100％（2021年度）
能勢：100%(2026年度)

・駅照明（バックヤードを除く。）

阪急電鉄
阪神電気鉄道
北大阪急行電鉄
能勢電鉄

阪急：61％（109/179編成）
阪神：75％（56/75編成）
北急：100％
能勢：33％（5/15編成）

阪急：72％
阪神：84％
北急：100％
能勢：86%

・地球温暖化等の環境問題への関心が高まる中、環境面への対応を加速させることにより、社会からの期待に応えていくため
・環境規制の強化に伴う電力料等のコスト上昇リスクに備えるため

҆શ・̓ ৺ͷ
௥ٻ

҆શ・̓ ৺ͷ
௥ٻ

҆શ・̓ ৺ͷ
௥ٻ

อશͷڥ؀
ਪਐ

※1段差解消率:エレベーター又はスロープで段差を解消できている駅の割合（1日あたり平均乗降客数が3千人以上の駅における割合）

武庫川新駅設置場所（着色部分）
新線・新駅計画のマップ

※2 VVVF車：従来の車両（モータに必要な電圧を抵抗器で制御するため無駄な熱エネルギーが発生）と異なり、モータの電圧や周波数を無駄なく制御することができる環境効率の高い車両のこと

阪急神戸線
西宮北口駅方面↑
（西宮市側）

阪急神戸線
武庫之荘駅方面↓
（尼崎市側）

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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T O P I C S

҆શ性の向上への取組

鉄道事業における安全・安心の追求

バリアϑリーԽの取組

　当社グループの鉄道各社では、公共交通機関として、安全・安心の追求を最重要テーマであると認識し、安定的な輸送サービ

スの提供に注力しています。鉄道の安全性を確実に担保するためには、従業員の意識高揚や育成と並行して、“ヒューマンエラー

はどうしても避けられない”ことを前提に、それを補完するための保安システム整備を着実に進めることが重要です。また、すべ

てのお客様に安心して快適にご利用いただける環境を整備することで、顧客満足度の向上と利用拡大にもつなげていきます。特

に、阪急電鉄・阪神電気鉄道では、鉄道駅及び列車における以下のような取組を通じて、安全・安心の追求を推し進めています。

　ホームの安全性の向上施策としてホーム柵の設置を進めています。
2021年12月に創設された「鉄道駅バリアフリー料金制度」を活用するこ
とで、阪急電鉄では2040年度末頃までに、阪神電気鉄道では2042年
度頃を目途に、それぞれ全駅にホーム柵(可動式又は固定式)を設置する
計画です。

　阪急電鉄では、車内で急病人や非常事態が発生した場合に、お客様から乗務員に
通報できるよう、全車両に非常通報装置を設置しています。また、万が一の急ブレー
キ時に、お客様の転倒や衝突を防止するため、1000系及び1300系以降の車両では座
席端部の袖仕切りを大型に改良するとともに、縦手すりを設置しています。最も新し
い形式の車両である2000系及び2300系においては、車いすスペースの拡大を図って
おり、車いす固定具を設置したり、車いすスペース・優先座席付近の吊り手の高さ、
色を変更したりするなど、安全性向上に取り組んでいます。阪神電気鉄道では、乗務
員と通話が可能な非常通報装置、車内案内表示器、車両連結間の転落を防止するほ
ろを全車両に設置しています。また、普通
車両の5700系及び5500系は、吊革の高
さを3段階とすることや縦手すりを増やす
ことで、車両の揺れに対してお客様が適
切に体を保持できるようにし、安全性向上
に取り組んでいます。

　駅係員による乗降時のサポートについてウェブで事前に予約できる
サービスを2025年4月から開始しました。阪急電鉄線内の87駅での
乗降時が対象で、予約の際、ウェブ上で乗車予定の電車やサポート内
容を入力することで、その情報が駅係員専用のアプリに自動的に連携
されます。駅係員の派遣やサポートの準備等を円滑に行えることから、
お客様により安心してご乗車いただけるようになりました。

　車内のセキュリティを強化するため、車内防犯カメ
ラの設置を進めています。通信機能を有するカメラシ
ステムであり、車内状況の映像を運転指令所などから
リアルタイムで確認できるため、事故トラブルが発生し
た際に状況に応じた迅速な対応が可能となるほか、犯
罪や迷惑行為の抑制にもつながります。阪神電気鉄道
では2025年4月に保有する全車両（近年中に代替更新
する車両を除く。）への車
内防犯カメラの設置が完
了しました。阪急電鉄は
2027年度末までに設置
する計画です。

　お客様に安心して鉄道をご利用いただけるよう、安全を大切にする従
業員の育成に取り組んでいます。具体的には、経営トップ層による現業
部門の巡視及び従業員との意見交換を通じた安全意識の高揚、過去の
事故や災害を学び、‶鉄道会社の従事員としてどう行動すべきか”を考
えるための社員研修施設、安全考学室（阪急電鉄）・安全繫心室（阪神電
気鉄道）の設置、鉄道施設の保守に関する技術向上のための安全大会
の実施、非常事態の対応のための総合訓練の実施などを行っています。

　阪急電鉄では、2024年11月、宝塚線平井車庫において、南海トラフ
地震の発生に備える訓練を実施しました。列車が駅間の津波浸水予想
区域で停止する事態を想定し、お客様を付近の踏切道まで避難誘導す
る訓練を行った際は、車いすご利用の方や近隣の小学生にも参加して
いただき、避難の方法を検証しました。また、地震により傾斜した架線
柱や大きく変位した軌道の復旧に関する技能習熟訓練を実施しました。

　現在の阪神なんば線淀川橋梁は、線路部分が堤防の高さよ
り低く、台風接近等により高潮が想定されるときには河川の
氾濫を防ぐため列車を運休させて防潮鉄扉を閉鎖する必要が
あります。これを恒久的に解消するために新たな橋梁を建設
するとともに、前後の区間を高架化し、工事区間（約2. 4㎞）
にある5か所の踏切道を廃止します。これにより阪神なんば線
のすべての踏切道がなくなります。

˙మಓશӺへのϗームࡤ設置に向けて

˙మಓं྆における҆શ性の向上・バリアϑリーԽの取組

˙バリアϑリーに向けͨ৐߱࣌のサポート業຿のڧԽ

˙ं内の҆શ性向上に向けͨ防൜Χメϥの設置

˙҆શӡ行のͨΊのै業員のҭ੒

˙ೆւトϥϑ஍਒の発ੜΛ૝定ͨ͠ආ೉༠ಋ܇࿅
ɹ及び施設の෮܇چ࿅

˙҆定༌ૹに向けͨϋーυ໘のڧԽ

ϗームࡤ（Մ動式ຢ͸ݻ定式）の2024年度の設置実੷とޙࠓの設置ܭը

阪急西宮北口駅可動式ホーム柵

阪神電車に設置した車内防犯カメラ

安全考学室（阪急電鉄）

避難誘導訓練の様子

車いすをご利用のお客様をサポートする様子

非常通報装置・大型袖仕切り・縦手すり
（阪急電鉄）

車内案内表示器（阪神電気鉄道） 高さを選べる吊革（阪神電気鉄道）

2000系・2300系のバリアフリー設備（阪急電鉄）

安全繋心室（阪神電気鉄道）

完成イメージ 高架構造物の構築

河川内の施工状況

2024年度実績

阪急電鉄 阪神電気鉄道

8駅21ホーム（西宮北口駅・蛍池駅・桂駅など） 1駅2ホーム（甲子園駅）

9駅21ホーム 4駅9ホーム
（塚口駅・石橋阪大前駅・京都河原町駅など） （元町駅・住吉駅・甲子園駅・鳴尾駅）

2040年度末頃までに 2042年度末頃までを目途に

2025年度計画

全駅への設置時期

01

02

車いすスペース・優先座席付近の
吊り手の高さ、色を変更

壁面の手すりを2段に変更

車いすスペースの拡大
（先頭車両のみ）

車いす固定具
の設置

非常通話装置を
車いすスペース
部に移設

非常通報装置

大型袖仕切り・縦手すり

রͩ͘͞いɻࢀॻΛ͝ࠂ͸、֤社の҆શ報ࡉৄ
https://www.hankyu.co.jp/company/approach/an[en/indeY.html阪急電鉄 :

https://www.kita-kyu.co.jp/company/attempt/safety/北大阪急行電鉄 :
https://www.hanshin.co.jp/safety/report/

https://noseden.hankyu.co.jp/company/safety.html

阪神電気鉄道 :

能勢電鉄 :

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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2025
（予想）

3,183
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実績

2024
実績
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営業利益・事業利益（右軸）営業収益（左軸）

524524 589589

4,309

700700

194
279

ホテル
海外不動産
住宅
賃貸等

（億円）

2025
（予想）

（年度）

444

190

2022
実績

2021
実績

2023
実績

2024
実績
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△48
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-200

業態別事業利益（別途、本社費等あり）

長期経営構想に基づく不動産事業の取組

௞ିࣄ業等 ւ外ෆ動ࣄ࢈業

ϗテルࣄ業ॅ୐ࣄ業

ັྗ͋Δ·ͪͮ Γ͘΁ͷݙߩͱ๛͔ͳϥΠϑελΠϧͷఏҊ

当事業を取り巻く環境

　当社グループが保有するオフィスビルは、高い立地優位性・
機能性等を有していることから、新規供給が増加する中でも、
引き続き底堅い需要があるものとみています。一方で、多様
化する働き方への対応、防災対策、環境保全等、オフィス
ビルに期待される役割や機能も変化していくため、それらに
対応していくことが求められています。また、商業施設につ
いては、お客様のニーズや
変化を踏まえた上で、周
辺施設との差別化を図るべ
く、リニューアルやテナン
ト入替え等により、継続的
なバリューアップを行う必
要があります。

　ASEAN諸国は、経済成長が著しく、今後も需要やマーケッ
トが拡大していく見込みです。また、アメリカ・カナダ・オー
ストラリアといった先進国では、市場の透明性や流動性が確
保されており、安定的な事業展開が可能と見込まれます。こ
れら海外での事業推進は、当社グループが国内で築き上げ
てきたまちづくりのノウハウを十分に活かすことができるだ
けでなく、沿線等のまちづくりに活かせる新たな知見を得る
チャンスでもあります。

　インバウンドの増加もあり、近年、宿泊需要が増加してい
る中、2025年は大阪・関西万博の開催により、特に関西エ
リアでの需要は高まっています。

　当社グループが注力している利便性の高い都心部（駅近・
好立地）の需要は、引き続き堅調に推移しており、新築分譲
マンション・新築戸建共に販売価格は高水準を維持していま
す。一方で、住宅ローン金利の上昇などによる購入意欲へ
の影響や建設コストの動向は継続して注視する必要があるほ
か、今後、人口減少による市場の縮小が見込まれることから、
デザイン力の向上や高付加価値商品の開発等を通じて、
ブランド力をさらに強化していく必要があります。

ෆ 動 ࢈ ࣄ 業
௕ظ経営ߏ૝に基ͮ͘ෆ動ࣄ࢈業のઓུ

௞ିۀࣄ等

1. エリアや物件の特性に応じた賃貸物件のバリューアップ
2. インバウンド消費の着実な取込み
3. 短期回収型事業におけるアセットタイプの多様化や情報ネットワークの拡大

ւ外ෆಈۀࣄ࢈

8. 事業規模の一層の拡大と安定的な事業基盤の構築
  ・ʢ௕ظอ༗ۀࣄܕʣ"4&"/ॾࠃΛத৺ͱͨ͠ऩӹ෺݅ͷऔಘͱ҆ఆతͳऩӹج൫ͷߏங
� � ɾʢճసۀࣄܕʣถࠃΛத৺ʹऩӹ෺݅Λऔಘ͠όϦϡーΞοプޙʹച٫͢Δ͜ͱʹΑΔܧଓతͳརӹͷ૑ग़

� � ɾʢॅ୐෼ৡۀࣄʣ"4&"/ॾࠃʹՃ͑ͯΦーετϥϦΞ΍๺ถʹ͓͚Δۀࣄͷ֦େ

ϗςϧۀࣄ

9. 事業競争力の強化
  ɾΠϯό΢ϯυध要ͷੵۃతͳऔࠐΈ
  ɾߴਫ४ͷ"%3ʹԠͨ͡ઃඋͷߋ৽ɾαーϏεͷ্޲

ॅ୐ۀࣄ

4. ブランドの強化と利益率の向上
5. 首都圏エリアでのビジネス拡大や事業メニューの拡充
6. 再開発やマンション建替への取組の強化・拡大

7. 収益用不動産開発事業の拡大

　グループ最大の事業拠点である大阪梅田
エリアでは、2025年3月21日に、多彩な
機能を兼ね備えた複合施設であるグラング
リーン大阪（南館）がグランドオープンしまし
た。グラングリーン大阪では、「みどりとイ
ノベーションの融合」との理念・方針を踏ま
え、関西、そしてアジアをリードするまちづ
くりに取り組んでいます。
　これからも、「圧倒的No.1の沿線の実
現」に向けて、大阪梅田エリアをはじめとし
た沿線の主要拠点において開発や施設のバ
リューアップを推し進め、沿線価値の向上
を図っていきます。

˙ѹ౗的/o.�のԊઢの実ݱに向けて

グラングリーン大阪（2025年3月南館オープン）©Akira Ito.aifoto

インドネシアの商業施設「セントラルパークモール」

大阪梅田ツインタワーズ・サウス

ʢ஫1ʣ����年౓ͷ௨ۀظ੷༧૝ʹ͍ͭͯ͸ɺ����
年�݄�1೔ൃදͷ情報ʹ͍͍ͯͮج·͢ɻ

ʢ஫�ʣۀࣄརӹʹӦۀརӹ�ւ֎ۀࣄ౤ࢿʹ൐͏࣋
෼๏౤ࢿଛӹʢ����年౓Ҏલ͸ւ֎ۀࣄʹ
ͯ͠ࡏΔ࣋෼๏ద༻会社͕ଘ܎ ͍ͳ͔ͬͨͨ
ΊɺʮۀࣄརӹʹӦۀརӹʯʣ

ʢ஫�ʣ����年౓͔Β෼ৡۀࣄ౳ʹؚ·Ε͍ͯͨւ
֎ෆಈۀࣄ࢈Λಠཱͨ͠ۀଶͱͯ͠දࣔ͢Δ
͜ͱͱ͓ͯ͠Γɺ����年౓ͷ࣮੷͸૊ସޙͷ
਺஋Λදࣔͯ͠ ͍·͢ɻ

ʢ஫�ʣ����年౓͔Βɺʮ௞ିۀࣄʯΛʮ௞ିۀࣄ౳ʯ
ʹɺʮ෼ৡۀࣄ౳ʯΛʮॅ୐ۀࣄʯ΁ม͍ͯ͠ߋ
·͢ɻ·ͨɺै དྷʮ෼ৡۀࣄ౳ʯʹ ؚΊ͍ͯͨプ
ϩύςΟϚωδϝϯτɾϏルϝϯςφϯεۀࣄ
ͱෆಈ࢈ϑΝϯυɾϦーτۀࣄͷऩӹٴͼඅ
༻Λɺʮ௞ିۀࣄ౳ʯʹ ؚΊͯදࣔ͢Δ͜ͱͱ
͓ͯ͠Γɺ����年౓ͷ࣮੷਺஋΋૊Έସ͑ͯ
දࣔͯ͠ ͍·͢ɻ

（参考特集①） P.33
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　海外不動産事業では、ASEAN諸国での住宅分譲事業を中
心に、商業施設やオフィス、物流倉庫等の長期保有型事業（不
動産賃貸事業）や回転型事業（短期回収型事業）に取り組み、
収益・利益規模を拡大・伸長させていきます。2024年度には、
オーストラリアにおいて物流倉庫等の長期保有型事業や住宅
分譲事業に新たに取り組んだほか、インドネシアではバリを
代表する商業・ホテルの複合施設「ビーチウォークコンプレッ
クス」の一部を取得しました。

　住宅事業では、国内において、分譲マンション事業を軸と
しながら、短期回収型事業（収益用賃貸マンション等の投資
家向け売却事業）を推進するとともに、再開発や建替案件等、
事業メニューを拡充しながら事業展開していきます。

　ホテル事業では、増加するインバウンド需要の取込みを図
るとともに、事業競争力の強化を推進しています。
　2025年3月には、グラングリーン大阪において「ホテル阪
急グランレスパイア大阪」を開業。関西国際空港へのアクセ
ス拠点となるJR大阪駅にほど近い立地を生かし、観光・レ
ジャー目的の旅慣れた大人のインバウンドツーリストをメイ
ンターゲットとしており、多くの旅行客にご利用いただいて
います。

˙ւ外ෆ動ࣄ࢈業の֦େ

˙ॅ୐ࣄ業のن໛֦େとࣄ業メχューの֦充

˙֦େするध要の取ࠐΈ

インドネシア　ビーチウォークコンプレックス

オーストラリア　物流倉庫

宝塚ホテルの跡地における大規模開発
「ジオタワー宝塚グランレジス」（2024年度～引渡開始）

ホテル阪急グランレスパイア大阪（2025年3月21日開業）

ホテル阪急グランレスパイア大阪　客室

「ジオタワー大阪十三」2024年の関西圏の新築分譲マンションで成約戸数第１位※と
なった（2026年度引渡開始予定）
※  有限会社ＭＲＣ調べ。関西圏（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）　　
における2024年［2024年1月～ 2024年12月］の新築分譲マンション成約戸数

重要テーマ アクションプラン 非財務KPI 目標値 2024年度実績範囲

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

不動産事業の非財務KPI

自然災害への対策を
含めた、お客様が安
心して利用できるよ
うなソフト面・ハー
ド面における各種施
策の推進

多様なお客様が利用し
やすく、多様な働き方
に対応できる豊かなま
ちづくりの推進

メニュー表示における
「特定食材」使用の管理

定められたチェック体制
の遵守

メニュー作成・表示に
おける従業員教育

安全・安心への関心の高まりに応えるとともに、気候変動に伴い頻発化が予想される水害や、地震などの自然災害や事故
等に備え、ソフト面・ハード面の両面を整備することで、当社グループの信頼・ブランド価値向上を図るため

「安心・快適」「夢・感動」をお届けし、外国人を含む多様なお客様が利用しやすい施設やサービスを提供するとともに、
働き方改革や多様な働き方のニーズの高まりに先行して対応していくことで、他社との差別化・競争力の強化を図るため

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

救急救命講習受講率
（不動産賃貸事業に
従事する社員対象）

大阪梅田エリアにおける
主要商業施設の多言語
案内対応率

100％（2030年度）

100%

ゼロの継続

従業員及びお客様の
3日分を確保
（2030年度）

災害備蓄品の準備

100%

着実な増加を目指す

大阪梅田エリアにお
ける大型ビル※1の
BCP対応※2率

多様なライフスタイルに
対応した新たな職住遊
の形と安心・安全・快
適性の向上を実現する
サービスの導入に向けた
スタートアップ等との協
業件数

「食」に関する表示におけ
る重大な有責事故件数

自治体との連携の強化

災害備蓄品や防災備品
の管理体制の整備

ライフライン遮断時の対
応マニュアルの整備

避難方法、避難誘導場
所等のマニュアルの整備

阪急阪神ホテルズ
阪神ホテルシステムズ

阪急阪神ホテルズ

阪急阪神不動産
阪急阪神ビルマネジメント

阪急電鉄
阪神電気鉄道
阪急阪神不動産

94%

134件（2018年度以降）

0件

従業員3日分 +
100％稼働率での
宿泊客1日分

100％
※対象施設：阪急三番街、HEP
　FIVE、ハービスPLAZA/
　ENT（施設HP・
　パンフレット4か国語対応、
　インフォメーションでの
　通訳サービス対応）

100%
※対象物件：大阪梅田ツイン
　タワーズ·サウス

阪急電鉄
阪神電気鉄道
阪急阪神不動産

阪急電鉄
阪神電気鉄道
阪急阪神不動産

お客様に「安全・安心」な食を提供するため、「食」に関する適切な表示について、積極的かつ継続して取り組むことで、
当社グループの信頼・ブランド価値向上を図るため

災害等のリスクに対する各種対応策を強化し、お客様に安心してホテルをご利用いただける環境を整備することで、
当社グループの信頼・ブランド価値向上を図るため

҆શ・̓ ৺ͷ
௥ٻ

๛͔ͳ
·ͪͮ͘Γ

҆શ・̓ ৺ͷ
௥ٻ

҆શ・̓ ৺ͷ
௥ٻ

※1大型ビル：2021年度以降竣工・延床面積30,000㎡以上のビル
※2 BCP対応：非常用電源を3階以上へ設置、かつ72時間分の電源を確保

（参考特集③） P.37

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報

51 52Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2025 Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2025

ηάϝンτผઓུ
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（年）
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阪神タイガース 主催試合入場人員数（シーズンベース）

2,619

2022

3,035

2016 2017

2,911 2,899
3,091

2018 2019

2,878

2015

518

2020

749

2021

2,916

2023

3,010

2024

（千人）

（年度）
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2,000

1,500

1,000

500

0

ๅ௩Վܶɹܶ؍ਓһ਺ ๅ௩େܶ৔ɾ౦ژๅ௩ܶ৔ ͦͷଞܶ৔

ϥΠϒதܧ˞�ɾϥΠϒ഑৴˞2

2,781

2022 2023

2,996

2016 2017

2,844
3,128 2,991

2018 2019

1,565

2020

2,825

2015

2,727

2021

2,737

2024

2,817

・公演回数
  宝塚大劇場：343回（対前期+29回）
  東京宝塚劇場：398回（対前期+12回）

重要テーマ アクションプラン 非財務KPI 目標値 2024 年度実績範囲

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

社会的課題の解決への
貢献と差別化の推進の
ため、エネルギー効率
改善等によるCO２排出
量削減や、グリーンビ
ルディング・環境志向
住宅の推進

食品廃棄物の発生抑制
（加工時に出る廃材の有
効活用、提供方法・盛り付
けの工夫）

使い捨てプラスチックア
イテム設置廃止の検討

廃棄物計量に関する仕組
みの整備

代替素材商品の選定

廃棄物の「減量」及び
「リサイクル」の推進
消滅型生ゴミ処理機の導入

脱炭素社会の実現に向けた取組を積極的に進めることにより、保有不動産の資産価値の維持・向上や、顧客からの評価・
ブランド価値の向上を図るため

機会とリスクを
踏まえた設定理由

各年度に販売するすべて
の新築分譲マンション及
び賃貸の募集を開始する
新築賃貸マンションにお
けるZEH化率
（ZEH-M Oriented※3以上）

100％を継続
（2024年度以降）
※他社との共同事業など
　一部の物件を除く。

2013年度比
△50%（2030年度）

2021年度比
△70%（2030年度）

100%

オフィス・商業等用途の
大型ビル※4におけるグ
リーンビルディング等の
環境認証※5取得率

食品廃棄量

客室の特定20品目のプラ
スチック使用製品の一人
当たりの提供量

阪急阪神ホテルズ

阪急阪神ホテルズ

阪急電鉄
阪神電気鉄道
阪急阪神不動産

100％

2013年度比△76％

2021年度比△46％

100%
※対象物件
・神戸三宮阪急ビル［DBJ3つ星］
・大阪梅田ツインタワーズ・サウス
  ［DBJ5つ星］

阪急電鉄
阪神電気鉄道
阪急阪神不動産

食品廃棄物の増加が問題視されている中、「食」を扱う事業会社として積極的にその削減に取り組むことで、
持続可能な社会づくりに貢献するため

マイクロプラスチックによる環境破壊が問題視され、世界的に脱プラへの関心が高まる中、プラスチックの削減に積極的に
取り組むことでお客様からの期待に応え、持続可能な社会づくりに貢献するため

※3 ZEH-M Oriented（ゼッチ・マンション・オリエンテッド）：一次エネルギー消費量（2016年の省エネ基準で定められた「暖房」「冷房」「換気」「照明」「給湯」に係るエネルギー消費量）において、共
用部を含むマンション全体の消費量を20%以上削減するマンションのこと

※4大型ビル：2020年度以降竣工・延床面積30,000㎡以上のビル（他社共有物件等除く。）

※5環境認証：DBJ、CASBEE、BELS、LEED等の環境認証制度

人ʑΛັྃ͢ΔʮເʯͱʮײಈʯΛϓϩσϡʔε

当事業を取り巻く環境

エンタテインメント市場では、リアルでしか味わえない「五
感で感じる臨場感や高揚感」や「顧客同士の一体感」といった
体験の価値がさらに高まるなど、ライブエンタテインメントが
活況を呈しています。
スポーツ事業では、2024年シーズン終盤まで首位争いを
演じた阪神タイガースが、2025年シーズンには2年振りの
リーグ優勝を果たし、本拠地である阪神甲子園球場を中心

リアル体ݧの価஋の͞Βなるߴ·Γに対Ԡ͠てい͘

Τ ンλテインメントࣄ 業
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機会とリスクを
踏まえた設定理由

「ジオ（マンション・戸建）」
の購入検討意向度及び入
居者満足度

・購入検討意向度※1

・入居者満足度

・購入検討意向度

・入居者満足度

近畿圏マンション：近畿圏にお
けるブランドの中で1位維持
首都圏マンション：首都圏に
おけるブランドの中で7位以内
（2030年度）

近畿圏マンション：90%以上の継続
首都圏マンション：90%以上
(2030年度）
近畿圏戸建：90%以上(2030年度）

近畿圏マンション：
1位/18ブランド
首都圏マンション：
9位/17ブランド

近畿圏マンション：94%
首都圏マンション：97%
近畿圏戸建：95%※2

お客様の多様な価値観
に応え、快適さや感動
を提供し、地域の活性
化につながる暮らしの
提案・まちづくりの推
進による顧客満足度の
向上を推進

ASEAN諸国における
住宅分譲戸数（累計） 着実な増加を目指す

阪急電鉄
阪神電気鉄道
阪急阪神不動産

阪急阪神不動産

約67,920戸
（タイ31、ベトナム23、
インドネシア7、フィリピン6、
マレーシア1（千戸））

・多様化するお客様の価値観やニーズに応える暮らしの提案、地域活性化や次世代まちづくりにより、顧客満足度と当社
   ブランドへのロイヤリティ向上を図るため
・国内で蓄積してきたノウハウをASEAN諸国に展開して現地のまちづくりに貢献することで、海外においても当社グループ
   のブランド価値向上と将来の顧客の開拓につなげていくため

ະདྷ΁ͭͳ͕Δ
฻Β͠ͷఏҊ

※2 2023年4月～2024年3月に引き渡したジオガーデンが対象

※1購入検討意向度：阪急阪神マーケティングソリューションズのウェブ調査による。

※1全国各地の映画館での有料ライブ中継
※2ネット回線を利用し、ご自宅でテレビやスマートフォン等で視聴することができる有料ライブ配信（2020年度から開始）

2024
実績

2025
（予想）

（年度）

200

150

100

50

0

（億円） （億円）
800

600

400

200

0

826 825

141

2021
実績

2022
実績

2023
実績

629
723

93
126

114

840

107

営業収益（左軸） 営業利益（右軸） 業態別営業利益（別途、本社費等あり） ステージ
スポーツ

2024
実績

（年度）

112

48

2025
（予想）

101

32

100

27

2021
実績

2022
実績

2023
実績

37

69
74

68

（億円）
200

150

100

50

0

に、多くのファンの皆様にご来場・応援いただいています。
ステージ事業では、2025年7月に宝塚歌劇団を法人化し、
サステナブルな事業基盤を構築するとともに、良質な作品を
安定的に供給できる体制の強化に努めています。宝塚歌劇
は2025年に111周年を迎えました。今後も、新しい時代に
相応しい形へと絶えず進化させ、将来にわたって“夢”と“感
動”を提供し続けます。

௕ظ経営ߏ૝に基ͮ͘Τンλテインメントࣄ業のઓུ

1. 「阪神タイガース・阪神甲子園球場」ブランドの価値最大化
ɾৗʹ༏উ૪͍Λ͢ΔνーϜͮ Γ͘ɺࡕਆࢠߕԂٿ৔ɾࢠߕԂΤϦΞͷັྗ্޲ͱελδΞϜϏδωεͷ֦େ

2.「タカラヅカ」ブランドの価値最大化
ɾαεςφϒルͳجۀࣄ൫ͷߏஙɺܶ৔ެԋͷ඼࣭΍ັྗͷҡ࣋ɾ্޲ฒͼʹܶ৔αーϏεͷ্޲
�σδλルٕज़Λ׆༻ͨ͠ίϯςϯπۀࣄͷੵۃల։ɺ৽٬֫ސنಘΛݟਾ͑ͨ٬ސ઀఺ͷڧԽ

3. その他エンタテインメント事業、レジャー事業の成長推進
ɾԻָۀࣄɺ࿡ۀࣄࢁߕɺԋܶۀࣄ౳ͷ֦େ

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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長期経営構想に基づくエンタテインメント事業の取組

2025年に創設90周年を迎えた阪神タイガースは、「鼓動を
鳴らせ。虎道を進め。」をキャッチコピーとして、記念事業を展
開するなど、アニバーサリーイヤーを盛り上げています。また、
3月には、新たなファーム施設「ゼロカーボンベースボールパー
ク」が開業。練習環境を大幅に充実させ、さらなる強いチーム
づくりを目指していきます。
一方、阪神甲子園球場においては、球場内の通信環境の強
化、電子チケットの導入などのデジタル対応により利便性の
向上を図るほか、銀傘（内野の一部座席を覆う屋根）をアルプ
ススタンドまで拡張する計画も推進し、さらなる安心・快適
な観戦環境の提供に努めています。

宝塚大劇場では、2025年3月に劇場館内の「ショップ＆レ
ストランゾーン」のリニューアルを実施しました。対象エリア
の内装デザインを統一するとともに、分散していた店舗・サー
ビス機能を再配置し、ご観劇前後の時間をより楽しく快適に
お過ごしいただける空間を提供します。

　長期経営構想では、事業戦略における取組の方向性の一つとして「コンテンツの魅力の最大化と新コンテンツの開拓」を掲げてお

り、エンタテインメント事業においては、コンテンツ自体の価値を磨き上げるとともに、デジタル技術の活用等による顧客層の拡大や

配信・関連商品など、新たな収益源の拡大を目指します。

ڙ৔なͲັྗ͋;ΕるコンテンπのఏٿԂࢠߕਆࡕ・ਆλイガースࡕ˙

˙ܶ৔Ϗジネスのັྗの࠷େԽ

また、拡大するインバウンド需要を取り込むべく開業した
「THE SUMO HALL 日楽座 OSAKA」は、相撲の魅力を
気軽に楽しめる体験型施設としてご好評いただいていること
から、2026年1月、東京・銀座に2号店「THE SUMO LIVE
RESTAURANT 日楽座 GINZA TOKYO」を開業することを
決定しました。粋な相撲エンタテインメントを軸に、和食や灘
の銘酒を融合させた唯一無二の体験を創出し、東京滞在中に
いつでも相撲文化に触れられる、新たなランドマークを目指
します。

また、2029年度に開業予定である「八重洲2丁目中地区第
一種市街地再開発事業」の再開発ビルにおいては、最新の設
備を備えた約1,300席の劇場を新設。高い交通利便性を有す
る本劇場において、これまでの劇場経営・運営で培ったノウ
ハウやネットワークを最大限活用し、ミュージカルや演劇・宝
塚歌劇・コンサートなど、世界にも発信できる様々な演目の
上演を通じて、より多くのお客様に夢と感動をお届けします。

リニューアルした宝塚大劇場のロビー

日楽座ロゴ

新劇場イメージ（外観）

重要テーマ アクションプラン 非財務KPI 目標値 2024年度実績範囲

エンタテインメント事業の非財務KPI

劇場係員の接客スキルの向上を
目指した研修の実施

阪神甲子園球場におけるナイ
ター照明・場内照明のLED化、
銀傘の太陽光発電の運用、カー
ボンオフセット試合の実施

学校団体への積極的な宝塚歌
劇の観劇機会の提供

映画館等でのライブビューイング
や携帯端末等へのライブ配信の
実施など、デジタル技術や配信
サービスを活用した取組の推進

タイガースアカデミー※1を通じ、
子どもたちに野球の本格的な魅
力に触れてもらう機会を提供

コミュニケーションツール等を
活用した多言語対応（英語・中
国語・韓国語の3カ国語対応）

飲食売店の飲食包材のバイオマ
ス素材への変更、レジ袋削減に
向けた取組の実施

キッズセミナー等の若年層を対
象としたイベントの実施

YouTube等を活用した、舞台
映像等のコンテンツの配信

場内施設や案内表示の整備・改修

メディアとの連携も活用した、
宝塚歌劇団OGによる講演会や
セミナーの実施

「タカラヅカ・スカイ・ステージ※3」
による映像の配信

最新技術を活用したサービス導
入の検討

プラスチックカップの回収及び
リサイクルの推進

宝塚音楽学校における宝塚コド
モアテネ※2の継続開催

YouTube等を活用した映像の配信

障がい等、身体に事情をお持ちのお客様や、外国からお越しのお客様等、様々なニーズに配慮し、誰もが安心・快適に観
劇できる劇場を実現するとともに、観劇機会の提供を広げることで、宝塚歌劇をはじめとする演劇の顧客層を拡大するため

阪神甲子園球場において環境面での取組を推進するとともに、それらを包括的に外部に発信することにより、脱炭素社会
や循環型社会の実現に貢献するため

次代を担う若年層や女子野球の育成などを通じた「野球振興」に取り組み、野球ファンの裾野を拡大するため

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

ユニバーサルサービスに
関する研修の実施回数

飲食包材における脱プラ
包材の使用率

プラスチックカップの回
収率

公演及びその関連プロ
グラムを体験する学生・
児童数

ライブビューイング、ライ
ブ配信の観劇・視聴者数、
タカラヅカ・スカイ・ス
テージ加入者数（世帯）、
YouTubeチャンネル登録
者数等の合計

「タイガースアカデミー」
におけるベースボールス
クールのクラス数

各年1回
（宝塚大劇場、
東京宝塚劇場、
梅田芸術劇場）

プロ野球・高校野球:
各70%
（2030シーズン）

70%
（2030シーズン）

6万人以上
（毎年度）

80万人以上
（毎年度）

60クラス以上を
将来的に維持

阪急電鉄
梅田芸術劇場

阪神電気鉄道
阪神タイガース
ウエルネス阪神

阪急電鉄
梅田芸術劇場
タカラヅカ・
ライブ・ネクスト
宝塚音楽学校

阪急電鉄
宝塚クリエイティブアーツ
宝塚舞台
宝塚音楽学校

阪神タイガース

宝塚大劇場:年1回
東京宝塚劇場:年1回
梅田芸術劇場:年1回

プロ野球：50％
高校野球：52％
（2024シーズン）

46%（2024シーズン）

約4.4万人
（公演・関連プログラム体
験者数、宝塚音楽学校受験
者数、宝塚コドモアテネ生
徒数）

約89万人

68クラス

҆શ・̓ ৺ͷ
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※1タイガースアカデミー：2018年度に設立した、子どもを対象に野球やダンスを指導するスクール事業
※2宝塚コドモアテネ：小学4年生～中学2年生（毎年40名）を対象に、宝塚音楽学校の教員が声楽・バレエ・日本舞踊を指導するスクール
※3タカラヅカ・スカイ・ステージ：CS放送・ケーブルテレビを通じて、公演舞台映像や出演者が登場するオリジナル番組等を視聴できるサービス

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

・舞台芸術と触れ合える機会を若年層に提供し、豊かな感性や想像力等を育むなど、文化教育に貢献するため
・宝塚音楽学校の魅力を発信することで、多くの子どもたちに夢を提供し、また、入学後の充実したカリキュラムにより、
   夢を叶える支援を行うとともに、人材育成に貢献するため

・幅広い地域の方々や劇場に足を運べない方々にも、進化するデジタル技術の活用等を通じて、
   より身近に宝塚歌劇に親しんでいただくことで、舞台芸術に触れる機会を創出していくため
・全国各地に宝塚音楽学校の魅力を発信し、子どもたちに舞台に立つ夢を伝え、夢や希望のある社会づくりに貢献するため

阪神タイガース90周年ロゴ

（参考特集②） P.35

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報

55 56Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2025 Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2025

ηάϝンτผઓུ



৘報・௨৴ٕज़ͷ׆༻Λ௨ͯ͡ɺࣾ 会ͷൃలʹݙߩ
৘ 報 ・通 ৴ ࣄ 業

ʢ஫ʣ�����年౓ͷ௨ۀظ੷༧૝ʹ͍ͭͯ͸ɺ����年�݄�1೔ൃදͷ情報ʹ͍͍ͯͮج·͢ɻ

当事業を取り巻く環境

長期経営構想に基づく情報・通信事業の取組

情報サービス事業は、AIやIoTをはじめとする新たな技術
の進展に伴い、社会環境の変化に対応した複合的かつ高度
なサービスの提供が求められており、情報サービスの市場は
今後も成長が見込まれています。また、企業や自治体のDX・
省エネ・安全などに関連する投資がより一層高まることが想
定されます。交通分野における鉄道の安全・安心に対する関
心の高まりに応じたニーズなど、さらなる成長に向けて、今後
も社会の変化によって生じる新たなニーズを捉えて需要につ
なげていくことが重要です。
放送・通信事業は、インターネットサービスを中心に引き

ٕज़ֵ৽とと΋に֤ࣄ業のࢢ৔͸֦େ基ௐ

続き堅調な推移が見込まれるとともに、今後も増加が予想さ
れる通信需要に対応するため、通信技術の進歩やデータセン
ターのニーズの増加を事業機会と捉えています。
あんしん・教育事業は、見守りサービスにより子どもの安
全を確認したいという保護者のニーズの高まりや、小学校で
のプログラミング教育必修化、STEAM教育※の推進などによ
り今後も市場のさらなる拡大が見込まれます。

※STEAM教育：
「Science：科学」、「Technology：技術」、「Engineering：工学」、「Art：教養・芸術」、
「Mathematics：数学」の頭文字をとった言葉で、これらの各教科での学習を実社会
での課題解決に生かしていくための教科横断的な教育

情報サービス事業1.

2.

3.

放送・通信事業

あんしん・教育事業

௕ظ経営ߏ૝に基ͮ͘৘報・通৴ࣄ業のઓུ

ɾ社会ͷมԽʹΑΔ৽ͨͳχーζΛత֬ʹଊ͑ɺ%9ʹΑΓ社会త՝୊Λղܾ͢Δ͜ͱͰɺۀࣄʹؔΘΔ
��ʮ͢΂ͯͷͻͱΛসإʹ͠·͢ʯΛ࣮͢ݱΔɻ

ɾ์ૹɾ௨৴ωοτϫーΫͷ͞ΒͳΔ֦ॆʹΑΓɺ஍Ҭͷ情報ΠϯϑϥΛ͑ࢧɺχーζʹԠ͖ͨ͡Ί͔ࡉͳ௨৴αーϏεΛ
���௕҆ظఆతʹఏ͢ڙΔͱͱ΋ʹɺ஍ҬϝσΟΞͱͯ͠ ஍Ҭͷੑ׆Խ΍ϒϥϯυՁ஋دʹ্޲༩͢Δɻ

ɾ๛෋ͳ࣮੷Λ༗͢Δ҆৺ɾ҆શιϦϡーγϣϯͷ։ൃɾల։΍ɺϩϘοτプϩグϥϛϯグΛ௨ͯ͡ഓͬͨ
���࣭ͷڭ͍ߴҭͷఏڙʹΑΓɺ஍Ҭ社会΁ͷݙߩΛՌͨͯ͠ ͍͘ɻ

情報サービス事業では、ＥコマースやWeb制作などのイン
ターネットビジネスに加え、当社グループの一員として長年培っ
てきた鉄道やスマートビルなどの社会インフラに関するシス
テム開発を幅広く行い、社会に安心と快適をお届けするとと
もに、先進的なデジタル技術を活用することでお客様のDX
をさらに推進しています。2024年9月にはグラングリーン大
阪の北館において、携帯電話事業者向け4G/5Gインフラシェ
アリングサービスの提供を開始しました。これにより建物内
における省スペース化、省電力化に貢献するとともに、屋内の
通信環境の効率的な整備を実現しています。
このように、鉄道事業で培った電気・通信技術のノウハウ
を基盤に、ITの活用を通じたソリューションを提供できる強
みを活かすとともに、先進的な技術やノウハウ、人材といった
経営資源に加え、市場の成長力を取り込み、事業領域を拡大
させるため、M&Aに戦略的に取り組んでいきます。これにより、

あんしん・教育事業では、子ども向けロボットプログラミン
グ教室「プログラボ」において、一人でも多くの子どもたちの
「夢を実現するチカラ」を育めるよう良質なプログラミング教
育を実施しています。その結果、2025年にはオリコン顧客満
足度調査の「子どもプログラミング教室」部門で2年連続総合
第1位を受賞するなど、外部からも高い評価を得ています。今
後も教育プログラムをより一層向上させ、次世代を担う子ど
もたちにより質の高い教育を提供します。

Ճ଎する%9ध要の取ࠐΈ΍.�"にΑΓ
͞Βなるརӹの৳௕Λ実ݱ

࣍ੈ୅Λ୲͏ࢠͲ΋ͨͪに対する࣭のߴいڭҭのఏڙ

重要テーマ アクションプラン 非財務KPI 目標値 2024年度実績範囲

情報・通信事業の非財務KPI

京阪神地域及び首都圏におい
て、防災に関する協定を締結す
る自治体の獲得に向けた取組の
強化

あんしん事業の主軸である「登
下校ミマモルメ※2」において、競
合との差別化を図る上位サービ
スであるGPSサービスの拡大

情報セキュリティに関する外
部認証（プライバシーマーク、
ISMS※4）の取得

地域BWA事業の用途の一つと
して、機会を捉えた「まちなかミ
マモルメ※3」サービスの拡大

・地域の通信インフラ事業者として、災害発生時に迅速かつ適切に対応し、地域の安全・安心に貢献するため
・地域BWA※1事業の拡大に向けて、自治体のニーズ（防災・減災、防犯など）への対応を強化するため

・安全・安心への関心の高まりに応えることで、沿線価値向上に寄与するため
・グループの無線・有線の通信ネットワーク、外部回線及び施工のノウハウ等を活用し、サービスの拡大を図るため

・情報・通信事業者として、個人情報及び電子情報の取扱いに万全を期し、お客様からの信頼を強化するため

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

防災協定締結自治体数

GPSサービス及び「ま
ちなかミマモルメ」等
の見守りサービスの提
供自治体数

情報セキュリティに関
する外部認証（プライ
バシーマーク、ISMS）
の取得状況

―
（実績をモニタリング）

―
（実績をモニタリング）

―
（実績をモニタリング）

ベイ・コミュニケーションズ
BAN-BANネットワークス
阪神ケーブルエンジニアリング
アイテック阪急阪神

ミマモルメ

アイテック阪急阪神、ユ
ミルリンク、アールワー
クス、日本プロテック、ベ
イ・コミュニケーション
ズ、姫路ケーブルテレビ、
BAN-BANネットワーク
ス、阪神ケーブルエンジ
ニアリング、ミマモルメ

ベイ・コミュニケーションズ：
4自治体

BAN-BANネットワークス:
4自治体

阪神ケーブルエンジニアリング：
17自治体

アイテック阪急阪神：7自治体

GPSサービスの提供：
45自治体

まちなかミマモルメの提供：
7自治体

アイテック阪急阪神、ユミルリン
ク、アールワークス、日本プロテッ
クはプライバシーマーク・ISMSと
も、ベイ・コミュニケーションズ、
姫路ケーブルテレビ、BAN-BAN
ネットワークス、阪神ケーブルエ
ンジニアリング、ミマモルメはプラ
イバシーマークのみ

҆શ・̓ ৺ͷ
௥ٻ
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※1地域BWA：広帯域移動無線アクセスのシステム
※2登下校ミマモルメ：校門に設置したセンサーとランドセルに入れたICタグが連動して、子どもたちの登下校の状況をアプリや携帯電話へお知らせするサービス
※3まちなかミマモルメ：発信機（ビーコンタグ）を持った家族が、学校や交差点など、まちなかに設置されたビーコン受信機付近を通過すると、アプリ又はメール通知でお知らせするサービス
※4 ISMS：情報セキュリティマネジメントシステム

๛͔ͳ
·ͪͮ͘Γ

情報サービス事業の非連続な成長を実現するとともに、社会
の変化によって生まれる新たなニーズに応え、社会的課題の
解決に貢献していきます。
これらに加え、放送・通信事業やあんしん・教育の規模拡
大等により、今後も情報・通信事業の営業利益は着実に伸長
すると見込んでいます。

営業利益（右軸）営業収益（左軸）

2024
実績

（年度）

200

150

100

50

0

（億円） （億円）
800

600

400

200

0

646

61

2025
（予想）

701

69

739

78

2021
実績

2022
実績

2023
実績

592 604

59 59

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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当事業を取り巻く環境

長期経営構想に基づく旅行事業の取組

旅行市場においては、訪日外国人の加速的な増加により、
観光産業や地域経済の活性化が進みました。一方、日本人の
旅行動向については、国内旅行は概ね堅調だったものの、物
価上昇に伴う消費者の節約志向、円安、燃油の高止まりなど
から、当社の2024年度の海外旅行の売上高は、コロナ禍前
の7割程度の回復となりました。
こうした状況の中で、阪急交通社では、スピードを重視した
商品企画と販売を通じて市場の変化に対応し、顧客のニーズ
に応じた商品の開発・提供を進め、新規顧客を獲得するだけ
でなく、顧客との関係性を深化させることで市場の拡大に取

ཱྀ行ध要のଟ༷Խとιリューシϣンࣄ業のڧԽ
り組みました。また、企画性の高い周遊型商品の販売を国内
外で強化するとともに、国内旅行を中心に高付加価値商品の
開発・販売に注力することで、事業基盤の強化に取り組んで
います。
また、コロナ禍における自治体からの支援業務の受注を契
機としたつながりを活かして、新たな課題やニーズに応えるソ
リューション事業の事業機会を捉え、行政や自治体との連携
強化を図っています。

1.

2.

௕ظ経営ߏ૝に基ཱྀͮ͘行ࣄ業のઓུ

旅行事業では、国内旅行・海外旅行をこの先も中核事業と
位置付け、添乗員付きグループツアーにおいて「市場での圧
倒的No.1」の地位を確立するとともに、中長期的な視点で、
旅行モデルの多様化に積極的に取り組むこととしています。
これに向けては、四季折々の祭りやイベントを組み込んだ付

旅行事業では、経営基盤の強化に向けて、ポストシニアな
ど新たな顧客層の獲得に努めるほか、顧客ニーズに応じた商
品の提供によって顧客との関係性を深化させることで、市場
の拡大に取り組みます。また、長期経営構想の事業戦略にお
ける取組の方向性の一つ「ビジネスソリューションへの注力」
のとおり、コロナ禍で構築した各自治体とのつながりを活かし、
各自治体との災害時における連携協定を結ぶなど、自治体が

த֩ࣄ業Ͱ͋るࠃ内ཱྀ行・ւ外ཱྀ行のڧԽ

த௕ظ的な੒௕に向けͨ経営基൫のڧԽ

重要テーマ アクションプラン 非財務KPI 目標値 2024年度実績範囲

旅行事業の非財務KPI

重大事故対応マニュアルや各種マニュア
ルの整備（気候変動に伴う自然災害の激
甚化も考慮し、災害発生時の対応を記載
したBCPも必要に応じて改訂）

従業員と取引先に対する安全運行の啓蒙

安全運行に関する情報の発信

ツアー参加者へのアンケートの実施

お客様相談室・カスタマーセンターの体
制の充実

従業員によるツアーモニターや新コースの
初回催行時のチェックによる品質の改善

海外安全運行会議の現地での実施

コールセンターやウェブ等の受付窓口に
おける対応の改善

取引先の評価

自治体と連携した地域振興につながる旅
行の企画
（国内長期滞在の旅、インフラ見学ツアー、
地域密着型で現地集合・解散のツアー等）

「阪急たびコト塾※」における地域振興・
文化振興に関するセミナーの開催

一般社団法人地域未来企画による地域
振興支援

ツアー運行中における事故や自然災害発生時に、迅速かつ適切に対応することにより、お客様の信頼を得て、
当社グループのブランド価値向上を図るため

自治体・当方の両者にとって有益な連携を強化し、旅行の重要な要素である地域や文化の魅力を積極的に発信することで、
地域活性化に寄与するため

「旅行」という形のない商品に関して、お客様の声に真摯に向き合い、多様化するニーズに応えることで、
顧客満足度を向上させ、商品価値のさらなる向上を図るため

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

重大事故報告件数

連携自治体等の数

アンケートの満足度

ゼロの継続

年間300団体
（2030年度）

・顧客満足度
  （2030年度）
   海外/添乗員あり: 90%
   海外/添乗員なし:90%
   国内/宿泊:85%
   国内/日帰り:85%

阪急交通社

阪急交通社

阪急交通社

0件

380団体

・顧客満足度
  海外/添乗員あり：92％
  海外/添乗員なし：85％
  国内/宿泊：84％
  国内/日帰り：83％

҆શ・̓ ৺ͷ
௥ٻ

※阪急たびコト塾：旅に役立つノウハウや旅を楽しむための情報を発信するため、阪急交通社が東京・大阪をはじめ全国で主催する座学・体験講座

ʢ஫ʣ����年౓ͷ௨ۀظ੷༧૝ʹ͍ͭͯ͸ɺ����年�݄�1೔ൃදͷ情報ʹ͍͍ͯͮج·͢ɻ

Ψόφϯεͷ
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ະདྷ΁ͭͳ͕Δ
฻Β͠ͷఏҊ

募集型企画旅行の競争力強化

経営基盤の強化

ɾࠃ಺ɾւ֎グループπΞーͷ͞ΒͳΔڧԽʗಛԽܕʢςーϚܕʣͷ঎඼ڧԽʗഔମͷ֦େʢσδλル෼໺ͷ׆༻ʣʗ
Խڧ٬઀఺ͷސ���

ɾΠϯό΢ϯυध要ΛऔΓࠐΉ๚೔ཱྀߦͷڧԽʗιϦϡーγϣϯۀࣄͷڧԽ

加価値の高い商品の開発を進めるほか、日本各地の旬の食
材を活用したグルメツアーやオールインクルーシブのリゾー
トホテルに宿泊するツアーなど、消費者の需要を喚起する商
品の開発に努めています。また、海外旅行では、需要回復が
進むアジアや、円安の影響が比較的軽微なトルコ・エジプト
の販売を強化したほか、周遊型旅行の需要が高い欧州や北

米についても募集告知を継続的に行うなど、魅力的な商品の
企画に取り組んでいます。
2025年度においては、大阪・関西万博を組み込んだ全国

発旅行商品によって、日本在住者のみならず、訪日外国人に
向けても、大阪・関西万博に加えて日本各地の歴史や文化、
各地の郷土料理を楽しんでいただけるツアーの販売に注力し
ています。

持つ課題の解決を事業につなげるソリューション事業を着実
に進めています。そのほか、大阪・関西万博の見学ツアーなど、
高まる訪日旅行（インバウンド）需要の積極的な取込みを図っ
ています。
加えて、DX化を推進し、デジタル技術を活用することで業

務体制の効率化と顧客データ分析による募集効率の向上を
図り、競争力をさらに強化していきます。
こうした取組を通じて、生産性の向上を図りながら新たな
価値を創造し、長期にわたる安定的な経営基盤の構築を図り
ます。

2,500
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1,500
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0
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0
-50
-100

（億円）

2024
実績

2025
（予想）

2021
実績

2022
実績

2023
実績

（年度）

（億円）
3,000 300
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1,914
2,169

50

△57

153

2,611

53

2,800

53

営業利益（右軸）営業収益（左軸）

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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当事業を取り巻く環境

長期経営構想に基づく国際輸送事業の取組

アメリカの通商政策の不確実性や地政学リスク等により、
グローバルでのサプライチェーンの動向は見通しの難しい状
況が続いています。
このような状況のもと、阪急阪神ホールディングスの長期
経営構想の実現に向けて国際輸送事業は「お客様のサプライ

お٬༷のグϩーバルͰのサプϥイνΣーンマネジメント（4$.）の՝୊Λղ決

チェーンマネジメント全体の課題解決により、グローバルに
高品質な価値を提供するロジスティクスパートナーへ成長す
る」を目指すべき姿に掲げ、世界中に広がる阪急阪神エクス
プレスのグローバルネットワークを活かして、強化する産業と
拠点での成長を自社の成長に取り込んでいきます。

1.

2.

௕ظ経営ߏ૝に基ͮ͘ࡍࠃ༌ૹࣄ業のઓུ

これまで幅広いお客様にご支持いただくことに注力してい
ましたが、その中でも特に集中すべき領域について、お客様
のSCM全体に物流サービスを提供できるように、危険品や
保冷品、非居住者在庫等、取扱いの難しい商材へのノウハウ
を他社との差別化のツールとして高め、これを突破口として
事業規模を拡大させます。足元で進めているグループ全社で
のシステム統合は、お客様への迅速な情報提供や、注力する
ビジネスの明確化等に効力を発揮すると期待しており、併せ
て業務フローの統一による労働生産性の向上も進めます。

フォワーディング業界では、コロナ禍においてSCMの混乱
に対処するため高収益であった一方、その間のお客様の在庫
の積み上げにより、足元では厳しい競争環境が続いています。
そのような中、速やかに業績を回復させるため、改めて当社
グループの主要なお客様で相応の規模が見込まれる自動車
産業や機械・建機のSCM全体でのシェア拡大に注力します。
併せて、今後も成長が期待される半導体や次世代モビリティ
への取組も加速します。
拠点については貨物の集約による混載効果を拡充するため、

現在でも相応の取扱のあるアメリカ、シンガポール、タイでの
シェア拡大を図るとともに、成長地域として、アフリカ・インド・
中東、メキシコでのSCM全体での深化を進めます。そのため
には、現地でのロジ倉庫の充実も重要であるため、不動産事
業とも連携して拡充に取り組みます。

「ϩジʷϑΥϫーσィング」の相৐効ՌにΑる٬ސの
4$.શ体ͰのシΣア֦େ

Λ࣠とͨ͠બ୒とूத「఺ڌ」と「業࢈」

業͕ల։するグϩーバルネοトϫークࣄ༌ૹࡍࠃ

重要テーマ アクションプラン 非財務KPI 目標値 2024年度実績範囲

国際輸送事業の非財務KPI

BCPの整備

通関品質の向上

エッセンシャル産業として、災害発生時にも物流を止めない体制を構築することで、事業への信頼を高め、
社会に貢献するため

通関業者として水際対策に努め、安心・安全な社会の維持に貢献するため

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

BCPの整備率

通関誤謬率

100%

0.1%程度の維持

阪急阪神エクスプレス
阪急阪神ロジパートナーズ

阪急阪神エクスプレス

両社とも整備済み

0.05%

҆શ・̓ ৺ͷ
௥ٻ

҆શ・̓ ৺ͷ
௥ٻ

ʢ஫ʣ����年౓ͷ௨ۀظ੷༧૝ʹ͍ͭͯ͸ɺ����年�݄�1೔ൃදͷ情報ʹ͍͍ͯͮج·͢ɻ

「ロジスティクス（ロジ）×フォワーディング」の相乗効果による顧客のSCM全体でのシェア拡大

「産業」×「拠点」を軸にした選択と集中

1,800

1,200
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0
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（2025年�月1日現在）

● ロジスティクス事業の強化
　ෆಈۀࣄ࢈のւ外ਐ出の଍ֻ͔りとして、2016年にΠϯυωγΞ૔ݿを、2017年にγϯΨϙー
ル૔ݿをそれぞれ։ઃし、当ۀࣄはΞϯΧーςφϯτとしてۀࣄのڧԽに౒めて͖ましͨ。まͨ、
201�年の੒ాࡍࠃϩδεςΟΫεηϯλー、202�年のࡍࠃؒ࠲ϩδεςΟΫεηϯλー౳、͓ ٬༷
のχーζを取りࠐΉ෺ྲྀࢪઃをࠃ಺外で֦充して͖ましͨ。ޙࠓも、஫力するڌ఺をத৺にϩδε
ςΟΫεۀࣄのڧԽに౒めてい͖ます。

　2025年6月 に Φ ーετ ϥϦ Ξ の*/5&3/"5*0/"- $"3(0 &913&44 15: 
-5%�のશࣜגを取ಘし子会社としましͨ。201�年に取ಘしͨೆΞϑϦΧ・έχΞの
*/53"41&&%と߹Θせ、当社グループではੈքの主ཁな஍Ҭ΁のグϩーόルωοτ
ϫーΫのߏஙがྃ׬し、ੈ քを໘としてଊ͑ͨ෺ྲྀαーϏεを͓٬༷に提ڙで͖るΑ
͏になりましͨ。ޙࠓは、ڌ఺΍ػ能をਂԽ͞せる取૊をਐめてい͖ます。

● アフリカ・インド・中東での事業強化
　*/53"41&&%ೆΞϑϦΧ・έχΞの子会社Խ以߱のۀࣄ
੒௕にΑり、当社のΞϑϦΧϏδωεはଟ͘の͓٬༷の͝ࢧ
࣋をいͨͩいています。੒௕༨力を有するΠϯυ、த東のத
、࿈๜の現஍法ਓとซせてࠃ఺であるΞϥϒट௕ڌ๵қܧ
当社のۀࣄ੒௕のڧΈとで͖るΑ͏ҭ੒してい͖ます。

● オーストラリア連邦のフォワーダー買収

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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Con t e n t s

K e y  p o i n t s

価஋૑଄Λࢧえる経営 基 ൫

C
ha

pt
er

6つの重要テーマ	マテリアリティ
に基ͮ͘、グループҰ体となͬͨサステナϒル経営のਪਐ

「長期経営構想」における環境分野の取組の方向性を明示し、新たにKPIを設定。
事業活動を通じた社会課題の解決に取り組んでいます。

当社グループの成長の源泉であり、「長期経営構想」の実現に欠かせない従業員の活躍。
3つの人材戦略のもと、人的資本の確保・充実に向けた幅広い施策を展開しています。

経営の透明性・健全性を一層高めることや、法令等の遵守、適時適切な情報開示等を通じて、コーポレートガバナンスの強化・充実を図っています。
今回、社外取締役6名全員のメッセージを掲載しました。

˔

˔

˔
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G
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サステナビリティ宣言

　当社グループは、持続的な成長を目指していくためのベースとして2020年に策定した「サステナビリティ宣言」に基づき、ESGに
関する取組をさらに加速させるとともに、事業を通じて社会課題の解決に努め、持続的な企業価値の向上、ひいては持続可能な
社会の実現を目指します。

※SDGsのアイコンは重要テーマに関連が強いものを先頭に掲載

https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/materiality/�theme

※人事総務室の担当執行役員は、リスクマネジメント推進室の担当執行役員も
　兼任しています。

サステナϒル経営のਪਐ

　私たちは、100年以上積み重ねてきた「まちづくり」・「ひとづくり」を未来へつなぎ、地球環境をはじめとする社
会課題の解決に主体的に関わりながら、すべての人々が豊かさと喜びを実感でき、次世代が夢を持って成長でき
る社会の実現に貢献します。

฻Β͠Λࢧえる「҆৺・շద」、฻Β͠Λ࠼る「ເ・ײ動」Λ、ະདྷへồ
ج
ຊ
ํ
਑
ồ

重要テーマ	マテリアリティ
と取組方針 4%(s�
関連する領域˞ ۩体的な取組の方向性

鉄道をはじめ、安全で災害に強い
インフラの構築を目指すとともに、
誰もが安心して利用できる施設・
サービスを日々追求していきます。

鉄道や営業施設における事故の撲滅と安全性の更なる向上

防災・減災に向けた取組の推進と災害発生時の迅速かつ適切な対応

さまざまな人々のニーズに配慮した、安心で快適な施設・サービスの充実

重要テーマに関する取組の進捗
状況の確認

●

● 当社グループのESG情報の開示
に対する評価分析

● サステナビリティに関する社会動
向の分析

● 上記を踏まえ、方針の策定と計画
の確認

次年度以降の計画や非財務KPIの達成に
向けた課題を確認

・

阪急阪神ホールディングス グループCEO

付議・報告 (重要なもの)

監督

方針提示 実施・報告

付議・報告（重要なもの）

グループ経営企画室 サステナビリティ推進部（主管）・
経営計画部・コーポレートコミュニケーション推進部、人事総務室

ܦ
Ӧ
ܭ
ը
ʹ
৫
Γ
ࠐ
Έ
෇
ٞ

阪急阪神ホールディングス 代表取締役、
グループ経営企画室担当執行役員、
人事総務室担当執行役員、委員長が指名する者

委員௕	議௕
・

・ہ຿ࣄ

・2月の委員会の後、3月のグループ経営会議
における審議を経て、取締役会で計画決定

9月の委員会の審議・決定事項を踏まえ、
各コア事業の実行計画への反映やアクション
プラン・非財務KPIの見直しを検討

3月に決定した計画・アクション
プランに基づき、非財務KPIの達
成に向けた具体的な取組を実施

非財務KPIの前年度の実績を確
認、グループ全体の経営計画に
反映すべき事項を審議・決定

①

②

③

①

②

③

④

⑤

⑥

①

②

③

④

⑤

⑥

①

②

③

④

⑤

①

②

③

④

⑤

①

②

③

④

人の交流を生み出す商業・ビジネスエリアの整備・拡大

女性が働きやすく、子育てしやすい沿線環境の整備

高齢者の健康寿命の増進に向けた施策の推進

訪日外国人・在住外国人のニーズに対応したサービスの提供

大学や研究機関・ベンチャー企業・地域コミュニティ等との協業・連携強化

自然と調和するライフスタイルを実現する商品・サービスの提案

地域の活性化や文化振興につながる商品・サービスの提案

多様な価値観に応え、快適さや感動を生む商品・サービスの提案

次代を担う若年層のための商品・サービスの提案

スポーツやエンタテインメントを通じた文化の創造と普及

ICTイノベーションを活かした既存サービスの改善と新規ビジネスの創出

働きがいの向上および労働環境の整備

健康経営の推進

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

人権の尊重およびハラスメントの防止

次世代を育成する機会の提供

CO2など温室効果ガスの排出量の削減

エネルギー効率の改善(省エネの推進)

再生可能エネルギー (太陽光発電など)の活用

環境配慮型建物(グリーンビルディング)の拡大

廃棄物発生の抑止およびリサイクルの推進

企業統治の実効性・透明性の向上

コンプライアンス･腐敗防止の徹底

気候変動リスクを含めたリスクマネジメントの強化

各ステークホルダーの意見を踏まえた事業遂行

「重要テーマ（マテリアリティ）のಛ定プϩセス」
グローバル共通の社会課題（SDGs・SASB等）と当社グループが特に対処すべき社会課題を基に、事業部門・外部有識者等へヒアリングの上、取締役会で決議しました。

良質な住環境の整備（優良な住宅の供給、緑地や公共スペースの整備、
文化・教育施設などの充実）

未来志向のライフスタイルを提案
し、日々の暮らしに快適さと感動
を創出します。

すべてのステークホルダーの期待
に応え、誠実で公正なガバナンス
を徹底します。

自然や文化と共に、人々がいきい
きと集い・働き・住み続けたくな
るまちづくりを進めます。

脱炭素社会や循環型社会に資する
環境保全活動を推進します。

多様な個性や能力を最大限に発揮
できる企業風土を醸成するととも
に、広く社会の次世代の育成にも
取り組みます。

҆શ・̓ ৺の௥ٻ

ະདྷへつな͕る
฻Β͠のఏҊ

ガバナンスの充実

๛͔な·ͪͮ͘Γ

保શのਪਐڥ؀

ҰਓͻとΓの活༂

サステナブル経営の推進体制

当社グループでは、2020年度からサステナビリティ推進委員会
(委員の構成等は右図のとおり)を、年2回(原則として9月・2月)開
催しています。同委員会では、サステナビリティに関する外部環境
(行政・投資家・他社の動向等)やESG評価機関の評価状況等を踏
まえ、当社グループのサステナブル経営の重要テーマに関する方針
を策定したり、取組の進捗状況について確認したりするほか、経営
計画に反映すべき事項等について審議・決定しています。
また、同委員会における審議内容は、グループ経営会議に付議さ
れるとともに、取締役会に報告してその監督を受けています。このよ
うに、グループ全体のマネジメント体制に組み込んで、サステナブル
経営を推し進めています。

　サステナビリティ推進委員会を中心に、事務局（主管）であるサステナビリティ推進部が経営企画部門・人事総務部門や各事業部門と
連携しながら、サステナブル経営のPDCAサイクルを回しています。

　6つの重要テーマ（マテリアリティ）を実現するために、グループ共通のほか、各コア事業でも非財務KPIを設定し、改善の取組を進
めています。

˙サステナϒル経営の1%$"サイクル

˙サステナϏリティਪਐ体制図

˙ඇࡒ຿,1Iの設定

グループڞ通の主なඇࡒ຿,1I

֤コアࣄ業のඇࡒ຿,1I

サステナϏリティਪਐ委員会
Ͱの報ࠂ・৹議ࣄ項

サステナϏリティ
ਪਐ委員会

P

C

A D

委員会（2݄）P

グループ֤社A

グループ֤社D

委員会（�݄）C

※主要6社：阪急電鉄・阪神電気鉄道・阪急阪神不動産・阪急交通社・阪急阪神エクスプレス・阪急阪神ホテルズ

重要テーマ 対Ԡϖージඇࡒ຿,1I 目ඪ஋ ൣғ

ᶃ҆શ・̓ ৺の௥ٻ

ᶇڥ؀保શのਪਐ

ᶆҰਓͻとΓの活༂

మಓۀࣄʹ͓͚Δ༗੹݅ނࣄ਺

ԹࣨޮՌΨεʢ()(ʣഉग़ྔͷݮ࡟཰
ʢ4DPQF̍ɾ̎ʣ

෺ഉग़غഇۀ࢈ ʢྔݐઃड஫ࣄ޻Λআ͘ɻʣ
ͷ連結ച্ߴൺ཰

һຬ଍౓ۀै

ঁੑ؅ཧ৬ൺ཰

ঁੑ৽࠾ن༻ऀൺ཰

ిྗͷ࠶Τωൺ཰

ゼロの継続

2035年度　2019年度比▲60％
2050年度　実質ゼロ

2030年度　2023年度比▲10％

10％程度まで向上（2030年度）

30%以上を継続

2035年度　90％以上 国内のみ

阪急電鉄・阪神電気鉄道・
北大阪急行電鉄・能勢電鉄

当社及び連結子会社

当社及び連結子会社

継続的に前回調査を上回る 当社及び主要6社※で2年に一度実施

当社及び主要6社

バリアフリー化率、
省エネ車両の比率など

౎ަࢢ通ࣄ業

P.46

ෆ動ࣄ࢈業

大型ビルのBCP対応率、
環境認証取得率、ZEH化率など

P.52

Τンλテインメントࣄ業

野球教室数、
児童・学生観劇者数など

P.56

৘報・通৴ࣄ業

防災協定締結自治体数、
情報セキュリティ認証状況など

P.58

ཱྀ行ࣄ業

ツアー参加者満足度、
連携自治体数など

P.60

業ࣄ༌ૹࡍࠃ

BCPの整備率、
通関誤謬率（の改善）など

P.62

取締役会

サステナϏリティਪਐ委員会

グループ֤社

グループ経営会議

委員・

P.46

P.87

P.68
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https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/materiality/#theme


重要テーマ
（マテリアリティ）

ඇࡒ຿,1I 目ඪ஋ ൣғ 2024年度実੷

温室効果ガス（GHG）排出量
（Scope１・２）

2019年度比60％削減（2035年度）
実質ゼロ（2050年度）（2025年3月公表） 当社及び連結子会社 2019年度比

10.4％削減

電力の再エネ比率 90％以上（2035年度） 国内のみ 22.3％

サプライチェーン上のGHG排出量
（Scope３） 算出を継続し、取引先と共に削減を検討 当社及び連結子会社 4,164,386t-CO2

鉄道事業（阪急・阪神）の
GHG排出削減貢献量※ モニタリングを実施 阪急電鉄

阪神電気鉄道 1,207,445t-CO2

沿線住民へのアンケートを通じた、
自然の豊かさによる地域の魅力度 モニタリングを実施 ー ー

特定地域（大阪梅田・六甲山など）の植物種数/
生物種数 モニタリングを実施 ー ー

産業廃棄物排出量（建設受注工事を除く。）の
連結売上高比率 2023年度比10％削減（2030年度） 当社及び連結子会社 2023年度比

5.9%削減

水平リサイクルやアップサイクル
（PETボトル・廃油等）のプロジェクト数 着実な増加及びプロジェクトの質の向上 当社グループ 11件

「未来のゆめ・まちプロジェクト」等を通じた環境
貢献活動への参加者数/市民団体助成数(累計) モニタリングを実施 当社グループ 延べ604,298人/

48団体

環境分野の取組で実現したいこと（実現イメージ）

　長期経営構想において、ステークホルダーの関心が高い社会課題である「地球環境問題」について、脱炭素に向けた取組に加え、
近年注目されている生物多様性・自然資本の保護や資源循環についても取組の方向性を明示しました。こうした方向性のもと、事
業活動を通じた社会課題の解決に取り組んでいきます。

阪急阪神ホールディングスグループは、よりよい地球・生活環境を次世代に引き継ぐため、事業活動による環境負荷を継続
的に低減するとともに、良質な商品・サービスを提供し、お客様に選ばれ続けることで、人々がサステナブルな行動を自然と
選択できる社会の実現を目指します。

・ エネルギーを効率的に利用するとともに、社会全体の脱炭素化を推進し、カーボンニュートラルに貢献します。
・ 地域の魅力向上につながる緑化、自然保護及び生物多様性の保全を推進します。
・ 省資源、廃棄物削減及びリサイクルを促進するとともに、より質の高いリサイクルに努めます。
・ お客様による環境貢献活動への参加機会の提供や、コミュニティ形成の促進に貢献します。
・ ステークホルダーとのエンゲージメントを通じ、社会の環境負荷低減に努めます。
・ 事業の環境に対する影響及び環境負荷※を把握し、開示するとともに、重要な項目については削減目標を設定のうえ、
　低減に努めます。
・ 環境法令及び国内・国際社会の環境に対する要請を正しく理解し、それを遵守します。
・ 従業員が、事業活動による環境負荷を理解し、環境基本理念及び環境基本方針に沿って行動するよう、意識向上に努めます。
   ※エネルギー、廃棄物、水使用量、大気汚染・水質汚染、化学物質・有害物質、騒音・振動等

ライフスタイルや価値観に合わせた環境配慮
型の商品・サービスを提供することで、社会
全体の温室効果ガス排出量を削減し、カーボ
ンニュートラルに貢献する。

健康や心の豊かさ・地域の価値向上などウェ
ルビーイングの充実につながる緑化・自然保
護・生物多様性の保全を推進する。

廃棄物の削減に加え、資源の有効活用・循
環を目指すリサイクル（水平リサイクル・アッ
プサイクルを含む。）を促進するとともに、よ
り質の高いリサイクルに努めていく。

؀ ڥ
Environmental

࣋ଓՄೳな社会に向けͨڥ؀෼໺の取組のਪਐ

基本理೦ڥ؀

基本方針ڥ؀

サプϥイνΣーンΛ௒えͨ
「社会શ体の୤୸ૉԽのਪਐ」

྘Խ・ࣗવ保ޢにΑる
「஍域のັྗ向上」

ഇغ෺のݮ࡟・リサイクルのଅਐΛ通ͨ͡
「と෇Ճ価஋向上のཱ྆ݮෛՙ௿ڥ؀」

長期経営構想における環境分野の取組

KPIと目標（グループ共通）

サプϥイνΣーンΛ
௒えͨ

「社会શ体の
୤୸ૉԽのਪਐ」

୤୸ૉ

྘Խ・ࣗવ保ޢにΑる
「஍域のັྗ向上」

ੜ෺ଟ༷性

ഇغ෺のݮ࡟・
リサイクルのଅਐ
Λ通ͨ͡

とݮෛՙ௿ڥ؀」
෇Ճ価஋向上のཱ྆」

॥؀ݯࢿ

୤୸ૉ ੜ෺ଟ༷性 ॥؀ݯࢿ

関連する領域

શൠ

環境負荷の見える化による環境貢献行動の促進や、お客様参加型の環境貢献活動メニューの整備、
活動を通じたコミュニティ形成を促進することで、共感・共創の輪を広げていく。

「੒のଅਐܗとコϛュχティڙ会のఏػՃࢀ」活動へのݙߩڥ؀ https://www.hankyu-hanshin.co.jp/download/sustainability/materiality/environment/long-term_future_concept.pdf
長期経営構想における環境分野の取組方針 :

　各取組方針のありたい姿や各事業における取組など、長期経営構想における環境分野の取組方針については
ウェブサイトで詳しくご紹介しています。

と΋に૑Ζ͏ɻ੅ΈΘͨるະདྷと、৺͸ͣΉ฻Β͠Λ

・2030年度を目標年度とする指標は以下のとおりです。
　当社及び子会社の国内事業所におけるCO2排出量（Scope1・2）　目標：2013年度比46％削減（2030年度）　2024年度実績：2013年度比37.6％削減

※鉄道事業（阪急・阪神）のGHG排出削減貢献量：削減貢献量とは、 製品・サービスの普及を通じ、 企業が社会全体のCO2を含む温室効果ガス排出削減にどれだけ貢献した
かという“ 貢献量 ”を定量的に評価しようという考え方。 温室効果ガス排出抑制の考え方の一つ。阪急電鉄・阪神電気鉄道の2社の路線（計約193km）を対象に算出。比
較対象は、対象路線のお客様の移動距離のすべてにおいて、自家用車の利用による移動が行われたと仮定した状況。鉄道脱炭素官民連携プラットフォームの利用促進・見
える化WGによる「旅客の鉄道利用に係るCO2排出量の算定ガイドライン」（2024年３月）に基づき算定（自家用車利用による輸送人キロあたりの CO2排出量は、国土交通省
ウェブサイト「運輸部門における二酸化炭素排出量」から引用）

P.69 P.75 P.81

©Hankyu Hanshin Holdings,Inc. All rights reserved.©Hankyu Hanshin Holdings,Inc. All rights reserved.

～長期経営構想における環境分野の取組方針について～

ともに創ろう。

澄みわたる未来と、心はずむ暮らしを

阪急阪神ホールディングス株式会社

2025年7月

（2025年10月改定）
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脱炭素

Scope別の比率 Scope3の内訳

Scope3

Scope3
排出量

千

91.0%

4,164 t -CO2

Scope1
2.3%

Scope2 その他
6.6%

カテゴリー4
7.8%

カテゴリー2
10.4%

カテゴリー1
70.0%

11.7%

Scope別の比率 Scope3の内訳

Scope3

Scope3
排出量

千

91.0%

4,164 t -CO2

Scope1
2.3%

Scope2 その他
6.6%

カテゴリー4
7.8%

カテゴリー2
10.4%

カテゴリー1
70.0%

11.7%

まずはベースとなるグループのエネルギー使用量の削減に向けて、
財務の健全性と投資効率をみながら、省エネの着実な推進に取り
組む。

技術革新の動向や事業採算性を踏まえて、創エネ(再エネ発電設
備等の導入)の検討を進める。

①、②の取組だけで目標を達成することが難しい場合は、再エネ電
力(環境価値)の購入によりカバーリングすることで対応していく。

　当社グループでは、エネルギー使用において、鉄道の運行
に係るエネルギーが約40％を占めるため、鉄道の運行におけ
る省エネの取組を重要視しています。例えば、阪急電鉄・阪
神電気鉄道では、車両機器メーカーとの開発協議などを行い
ながら、省エネ性能の高い車両の導入や更新に注力しており、
最新の省エネ性能が最も高い車両において、モーターに全閉

　2025年3月に策定した長期経営構想において、2050年カーボンニュートラルに向け、2050年度の温室効果ガス（Scope1・2）
排出量の目標を「実質ゼロ」と定めています。また、2035年度へ向けては、2019年度比60％削減を目標に掲げ、引き続き省エネ・
創エネの推進、再エネの活用に取り組んでいくほか、サプライチェーンを含めた取組による社会全体の脱炭素化を推進し、カーボ
ンニュートラルに貢献していきます。

　阪急バスでは、2021年10月から大阪大学学内連絡バスと
して2両のEVバスを導入しました。現在では千里営業所管
轄路線で2両、茨木営業所管轄路線で12両、猪名川営業所
所管で4両運行しています。阪神バスでも、2023年5月から
EVバス2両の運行を開始し、現在では合計6台運行していま
す。これは兵庫県内の乗合路線バスとしては初の事例となり
ます。阪急バス・阪神バスをはじめとしたグループ各社では、
従業員への教育をはじめ、アイドリングストップ装置のつい
た車両の導入やエコドライブコンテストの開催など、様々な
取組を通じて、エコドライブを推進しています。

サプライチェーンを超えた「社会全体の脱炭素化の推進」

カーボンニュートラルの実現に向けた基本的な取組方針

鉄道・駅における省エネの取組

EVバスの導入・エコドライブの推進

温室効果ガス（GHG）排出量のScope別の状況（2024年度）

①省エネの推進

②創エネの検討

③再エネの活用

省エネの着実な推進

Scope1 : 燃料の燃焼等、自らによる温室効果ガスの直接排出

Scope3 : 自らの活動に関連する自社以外での間接排出

Scope2 : 他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出

（千t-CO2）

カテゴリー 排出量該当する活動

自社が購入、取得した製品、
サービスに係る排出量

購入、取得した資本財の製造など
に係る排出量

他社による製品等の輸送に係る排
出量 （カテゴリー 1 に含まれるものを除く。）

2,915

435

326

1

2

4

Scope別の比率

Scope3の内訳

Scope3主要カテゴリー排出量

式高効率主電動機を用いた高効率のVVVFインバータ制御装
置のほか、前照灯を含むすべての照明機器にLED照明を採
用し、従来型車両と比較して約60%の消費電力削減を実現し
ています。また、車体重量を軽くし、より少ない電力で運行
できるよう、従来の鋼製車両に比べて軽量化を図ったアルミ
車両やステンレス車両の導入を進めています。

VVVF
車化率

省エネ車両導入実績

阪急 61%

68%阪神

LED照明
導入率

軽量化車両
導入率

阪急 71%

68%阪神

阪急 69%

51%阪神

創エネ・再エネの活用

　また、阪急電鉄では、お客様と一緒に環境に配慮したま
ちづくりを目指し、駅舎への太陽光パネルの設置をお客様に
応援いただくプロジェクト「阪急ソラエル」を2025年6月から
開始しました。お客様に応援グッズをご購入いただき、その
売上を太陽光パネルの設置費用の一部に活用させていただ
く取組です。

　当社グループの各施設では、再エネの活用として、太陽光
発電設備の設置を進めています。

太陽光パネルの設置

阪神大石駅、阪神大物駅、阪神杭瀬駅、阪神尼崎センタープー
ル前駅、阪急摂津市駅、阪急西宮北口駅、阪急正雀車庫

HEPファイブ、阪急西宮ガーデンズ、大阪梅田ツインタワーズ・
サウス、Hankyu Hanshin Logistics Centre（シンガポール
物流倉庫のオンサイトPPA）

阪神甲子園球場、ゼロカーボンベースボールパーク（日鉄鋼板 SGL
スタジアム 尼崎、室内練習場、選手寮兼クラブハウス「虎風荘」）

都市交通事業

不動産事業

エンタテインメント事業

https://www.hankyu.co.jp/story/solaelu/index.html阪急ソラエル :

　2024年7月に宝塚大劇場・宝塚ホテル、2025年3月に阪
神甲子園球場で使用する電力について、コーポレートPPAを

宝塚大劇場・阪神甲子園球場等での
コーポレートPPAの導入

活用して、追加性のある再エネ電力に切り替えました。追加
性のある電源として遠隔地の太陽光発電所で発電した電力
を使用する「オフサイトコーポレートPPA」や、「再エネECO
プラン」を活用し、実質的に100％ CO2排出ゼロの再エネ電
力を導入しています。
　この取組により、宝塚大劇場・宝塚ホテルでは年間約
4,600t、阪神甲子園球場では年間約3,000tのCO2排出量削
減を見込んでいます。

　2025年４月から、阪急・阪神全線の列車運行及び駅施設
等で使用するすべての電力を実質的に再エネ由来の電力とし、
CO2排出量ゼロで運行しています。この取組により、年間約
20万tのCO2排出量削減を見込んでいます（2023年度実績換
算）。さらに、阪急電鉄では、コーポレートPPAを活用して追
加性のある再エネ電力を導入しており、阪神電気鉄道でも、
2026年度から導入予定です。

鉄道事業におけるカーボンニュートラル運行

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

■都市交通　■不動産　　■エンタテインメント　■情報・通信
■旅行　　　■国際輸送　■その他

（t-CO2）

2019年度
（実績）

・・・ ・・・ ・・・2024年度
（実績）

2035年度
（目標）

2050年度
（目標）

2019年度比

△60％

実質ゼロ

457,142
409,515

182,857

当社グループの温室効果ガス（GHG）排出量
（Scope1・2）削減目標

▲

https://www.hankyu-hanshin.co.jp/docs/databook2025_j.pdf
各コア別の排出量など、より詳しいデータを「サステナビリティデータブック」にて公開しております。

カーボンニュートラル運行を記念するラッピング列車
（左：阪急電鉄、右：阪神電気鉄道）
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　阪急電鉄では、ご家庭での太陽光発電の余剰電力（卒FIT
再エネ電力※）を同社が買い取るプログラム「阪急エネトス」を
2025年7月から開始しました。

　鉄道は、自家用乗用車に比べ、輸送量あたりのCO2排出
量が約1/7と、環境負荷の低い交通機関です（特に、阪急電鉄・
阪神電気鉄道は、都市部を走っているため約1/8）。
公共交通の利便性が向上することで、自家用乗用車の利

　2025年3月、阪神タイガースのファーム施設を尼崎市・小
田南公園へ移転し、「ゼロカーボンベースボールパーク」とし
て開業。「日鉄鋼板 SGLスタジアム 尼崎」、タイガース練習場、
室内練習場、選手寮兼クラブハウス「虎風荘」を新設しました。

　ハンシン建設及び中央電設では、官公庁、民間企業への
豊富な施工経験を基に、当社グループ内外の施設における
太陽光パネル等の導入・運用を提案・施工しています。当
社グループの脱炭素化に向けた取組を強化するとともに、社
会の再生可能エネルギーの拡大に貢献していきます。

　阪急電鉄は、西日本旅客鉄道株式会社（JR西日本）、大阪
市高速電気軌道株式会社（Osaka Metro）と「地域脱炭素推
進コンソーシアム　関西まちWe‘ll」を組成し、沿線自治体と
連携した地域の脱炭素化の推進に取り組んでいます。自治体
との連携協定に基づくプロジェクトとして、2025年9月から
J-クレジット創出プロジェクト「関西エネワ」を開始しました。
沿線地域のご家庭や事業者に、太陽光パネルで発電された
電力のうち自家消費電力に含まれる環境価値を提供いただ
き、J-クレジットを創出するもので、創出したJ-クレジットは
公共交通のCO�排出量のオフセットに充て、環境負荷のさら
なる低減を図るなど、各社で脱炭素施策に活用します。

　大阪梅田ツインタワーズ・サウスでは、BEMS（ビルエネ
ルギーマネジメントシステム）によりエネルギー使用量・効率
を「見える化」してビル設備の省エネ運転・制御に役立てて
いるとともに、発電効率の高い「コージェネレーションシステ
ム」、建物の外部に近いゾーンから執務室にかけて段階的な
温度設定を自動的に行う「シークエンス空調」、デシカント（乾
燥剤）で空気中の湿度をコントロールすることにより空気環
境を整える「デシカント空調」等により、快適性を維持しなが
ら省エネを促進しています。

ଠཅޫ発ిͰの༨৒ిྗങ取プϩグϥム
「Τネトスٸࡕ」

՟෺༌ૹ࣌に発ੜするԹࣨ効Ռガスഉ出ྔのݮ࡟

੒ܗෛՙの௿いަ通ネοトϫークのڥ؀ θϩΧーϘンϕースϘールύーク
ଠཅޫύネル等のಋೖ・ӡ用のఏҊ・施޻

Ԋઢのお٬༷΍࣏ࣗ体と連ͨ͠ܞ஍域の୤୸ૉԽ

#&.4等の活用

サプϥイνΣーンΛؚΊͨ取組にΑる社会શ体の୤୸ૉԽのਪਐ

「ゼロカーボンベースボールパーク」では、太陽光発電・蓄電
池の導入や廃棄物発電の活用、省エネ徹底による「脱炭素化」、
ペットボトル・プラスチックカップの回収・リサイクルや雨水・
井水の活用といった環境に配慮した取組を行っています。
　なお、「日鉄鋼板 SGLスタジアム 尼崎」はZEB Oriented※1

認証を、「室内練習場・虎風荘(1階部分)」はNearly ZEB※2

認証を、野球施設としては初めて取得。また、「ゼロカーボン
ベースボールパーク」は、環境省の「第1回脱炭素先行地域※3」
に選定されています。

※卒FIT再エネ電力：FIT（再エネ固定価格買取制度）適用期間を終えた太陽光
発電システムで発電された余剰電力

※削減貢献量：製品・サービスの普及を通じ、企業が社会全体のCO2を含む温
室効果ガス排出削減にどれだけ貢献したかという“貢献量”を定量的に評価しよ
うという考え方。温室効果ガス排出抑制の考え方の一つ

※1 延べ面積が10,000㎡以上の建物で、基準一次エネルギー消費量から40%又は30%
（建物用途による）以上のエネルギー消費量削減に適合した建築物に与えられる認証

※2 基準一次エネルギー消費量から75%以上のエネルギー消費量削減に適合した建築物
に与えられる認証

※3 2050年カーボンニュートラルに向け、先行的な取組により、家庭や店舗・ビル等(民
生部門)での電力消費に伴うCO2排出量を実質ゼロにすることなどを実現する地域と
して、環境省が選定するもの

※1 共用部とオフィス専用部の双方に導入
※2 建替・再開発予定の物件、使用電力が極めて小さい物件、当社グループが
エネルギー管理権原を有しない物件等、一部の物件を除く。

※3 ガスコージェネレーションシステムによる自家発電分を除く。
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用が抑制されれば、我が国における運輸部門のCO2排出量
が削減されます。当社グループでは、阪神なんば線や北大阪
急行電鉄の延伸に代表されるような鉄道ネットワークの拡充
に今後も努めるとともに、バス・タクシーはもちろんのこと、
レンタサイクル・駐輪場などの自転車の利用環境の充実を通

じて、「駅まで」や「駅から」の交通手段をより便利にし、公共
交通を軸とした環境負荷の低い交通ネットワークの形成に取
り組んでいます。
　鉄道を核とした安全・安心で利便性の高い公共交通ネッ
トワークを構築し、お客様に鉄道をご利用いただくことによ
り、同じ距離を自動車で移動した場合と比較してCO2排出量
を抑制でき、削減貢献量※を拡大させていくことができると
考えており、「鉄道事業（阪急・阪神）の温室効果ガス排出削
減貢献量」をモニタリングKPIとして設定しています。

　企業活動における脱炭素化が求められる中、製品輸送等
のサプライチェーン（Scope3）を含めた温室効果ガスの排
出量削減が重要となっています。そのサプライチェーンの一
端を担う国際輸送事業では、取引先企業に対し、貨物の軽
量化、輸送ルートの最適化、航空会社や東京都と連携した
SAF※を利用した航空輸送など、様々な温室効果ガス排出量
の削減提案を行い、取引先企業とともにScope3の温室効果
ガス削減に取り組んでいます。
　また、阪急阪神エクスプレスは東京都が実施する「令和7
年度 企業のScope3対応に向けた航空貨物輸送でのSAF活
用促進事業」に参画しています。トラック輸送、鉄道輸送、
船舶輸送等に比べて温室効果ガス排出量が大きいとされて
いる航空輸送において、排出量の削減が期待されるSAFを
活用した航空貨物輸送にも取り組んでいます。

※（出典）国土交通省ウェブサイト「運輸部門における二酸化炭素
排出量」2025年4月25日更新

※阪急・阪神の排出量は、鉄道脱炭素 官民連携プラットフォーム
利用促進・見える化WG『旅客の鉄道利用に係るCO2排出量の
算定ガイドライン』(2024年3月)に基づき算定 

　また、同ビルではテナントも貸室内の日ごと・時間ごとのエ
ネルギー使用量をウェブ上で確認でき、トレンドや前年比較
等のグラフ化も可能な、一歩進んだ「見える化」システムを実
現しています。これにより、テナントの省エネ意識の向上を助
け、日々の省エネ活動が行える仕組みを構築しています。

　当社グループは、新築するオフィス・商業用途等の大型ビ
ルで、環境への配慮がなされた不動産に対して付与される
認証※1の取得を推進しています。

　当社グループの分譲マンション〈ジオ〉においては、環境性
能の向上を推し進め、2024年度以降に販売・賃貸の募集
を開始するすべてのマンション※2をZEH-M Oriented※3以上
とすることとしています。また、当社グループが分譲する戸建
〈ジオガーデン〉においても、2025年度には分譲戸建の50%
以上を『ZEH』又はNearly ZEHとし、2030年度には原則す
べての分譲戸建をZEH※4(『ZEH』、Nearly ZEH、ZEH 
Oriented)とすることを目標としています。

※1 DBJ、CASBEE、BELS等の環境認証制度
※2 他社との共同事業など一部の物件を除く。
※3 一次エネルギー消費量(冷暖房・換気・照明・給湯に係るエネルギー消費量)
において、現行の省エネ基準値から共用部を含むマンション全体の消費量
の20%以上を削減するマンションのこと。

※4 設計一次エネルギー消費量(冷暖房・換気・照明・給湯に係るエネルギー消
費量)において、現行の省エネ基準値からの削減率が100%以上の戸建住宅を
『ZEH』、75%以上をNearly ZEH、20％以上をZEH Orientedといいます。

※5 快適な室内環境を保ちながら高効率設備等により省エネルギーに努めること
で、同規模の標準的な設備仕様の建築物と比較し、一次エネルギーの年間
消費量が大幅に削減されている建築物。削減量に応じて、『ZEB』、Nearly 
ZEB、ZEB Ready、ZEB Oriented の4つに定義される。ZEB Ready は、
50％以上の一次エネルギー消費量を削減した建築物

※SAF：持続可能な航空燃料（Sustainable Aviation Fuel）であり、廃食油、サ
トウキビ等のバイオマスや都市ごみ、廃プラスチック等を用いて生産される燃料

　当社グループでは、環境・社会への配慮がなされた不動産に対して付与される認証の取得を推進し、環境へ配慮した建物の拡
大に取り組んでいます。

ೝূの取ಘڥ؀

そのଞのڥ؀に഑ྀͨ͠ݐ෺

෺（グリーンϏルσィング）の֦େݐܕ഑ྀڥ؀

5つ星：

3つ星：

大阪梅田ツインタワーズ・サウス、阪急西宮ガーデンズ、
HEP ファイブ

神戸三宮阪急ビル

ʮ%#+�(SFFO�#VJMEJOHೝূʯऔಘ෺݅

　物流施設のロジスタ・ロジクロス茨木彩都B棟、ロジスタ
京都上鳥羽では、ZEB Ready※5の認証を取得しています。
近年、企業のサプライチェーン見直しを契機とした物流拠点
の再編・統合が加速するとともに、e-コマース市場の継続的
な成長により、高機能な物流施設への需要が高まっているこ
とから、こうしたニーズに対応するべく物流施設の開発に取
り組んでいきます。

　2022年4月に、大阪梅田ツインタワーズ・ノース／サウス
の両ビルにおいて、実質的に再エネ由来の電力を導入※1しま
した。対象物件を拡大し、2025年度には大阪梅田地区及び
阪急阪神沿線で運営するオフィスビル・商業施設等※２にお
ける電力使用量※３の大部分を実質的に再エネ電力に置き換
えました。

ΦϑィスϏル・঎業施設等への
Τネ༝དྷのిྗのಋೖ࠶

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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ガバナンス

戦略

リスク管理

指標と目標

当社グル一プは、2021年5月に「気候関連財務情報開示タスクフォース(TCFD)」
へ賛同の意を表明し、「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標と目標」の各項目に沿っ
た情報開示を進めています。今後も、気候変動への対応を事業戦略に組み込み、事
業の強靱性を高めることで、脱炭素社会への移行を着実に推し進めていきます。

当社グループでは、気候変動を含むESG (環境・社会・ガバナンス)への対応をグループ全体で推し進めるため、グループCEOを
委員長に、サステナビリティ推進委員会を年2回（原則9月・2月）開催しています。同委員会における審議内容は、全代表取締役及び各
コア事業の代表者が出席するグループ経営会議に付議されるとともに、取締役会に報告してその監督を受けています(詳細はP.66)。

https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/tcfd/

TCFD提言に基づく情報開示について、より詳しい情報を当社ウェブ
サイトで公開しております。

リスク・ػ会のಛ定

シナリΦ෼ੳ及びࡒ຿的なӨڹのࢉࢼ

｜　鉄道　｜

｜　不動産　｜

気候変動への対応を検討するにあたり、当社グループのコア事業のうち、特に気候変動の影響が大きいと想定される鉄道事業と
不動産事業のほか、取引先企業からのニーズが高い国際輸送事業について、事業に影響を及ぼす可能性のあるリスクと機会の特定
を行いました。

当社グループでは、グループ全体のリスクマネジメントを統括するリスク管理委員会を設置するとともに、実務を担う「リスクマネジ
メント推進部」が毎年リスク調査を実施しています。同調査では、気候変動（自然災害・エネルギーや資材価格の高騰等)を含む組織
運営等に関するリスクを洗い出し、発生可能性と影響度によるアセスメント等を行った上で、適切な対応策を定めることとしています。
これらのリスク分析やリスク対応の状況については、毎年取締役会に報告するとともに、気候変動関連のリスクやそれらが事業に与
える影響等については、サステナビリティ推進委員会でも審議しています(詳細はP.96)。

当社では、サステナブル経営の重要テーマに「環境保全の推進」を掲げ、グループ共通の非財務KPIとして温室効果ガス（GHG）排
出量の削減目標(「2050年度に実質ゼロとする」、その中間目標として「2035年度に2019年度比で60%削減する」）を設定しています。
財務の健全性と投資効果をみながら、省エネの着実な推進に取り組むとともに、技術革新の動向や事業採算性を踏まえて、創エネ(再
エネ発電設備等の導入)の検討も進めていきます(詳細はP.69)。上記の方針のもと、各事業では、気候変動への対応を含む非財務
のアクションプランや進捗管理を適切に行うための指標を設定しています。さらに、CO2削減に向けた投資の促進等を目的に、2023
年度から、インターナルカ一ボンプライシングを導入(5,000円/t-CO2)しています(活用事例：「省エネルギー性能の高い鉄道車両
の代替新造」、「阪急・阪神の鉄道全線のカーボンニュー卜ラル運行」に関する意思決定)。今後も、脱炭素社会に向けた取組を積極
的に進めていきます。

鉄道事業、不動産事業において特定したリスクと機会のうち、特に影響が大きいと想定されるものについて、2035年度における事
業への影響を把握するため、シナリオ分析を実施しました。具体的には、脱炭素政策の強化が見込まれる1.5℃シナリオ、物理的リス
クの顕在化が見込まれる4℃シナリオにおける事業への財務的な影響の試算を行いました。

1.5℃のシナリオでは、政策等により環境関連の規制が強化され、炭素税の上昇等の影響が大きくなることが確認できました。引
き続き、省エネルギー型車両への更新やLED照明の導入等によるエネルギー使用量の削減、また駅等への太陽光パネルの設置な
ど再生可能エネルギーの活用に取り組むことで、これらの影響を低減していきます。
4℃シナリオでは、自然災害の激甚化(規模・頻度）により、物理的被害の可能性が高まることが確認されました。当試算では、当
社沿線で被害額が最も大きいと見込まれる武庫川を選定し、被害額を算出しました。一方、武庫川の氾濫発生時に車両避難を実施
することにより、被害を大幅に軽減できることを確認しました。引き続き、各種安全投資や車両避難計画の着実な運用等により、長
期運休を回避できる強靭な事業運営に努めていきます。

1.5℃のシナリオでは、炭素税等の価格転嫁に伴い、建設資材の高騰等による建設コストの増加のほか、電力費・燃料費等の上昇
による施設運営コストの増加の影響があることが確認できました。適正な価格設定や、継続的な省エネの取組を含むコスト抑制の
徹底等により、できるだけ影響の低減に努めていきます。また、4℃シナリオにおける不動産事業への財務的な影響は、限定的である
ことを確認しました。
今後も、新たに開発する大型ビルを中心にBCP対応率やグリーンビルディング認証の取得率、新規マンション開発におけるZEH

化率などの指標を掲げ、いずれのシナリオにおいても対応できるよう取組を進めていきます。

˙మಓۀࣄ΁ͷӨڹͱޙࠓͷରԠ

˙ෆಈۀࣄ࢈΁ͷӨڹͱޙࠓͷରԠ

ಛ定ͨ͠主な項目 ࣌ؒ࣠

ϦεΫ

మಓ
炭素税等の賦課やエネルギーミックスの変化等により、動力コス卜が増加する。 தظʙ௕ظ

台風の超大型化や降雨量の激増により、車庫・地下駅・電気設備等への浸水や
盛土の崩壊による鉄道の運休など、被害の発生可能性が高まる。 ୹ظʙ௕ظ

ෆಈ࢈ 炭素税等の価格転嫁に伴う建設資材の高騰等により、ビル等の建設・改修コス卜が
増加するほか、電力費・燃料費等の上昇により、施設運営コストが増加する。 தظʙ௕ظ

༌ૹࡍࠃ 環境意識の高い顧客に対しては、物流サービスにおける環境負荷の低減や
関連情報の提供が遅れると、顧客との取引機会が減少するおそれがある。 தظʙ௕ظ

会ػ

మಓ エネルギー効率の良い鉄道の価格優位性が高まり、顧客の鉄道輸送への転移が
期待される。

தظʙ௕ظ
ෆಈ࢈ 環境性能の高いビル・住宅や災害に強いビル等へのニーズに応えることができれば、

競争力の維持・強化を図ることができる。

༌ૹࡍࠃ 環境に配慮したサービスメニューを充実させることや、集約保管、集約輸送を
提案することにより取引拡大が期待される。 தظʙ௕ظ

項目 Λ༩える項目ڹ業へӨࣄ
営業རӹへのӨֹڹ˞�

4ˆ �.5ˆ˞2

移ߦϦεΫ 炭素価格（炭素税・炭素排出枠） CO2排出量への炭素税の課税 - △19億円※3

෺ཧతϦεΫ
異常気象
(自然災害の激甚化）

武庫川の洪水被害
による資産被災と
運輸収入の減少

車両避難なし △44億円 △11億円
(車両避難による被害回避額） (+40億円) (+10億円)
車両避難あり △4億円 △1億円

降水・気象パターンの変化 大雨による運休の増加※4 △3億円 △1億円

グループڞ௨ 【非財務KPI】

温室効果ガス（GHG）排出量（Scope1・2）の削減目標：　
　2035年度60%削減(2019年度比）
　2050年度実質ゼロ
　(範囲：当社及び連結子会社）
CO2排出量（Scope１・２）の削減目標：
　2030年度46%削減（2013年度比）
　（範囲：当社及び子会社の国内事業所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

మಓ

・省エネ型の鉄道車両への更新、工場の屋根や駅舎における太陽光発電の設置、回生電力貯蔵装置の導入
・BCP(事業継続計画)を踏まえた自然災害への対応の推進

【非財務KPI】 VVVF車※化率、LED化率、自然災害による長期運休数ゼロなど
※VVVF車:モータの電圧や周波数を無駄なく制御することができる環境効率の高い鉄道車両

ෆಈ࢈

・賃貸施設における脱炭素化への取組(省エネ・創エネ及び再生可能エネルギーの調達）
・新規開発ビル・住宅におけるZEBやZEHへの対応の推進

【非財務KPI】 大阪梅田エリアにおける大型ビルのBCP対応率、オフィス・商業等用途の大型ビルにおけるグリー
ンビルディング等の環境認証取得率、国内新築の分譲及び賃貸マンションにおけるZEH化率など

༌ૹࡍࠃ
・的確なBCPに基づき、最適な代替輸送策(=止めない物流)を提供して、競争力の維持・強化を図る。
【非財務KPI】 BCPの整備率

項目 Λ༩える項目ڹ業へӨࣄ
営業རӹへのӨֹڹ˞�

4ˆ �.5ˆ

移ߦϦεΫ 炭素価格（炭素税・炭素排出枠）
炭素税の導入に伴う建設資材の価格上昇 - △26億円※2

CO2排出量への炭素税の課税 - △12億円※2

※1 いずれのコス卜アップも価格転嫁を加味しない場合の試算
※2 物理的リスクは、1.5℃シナリオのパラメ一タがないため、2℃シナリオと同様の影響を想定

※1 いずれのコス卜アップも価格転嫁を加味しない場合の試算　　※2 IEA (国際エネルギー機関)の1.5℃シナリオ推計値を基に試算（鉄道事業と同様）

※3 IEA (国際エネルギー機関)の1.5℃シナリオ推計値（180$/t-CO2)を基に、1ドル150円
　   (2025年3月末の為替レート）で試算
※4 大雨増加率の推計値は2076～2095年平均

P.68

P.46

P.52

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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ੜ෺ଟ༷性

評価を実施しています。
　以下では、TNFDの推奨開示項目（ガバナンス・戦略・リ
スクと影響の管理・指標と目標）のうち、戦略及び指標と目標
について開示します。また、ガバナンス及びリスクと影響の管
理については、気候変動と同様の体制・仕組みを構築してい
ます（

▲

P.73・74）。
　なお、TNFDでは、自然資本と人権が密接に関係すること
から、地域住民を含む幅広いステークホルダーの人権尊重が
求められています。当社グループでは、「人権の尊重に関する
基本理念」と「人権の尊重に関する基本方針」を策定し、お客
様やお取引先、株主様、地域の皆様、そして事業活動を担う
役職員など、ステークホルダーの人権を尊重して事業活動を
行うとともに、「阪急阪神ホールディングスグループ　サプラ
イチェーン方針」（

▲

P.98）を策定し、サプライチェーン全体
で人権を含むサステナビリティの取組を推進しています。

緑化・自然保護による「地域の魅力向上」

ࣗવ関連ࡒ຿৘報։ࣔλスクϑΥース（5/'%）ఏݴに基ͮ͘৘報։ࣔ

　当社グループは、自然や文化と共に、 人々がいきいきと集
い・働き・住み続けたくなる「豊かなまちづくり」に向けた取
組として、自然環境・生物多様性の保全につながる活動をグ
ループ全体で推し進めてきました。また、2025年３月に公表
した「長期経営構想」において環境分野の取組の方向性の一
つとして「緑化や自然保護による地域の魅力向上」を掲げてい
ます。
　今回、当社グループの事業における自然資本・生物多様
性への依存・影響、リスク・機会を適切に把握するため、「自
然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD：Taskforce on 
Nature-related Financial Disclosures）」のフレームワーク
に沿って、ダブルマテリアリティの考え方で分析・評価を実
施しました。
　当社では、TNFDが推奨している「LEAPアプローチ」に沿っ
て、自然資本・生物多様性に関するリスク及び機会の分析・

　ENCORE※ツールにより、当社グループのコア事業について、自然への依存や影響を評価しました。その結果に加え、事業規模
や直接操業拠点での自然との接点を踏まえ、都市交通事業・不動産事業・エンタテインメント事業（以下、当該３事業を「対象事業」
といいます。）を対象に、さらなる分析を進めました。
※ENCORE：国連環境計画世界自然保全モニタリングセンター（UNEP-WCMC）等により開発された、事業活動の自然への依存や影響の大きさを把握するためのツール

　対象事業について、㈱シンク・ネイチャーのデータベース※等により、国内及び海外の事業拠点（約500拠点）の位置情報に基づき、
その周辺にある自然の状態等を生物多様性の重要度（保全優先度）及び生態系の完全性（自然度）の観点から評価しました。その結果、
多くの事業拠点が集中する京阪神地域において、同地域で運行する阪急電鉄や阪神電気鉄道の沿線や不動産施設の周辺は、都市部
にあり自然度は低いものの、保全上の重要性が高いエリアが多いことが分かりました。また、エンタテインメント事業の拠点がある六
甲山や、能勢電鉄の沿線周辺は、自然度が高いことが分かりました。
※グローバルで公開されている文献等の生物多様性・自然資本データと、それらを用いた機械学習により予測した空間データからなる独自のデータベース

۩体的な当社における෼ੳステοプ

ࣗવとの઀఺のચ出 （͠対৅ࣄ業のڌ఺の評価）

7̇) �7FSZ�)JHIʢඇৗʹ͍ߴʣɹ )̇ �)JHIʢ͍ߴʣɹ .̇ �.FEJVNʢதఔ౓ʣɹ -̇ �-PXʢ௿͍ʣɹ 7̇- �7FSZ�-PXʢඇৗʹ௿͍ʣ
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保全優先度：国内で1万種以上の陸上生物の分布に基づく生物多様性の重要度を示す指標

生
態
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自
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度
）

中

低
低 高生物多様性の重要度（保全優先度）
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自
然
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か
な
拠
点

重要な拠点

ΤϯλςΠϯϝϯτ
ۀࣄ

ෆಈۀࣄ࢈

戦略

当社グループのࣗવへのґଘ・Өڹの内༰

評価対৅の設定（֤コアࣄ業のґଘ・Өڹの評価及びࣄ業のߜΓࠐΈ）

保શ༏ઌ度とੜଶܥの׬શ性の܏向

෼ੳڌ఺のマοプ

Locate
自然との接点の発見

Scoping
評価対象の設定

・STEP１～STEP４の内容を開示内容に落とし込み

当社での検討内容LEAPアプローチ

[STEP 2]
対象事業拠点の分析

[STEP 3]
対象事業の依存・影響の分析

[STEP 1]
事業全体を俯瞰/対象事業の絞り込み

[STEP 4]
リスク・機会の整理
/優先地域の詳細分析

[STEP 5]
開示の検討

Evaluate
依存・影響の診断

Assess
リスク・機会の評価

Prepare
対応と開示の準備

・ENCOREツールによりコア事業の依存・影響を評価
・事業規模や事業内容を加味し、対象事業を決定
・分析範囲の設定及び社内リソースの確保・調整

・㈱シンク・ネイチャーのデータベースにより、対象事業の拠点について、
自然の状態（「自然度」「保全優先度」）を数値化し、保全上の重要な拠点や
自然豊かな拠点を抽出

・STEP１で評価した、対象事業の依存・影響項目について、
STEP２で抽出した拠点を中心に、ロケーション情報を重ね合わせて、詳細に分析

・STEP３で特定した依存・影響の項目に基づき、対象事業のリスク・機会を整理
・優先地域を設定し、植物種分布や植栽情報等から具体的な取組効果を数値化

出典：Natural Earth（naturalearthdata.com）
赤点が分析拠点

（注）カラーマップは、日本国内における「保全優先度」と「生態系の
完全性」の組み合わせの集中度（分布密度）を示しています。

ੜ
ଶ
ܥ
の
׬
શ
ớੑ
ࣗ
વ
度
Ờ

ੜ෺ଟ༷性の重要度（保શ༏ઌ度）

自然度　　：原生自然の状態にどれだけ近いかを示す指標（高いほうが原生自然に近い。）
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六甲ガーデンテラス

ਓ޻林

園内にある絶滅危惧植物「ケスハマソウ」

࿡ࢁߕ（当社グループॴ有஍・ਓྛ޻Τリア）の྘ྔのมԽ

࿡ࢁߕ（当社グループのॴ有஍）の২ੜ状況

六甲山地区における当社グループの所有地について、
1990年から現在までの衛星画像等を用いて、機械学習モデ

（෼ੳ݁Ռ・ಛ௃）

ENCOREツールで特定した対象事業と関係の深い生態系サービスや自然への影響要因について、これらの空間データ（地図情
報）を事業拠点と重ね合わせて分析し、拠点周辺の生態系サービスの健全性・豊かさ及び人間活動が自然に与える影響の深刻さ
を定量的に評価しました。その結果、自然災害を緩和する生態系サービス（降雨調整や洪水緩和など）への依存度が高い各事業の
拠点の一部が、これらの機能が十分ではない地域に位置していることが分かりました。また、生態系の攪乱や外来種の侵入につい
て自然環境への影響度が高いことが分かりました。
さらに、依存・影響の評価結果を踏まえ、TNFDのフレームワークで例示されている分類に従って、科学研究論文や報告書、報
道等による事例を考慮のうえ、対象事業ごとに想定される主な事業リスク・機会を整理しました。

ࣗવへのґଘ・Өڹ及びリスク・ػ会のಛ定・評価

ʲリスク・ػ会への主な対Ԡʳ

リスク۠෼ リスク概要
対৅ࣄ業

主なӨڹ
౎ަࢢ通 ෆ動࢈ Τンλメ

෺ཧతϦεΫ ੑٸ 水害や土砂災害による事業運営の中断及び設備・施設の毀損 ◯ ○ ○
休業による収入の減少
設備更新・修繕費等の増加
資産価値の低下

移ߦϦεΫ

ຫੑ 水供給の不安定化 ○ 水の調達・処理コストの増加

ධ൑ɾ๏త੹೚ 開発や事業運営による生態系への影響 ○ ○ ○ ブランド価値・評判の低下
賠償費用の負担

੓ࡦ 各種規制（土地開発・水質・廃棄物等）の強化 ○ ○ ○ 対応費用の増加

会۠෼ػ 会概要ػ
対৅ࣄ業

主なӨڹ
౎ަࢢ通 ෆ動࢈ Τンλメ

੡඼ͱαーϏε

緑豊かなまちや施設へのニーズの高まり
保全生態系を活用した体験価値（イベントやエコツーリズム等）
の創出

○ ○ ○
収入の増加
地域連携強化
ブランド価値向上

水資源の有効活用
廃棄物の削減
防災機能の強化

○ ○ ○
運営コストの削減
ブランド価値の向上
事業継続性の強化

物理的リスクについては、鉄道事業において、線路脇で土砂崩れが発生する危険性の高い箇所について、斜面の崩壊や落石の
防止、排水機能の強化等の対策工事や、雨量計の増設等を実施しているほか、河川の氾濫による車庫及び車両の浸水被害を回避
するため、車両避難計画等の浸水対策を進めています。また、移行リスクについては、都市交通事業及び不動産事業の新規開発
を行うにあたって、開発敷地内に保存・保全すべき樹木・樹林等の自然環境の有無を確認し、必要に応じて保存・保全等を行っ
ています。また、植栽の配置及び樹種の選定については、開発地区の自然と調和するように工夫しています。なお、廃棄物削減や
水資源の有効活用の取組については、「資源循環」（

▲

P.81）をご参照ください。
機会については、エンタテインメント事業において、六甲山の自然や眺望等の魅力をお客様に訴求することで、同山上のレジャー
施設の集客拡大を目指しています。また、不動産事業において、後述のとおり、大阪梅田ツインタワーズ・サウスやグラングリー
ン大阪の開発により、都市の中に自然を感じられる空間をつくりだし、施設の魅力や快適性を向上させるとともに、多くの人が集
う賑わいの創出にもつなげています。さらに、分譲マンションブランド〈ジオ〉では、都市の中に自然を積極的に取り込み、人と生
き物が共生できる豊かな環境を創出することで、物件の付加価値の向上に取り組んでいます。

༏ઌ஍域におけるৄࡉな෼ੳ・ݱ状の取組

࿡ࢁߕ஍۠

େࡕകా஍۠

自然との接点の洗出しの結果や、京阪神地域の当社グルー
プの主な拠点における緑量の変化の分析などを踏まえ、自
然度の高い六甲山の所在する神戸から、当社の重要拠点が
集積し、保全優先度が高い大阪梅田にかけての阪神エリア
を、当社グループの優先地域として設定しました。さらに、

　六甲山地区で運営する六甲高山植物園では、世界の高山
植物や寒冷地植物、六甲自生植物、その他絶滅危惧植物を
含む山野草等を約1,500種栽培しています。約50,000㎡の園
内にそれぞれの植物を環境に合わせて野生に近い状態で植
栽し、自然体験プログラムの開催等を通じて、自然保護意識
の啓発に努めています。
　また、同園は、1947年の創立当初から公益社団法人日本
植物園協会に加盟し、その地域拠点園として、日本の絶滅危
惧植物を生息域外で保全する事業にも取り組んでいます。

（の主な取組ࡏݱ）

大阪梅田地区の不動産物件のうち、大阪梅田ツインタワー
ズ・サウス及び当社グループが事業者 JVとして参画した「グ
ラングリーン大阪」について、植栽情報に基づき周辺の生物
に与える効果として、鳥類やチョウ類の種の平均捕捉率※１や
個体増加率※２を推計・分析しました。
その結果、種の平均捕捉率は、鳥類・チョウ類共に高く、
地域の在来種を呼び込む効果があると評価されました。ま
た、個体増加率については、チョウ類が大幅に増加している
と評価されました。両施設では、後述のとおり在来種を中
心に植栽を行っており、その取組が周辺の生態系にポジティ
ブな効果をもたらしていることを確認しました。

（෼ੳ݁Ռ・ಛ௃）

（注）鳥類は、餌資源や利用する環境の幅が大きいため、種数・個体数に対する
植栽の効果がチョウ類よりも限定的であった可能性が考えられます。

グϥングリーンେࡕ

ฏัۉଊ཰ 体૿Ճ཰ݸ

ௗྨ 43.5% 0.4%

νϣ΢ྨ 95.8% 108.3%

େࡕകాπインλϫーζ・サ΢ス

ฏัۉଊ཰ 体૿Ճ཰ݸ

ௗྨ 37.0% 0.1%

νϣ΢ྨ 81.3% 56.9%

※１ 平均捕捉率：物件周辺5km圏内に生息する鳥類・チョウ類のうち、物件に植栽した樹種を利用する種の割合
※２ 個体増加率：物件周辺1km圏内に生息する鳥類・チョウ類の個体数が、植栽によってどの程度増加したかを示す指標

重要拠点となる六甲山及び大阪梅田については、植生状況
や植栽の生態系に与える効果等を詳細に分析しました。六
甲山及び大阪梅田における分析結果は、次のとおりです。

ルにより緑量の経年変化や植生状況を評価しました。その
結果、1990年以降、所有地全体において緑地が増加傾向
にあり、特に人工林エリアでは増加傾向が顕著に現れていま

した。また、植生としては、アカマツのほか、広葉樹を中心
とした多様な植生が形成されていることが分かりました。緑
地の増加は、野生動植物の生息地を増やして生物多様性の
保全に寄与するとともに、植生によるCO2吸収をはじめ、土
壌流出防止や局所的な気候調整等による自然災害緩和機能
など、多様な生態系サービスの向上にもつながっていると考
えられます。さらに、当該地域で広い面積を占めるアカマツ

林は、野生生物にとっての重要な生息地とされ、各地でオオ
タカなどの希少生物の利用が確認されています。

　2025年には、「六甲高山植物園植栽管理計画」が既に生物
多様性が豊かな場所を維持する活動として認められ、環境省
の「自然共生サイト」に認定されました。
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グラングリーン大阪
うめきた公園（サウスパーク）
©Akira Ito.aifoto

ジオ荻窪 アクティブガーデン

ABINC認証

大阪梅田ツインタワーズ・サウス
屋上広場

�"kira�Ito.aifoto

　大阪梅田ツインタワーズ・サウスでは、壁面緑化として、
低層部の外壁バルコニー全体へ大規模にプランターを設置
し、六甲山系や淀川水系に自生する樹種等を配置しています。
また、12階の屋上庭園にも同様の樹種を選び、ケヤキをシ
ンボルツリーとして景観と調和させ、オフィスワーカーや訪
れる人々にくつろぎや憩いの空間を提供しています。これら
の取組が評価され、2024年には同物件が環境省の「自然共
生サイト」に認定されました。
　また、当社グループが事業者JVとして参画した「グラング
リーン大阪」では、約4.5haのうめきた公園を中心に、約
320種（在来種約270種を含む。）、1,500本以上の樹木で多
様な緑地を形成し、生物多様性に配慮したまちづくりを進め
ています。淀川や大阪城公園における生態調査から誘致目
標種を掲げ、これら生物の生息に配慮した環境を計画（光環
境への配慮、水辺から後背の樹林へと連続していく多様性
の高い環境創出等）することで、大阪都心を取り巻く生態系
ネットワーク形成への貢献を目指しています。
　さらに、本公園の管理運営は、「一般社団法人うめきた
MMO」※が、指定管理者として50年にわたり、周辺のエリア
マネジメントと一体的に行っていきます。安全・安心はもと

当社グループでは、生物多様性の向上への取組が事業に与えるプラスの効果を把握するため、緑化・自然保護・生物多様性の
保全の推進が、人の健康や心の豊かさ・地域の価値向上につながることをモニタリングする、以下の指標を掲げています。なお、
TNFDで開示が推奨されている指標のうち、温室効果ガス排出量（Scope1・2・3）、廃棄物の指標と目標については、P.68をご
参照ください。また、廃棄物・化学物質・水資源等については、αεςφϏϦςΟσーλϒοΫに実績を開示しています。

ੜ෺ଟ༷性保શへのϏジϣン「.inna�ikimono�"ction」に基ͮ͘取組
阪急阪神不動産は、分譲マンション〈ジオ〉において、生物多様性保全のビジョン「Minna 
ikimono Action（みんな いきもの アクション）」を策定しています。本ビジョンは、人と鳥・
虫・植物など多様な生き物が共に暮らす未来を目指し、都市の中に自然を積極的に取り込
み、生物多様性を育むランドスケープづくりを進めるもので、景観・気候・色彩・動線・生
息環境の5つの計画方針を相互に連携させることにより、人と生き物が共生できる豊かな
環境を創出します。まず東京都杉並区で建設中の「ジオ荻窪」の4つのガーデンに本ビジョ
ンを採り入れ、他の〈ジオ〉シリーズにも展開予定です。なお、「ジオ荻窪」は、〈ジオ〉で初めて、
「いきもの共生事業所認証（ABINC認証※）」を取得しています。

TNFDの枠組みに基づき、当社グループの事業活動と自然環境との関わりを分析することで、自然資本の充実につながる取組を
進めることが当社グループの事業にとってもプラスの影響を与えることが分かりました。今後も自然環境の状況・変化をモニタリン
グしながら、当社グループの事業基盤となる地域の価値向上につながる取組を進め、ネイチャーポジティブに貢献してまいります。

森林ボランティア体験の様子

助成先例：虫生川周辺の自然を守る会

富士山麓における環境保全活動の様子

指ඪ 目ඪ

沿線住民へのアンケートを通じた、自然の豊かさによる地域の魅力度 モニタリングを実施

特定地域（大阪梅田・六甲山など）の植物種数/生物種数 モニタリングを実施

指標と目標

｜　その他当社グループの取組　｜

に向けてޙࠓ

より、自然豊かな公園に集い憩う近隣住民・ワーカー・観
光客や買い物客など多様な来街者に対し、公園利活用によ
る日常への彩り、イベントによる非日常体験等、新たな発見
や文化的な刺激に出会える機会を提供しています。

ԉࢧຽஂ体へのॿ੒Λ通ͨ͡ੜ෺ଟ༷性の保શ活動ࢢ
　グループの社会貢献活動「阪急阪神 未来のゆめ･まち基金」を通じて、阪急阪神の沿線
地域で植樹・育林等の森林保全活動や里山保全・絶滅危惧種の保護活動を推進する市
民団体を助成しています。活動支援や定期的な対話を通じて、「未来にわたり住みたいま
ち」のために生物多様性の保全に向けて連携しています。

෋࢜ࢁ࿢におけるڥ؀保શ活動
　富士山はその美しい景観に加え、豊かな生物多様性を育む自然環境としても知られてい
ます。阪急交通社では、2015年に「富士山麓における環境保全活動」を開始し、「認定NPO
法人 富士山クラブ」と協働で、年に1回、東京からバスをチャーターして富士山麓の清掃活
動を実施しています。
　2024年10月に同社グループ従業員とその家族が活動に参加しており、空き缶やペット
ボトル、廃タイヤなど約80kgのゴミを回収しました。これまでの活動で回収したゴミは約1.3
トンに上ります。
　本活動は、「第2回JATA SDGsアワード」の地球環境部門で奨励賞を受賞しています。

ਆࢢށ「キーナの৿」Ͱ取Γ組Ή৿ྛ保શ活動
阪急阪神不動産は、分譲マンション〈ジオ〉において、共用部の化粧材等に国産木材を活

用し、木質化を推進しています。国産木材を積極的に活用することで、森林が持つ水源か
ん養機能の向上※1や二酸化炭素吸収機能の向上※2、生物多様性の保全※3の効果が期待で
きます。また、共用部の化粧材に使用する木材について、原則として地産地消とすることで、
地域の森林環境保全に寄与しています。さらに、神戸市の「キーナの森」の一部を「阪急阪
神不動産の森」と名付け、下層植生の育成を阻害している常緑樹等の除伐や、作業に必要
となる歩道の整備等の森林保全活動を実施しています。また、伐採木を用いたワークショッ
プや森林ボランティア体験の研修などを開催することで、森林資源の活用や森林環境教育
を推進しています。

（の主な取組ࡏݱ）

※開発事業者9社で組成された、本公園のパークマネジメントと街全体のエリア
マネジメントを一体的に運営する組織

※ABINC 認証とは、生物多様性保全と自然と共生する世界の実現を目的とする「一般社団法人いきもの共生事業推進
協議会」が設定した人といきものの共生を実現できる環境づくりや維持管理の基準を満たし、同協議会の審査を経て
認証を受けた物件に与えられる認証です。

※１ 地表植物が豊富になることで、雨水がそれらの葉で受け止められるとともに、増えた植物の根によって土壌がスポ
ンジ状になり、 雨水が一気に流れ出ず、森林土壌の中で保水されるという水源かん養機能の高まりが期待できます。 

※２ 間伐によって、木と木の空間が広がり、木が太ることで二酸化炭素の吸収量が増すことが期待できます。
※３ 光環境の改善により多様な植物の出現が期待できるとともに、動植物にとって良好な環境になるなど、生物多様性

の保全が期待できます。

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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廃棄物の削減・リサイクルの促進を通じた「環境負荷低減と付加価値向上の両立」廃棄物の削減・リサイクルの促進を通じた「環境負荷低減と付加価値向上の両立」

重要テーマ
（マテリアリティ）

関連する領域

社 会
Socia l

ഇغ෺ݮ࡟のਪਐ

ਫฏリサイクル、アοプサイクルにΑる社会のڥ؀ෛՙ௿ݮ

ਫݯࢿの取ਫྔݮ࡟と有効活用

　阪神甲子園球場では、2021年から実施している「KOSHIEN 
“eco” Challenge」の一環として、「廃棄物発生の抑止とリサ
イクルの推進」を掲げ、様々な取組を推し進めています。
　生ビールなどの販売に使用し、お客様のご協力により回収
したプラスチックカップを、帝人フロンティア株式会社や株
式会社シモジマと協働し、ビアカップホルダーなどのノベル
ティ・ごみ袋・球場ラバーフェンス（クッション材）の原材料
の一部としてリサイクルし、同球場で使用するという循環型
の取組を導入しています。さらに、行政指定のごみ袋として
の使用を認められたことで、同球場外に使用を拡大するなど、
行政との連携により資源利用の削減を推進しています。

　大阪梅田ツインタワーズ・サウスやハービスOSAKA、ハー
ビスENTでは、飲食店舗の厨房排水や井水・雨水を浄化処理
して雑用水（緑化用散水やトイレの洗浄水）として活用する中水
道施設を採用し、水のリサイクルによる上水の取水量低減に寄
与しています。厨房排水の処理では、脂質･でんぷん・たんぱく
質等の分解能力が高い微生物を添加することで、厨房排水特有

　当社グループでは、株式会社サーキュラーペットやアサヒ飲
料株式会社等と協働し、使用済みPETボトルから再生PET樹脂
を製造し、PETボトルにリサイクルする水平リサイクルプロジェ
クト「ボトルtoボトル」の取組を行っています。実施拠点は、阪
急電鉄駅施設（主に飲料自動販売機横のリサイクルボックス）、
HEPファイブ、アプローズタワー（ホテル阪急インターナショナ
ルを含む。）、宝塚大劇場、阪神甲子園球場（夏の高校野球選手
権大会）等、多岐にわたります。
　この取組により、リサイクルされない場合と比較してCO2排出
量を約40％削減することができるため、資源の有効活用及び環
境負荷の低減が期待できます。今後も取組拠点の拡大を図り、
資源の活用をより一層推進していきます。

　当社グループの各施設では、使用済み食用油を、国産の
持続可能な航空燃料SAF（Sustainable Aviation Fuel) 製
造の原料として供給することで、資源の有効活用に取り組ん
でいます。

　阪急阪神ホテルズでは、「プラスチック資源循環促進法」に基
づき、客室内にご用意している一部使い捨てアメニティーをフロ

　阪急阪神ホテルズでは、食品廃棄物の発生抑制（加工時
に出る廃材の有効活用、提供方法・盛り付けの工夫）や計量
に関する仕組みの整備、再利用可能な生ごみの有効活用等
により、食品の廃棄量削減と資源の有効活用を図っています。

৔におけるଞ社・行政とのٿԂࢠߕਆࡕ
ಇにΑるリサイクルڠ

঎業施設、Ӻࣷ等におけるதਫ・Ӎਫの活用

1&5Ϙトルのਫฏリサイクル ഇ৯༉の4"'੡଄ݪྉと͠てのఏڙ

ϗテルࣄ業におけるプϥスνοクݮ࡟の取組

৯඼ഇغ෺のݮ࡟

マンションブランド〈ジオ〉※、ホテル阪急インターナショナル、千
里阪急ホテル、宝塚ホテル、京都新阪急ホテル、大阪梅田ツイ
ンタワーズ・サウス（オフィス部分）

阪神甲子園球場、日鉄鋼板 SGLスタジアム 尼崎

※マンションの共用部に回収ボックスを設置

ෆಈۀࣄ࢈

ΤϯλςΠϯϝϯτۀࣄ

　長期経営構想の実現に向けては、沿線やコンテンツの魅力をさらに高め、事業フィ一ルドをより拡げる等、グル一プが一体となっ
て変革を推し進めていく必要がありますので、その原動力となる従業員一人ひとりが活躍することは、欠かせない重要なファクタ
一です。こうしたことを踏まえ、当社グループでは、多様な人材が自身の持つ能力を最大限に発揮し、活躍できる環境整備を通じて、
従業員一人ひとりがやりがいと安心感を持っていきいきと働ける組織環境を創っていきます。

ਓ的ࢿ本�ʙҰਓͻとΓの活༂ʙ

当社グループの人材の全体像

　当社グループでは、現在、グループ経営機能を担う当社のもと、6つのコア事業を展開しています。４つの人材から成る人材ポー
トフォリオを形成し、多様な個性や能力を最大限に発揮できる企業風土（=一人ひとりの活躍）を醸成することで、これからも急速
な事業環境の変化に素早く対応しながら、各コア事業、ひいてはグループ全体において継続的な価値向上を図っていきます。

ਓࡐポートϑΥリΦ
⁞基װਓࡐ  専໳ਓࡐ

⁠グループ経営ਓࡐ

⁠グループ経営ਓࡐ

業・֤社においてઈえͣ業຿のࣄ֤
ࡐ業Λਪਐするਓࣄ௚͠Λ行いな͕Βݟ

、い専໳性Λ有͠ߴ
৽ͨなࣄ業の૑出等Λ実行するਓࡐ

֤コアࣄ業のڧԽに取Γ組Ή、
グループԣஅ的な経営ਓࡐ

各コア事業では、事業競争力の強化とともに、
事業利益の最大化を目指してスピーディーな
事業運営を推進。基幹人材はその中で、事業競
争力の強化・事業利益の向上を支える役割を
担います。

「長期経営構想」を実現するために各コア事業
及び事業を横断して高度な知見・専門性を発
揮し、当社グループの持続的な成長を支える役
割を担います。

各事業会社に出向し、グループ全体最適の視点
を各組織に浸透させるとともに、「長期経営構
想」の牽引役として各事業を強化し、グループ
全体の利益・評価の最大化を図る役割を担い
ます。

主に各事業会社社員 主に阪急阪神ホールディングス社員

主に阪急阪神ホールディングス社員

ントロビーでの提供※に変更しています。お客様が必要とする分
だけをお取りいただくことによる「ごみの排出量の削減」のほか、
「環境に害のある物質をなるべく削減」するために、プラスチッ
ク素材のアメニティーアイテムの軽量化や環境に配慮した商品
に順次切り替えています。
　また、直営レストラン・宴会場で使用するプラスチック製スト
ローの素材を環境に配慮したものに切り替え、ストローを必要
とするお客様にのみ提供する取組を行っています。

の有機排水の処理を可能にしています。
　阪急電鉄の摂津市駅と西山天王山駅では、ホームの上屋に
降った雨を集めて貯蔵するタンクをホーム下に設置し、駅の植
栽への散水やトイレの洗浄水に活用しています。
　阪神甲子園球場でも、銀傘に降った雨水を地下タンクに貯水
し、グラウンドへの散水やトイレの洗浄水に利用しています。

※第一ホテル東京及びホテル阪急インターナショナルは客室内に設置しています。

⁠グループ経営ਓࡐ
 専໳ਓࡐ

⁡%9ਓࡐ

⁞基װਓࡐ

⁞

⁞

⁞

⁞

⁞

⁡%9ਓࡐ

σーλとσジλルٕज़Λ活用͠て
価஋૑଄΍ੜ࢈性向上Λ
ࡐҾ・ਪਐするਓݗ

DX専門部署のメンバーだけでなく、研修等を
通じてDXの知識を身に付け、日々の業務に活
用している全社員がその役割を担います。

DX専門部署社員/当社グループ全社員

౎ަࢢ通

ෆ動࢈ Τンλテインメント

৘報・通৴

ཱྀ行

༌ૹࡍࠃ

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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各戦略に基づいた取組

人材戦略の実現に向けた「一人ひとりの活躍」の基本的な考え方

　当社グループでは、従前から従業員満足度調査を実施して
おり、その結果に基づいた組織改善、より良い職場づくり等
を通じて、従業員満足度を継続的に向上させていくことを目
指しています。
　2023年度に実施した従業員満足度調査では、当社の結果
において、現行の人事制度に対する社員の納得感・満足感に
課題感が見られました。その要因と考えられる問題点や課題
を解消するとともに、長期経営構想の実現に向けて、当社社
員が働きがいと安心感を持って、より積極的に様々な取組に
チャレンジしていけるよう、2025年7月に人事制度改定を行
いました。

　当社グループでは、すべての従業員が安心して働き続けられ
るよう、一人ひとりのライフステージや状況に寄り添い、仕事
と育児・介護・治療を両立するための各種制度を整えています。

　当社グループは、従業員やその家族の健康がグループの豊
かな未来の礎であると考え、一人ひとりの健康意識の向上と
働きがいのある職場を実現するため、健康経営を推進していま
す。グループとして健康経営を戦略的に推進するため、グルー
プCEOを委員長とする「健康経営推進委員会」を設置し、主要
6社の代表取締役や人事部門担当取締役が健康経営の推進、
実施計画、推進体制に関してグループ横断的に協議しています。
また、社会健康医学・健康経営に専門的知見のある社外取締
役監査等委員がオブザーバーとして出席することで、その実効
性を高めています。

　当社グループでは、当社及び主要6社を含む40社を超えるグ
ループ各社に従業員持株会制度を導入し、従業員に対する財産
形成の支援と長期的なインセンティブの付与を図っています。
　なお、当社においては、2025年9月から、持株会奨励金率を
5％から20％に引き上げました。従業員のロイヤリティ向上を
目指すほか、自社株の保有を通じて、グループ全体の業績や経
営に関心と責任を持ってもらうことを企図しています。

　当社グループでは、環境変化に柔軟に対応し、グループ一
体となって価値を共創できる体制の構築を目指して、組織風土
の変革に取り組んでいます。その実現に向けて、「横（他事業・
他部署）を見る」「外（グループ外）を見る」機会を増やすことで
インナーコミュニケーションを活性化させ、従業員一人ひとり
の意識・行動変容を促します。
　具体的には、社内交流イベントを企画運営する「変革を起こ
す土壌づくりプロジェクト」の立上げや従業員エンゲージメント
調査による現状把握と
改善策の検討、経営層
とのタウンホールミー
ティング の 実 施 など、
多様な施策を推進して
います。

※ABW（Activity-Based Working）：業務内容や気分に応じて働く場所や時間
を柔軟に選べるワークスタイル

・求める人材像の実現に向けた役割定義を体系的に再構築
・人材育成と連動した適切なタイミングでの役割変更

・業績・貢献度を反映したメリハリのある賃金体系へ
・会社業績と個人評価の賃金への反映部分を明確化
・全社貢献利益の一部を原資とするプロフィットシェア導入

・「行動・能力」と「成果」に分けた評価体系へ
・本人へのフィードバック強化による考課の透明性を向上
・「チャレンジ目標」を新設し「チャレンジを褒める」
   「失敗からも学ぶ」組織風土を醸成

　当社グループでは、年度単位で会社・従業員を表彰する制
度を設けており、業績貢献度の高い会社・事業に加え、成長
が期待される会社や長期経営構想の実現につながる独創的な
取組、グループ経営理念の価値観（お客様原点・先見性・創
造性など）に基づいた従業員の積極的な取組などを表彰してい
ます。
　受賞会社及び受賞者には表彰状と賞品が贈られ、社報やグ
ループ広報誌等を通じてグループ従業員に紹介しています。グ
ループ全体で称えるとともに、他の取組にも活かしていきます。

　当社グループでは、事業・業務の特性に応じて、時間や場所
にとらわれない多様な働き方を可能とする制度や、自由闊達で
働きやすい職場環境づくり等、能力や成果を最大限に発揮でき
る環境整備に取り組んでいます（内容は、会社・部署等によっ
て異なります）。

　社員の理解度・納得度を高めるための制度説明会（対面・
ウェブ併用）を、階層別に内容をチューニングしながら、20
回にわたって実施しました。また、制度の趣旨・内容につい
て認識の相違が生じないよう、事後アンケートや質問対応に
よるフォローアップを行いました。

新人事制度

従業員持株会奨励金の引上げ

インナーコミュニケーションの強化

表彰制度

健康経営推進体制

健康経営優良法人認定

｜　主な施策　｜

｜　当社における主な施策（2024年度）　｜

｜　健康優良法人　認定数の推移　｜

｜　当社における主な施策（2024年度）　｜

1.1 人事制度の見直し（阪急阪神ホールディングス）

1.2 エンゲージメント向上施策の導入

1.4 育児・介護・治療の両立

1.5　健康経営の推進

会社と社員が相互理解を深めて共に成長していく

高い目標に向けて
前向きにチャレンジ

社員のウェルビーイングを
実現しつつ、経営者や各分野

のプロを計画的に育成

1.3 多様な働き方・職場環境の整備

部門

大規模法人

中小規模法人

計

2020

5

6

11

2021

8

7

15

2022

10

10

20

2023

11

14

25

2024

12

18

30

2025

12

18

30

｜　制度変更ビジョン　｜

｜　新人事制度の概要　｜

｜　浸透施策　｜

資格制度

人事考課
制度

・若年層の生活習慣病
   リスク者への保健指導

・セルフケア・ラインケア
   研修

・社内カウンセリングルーム

・勤務時間中の禁煙化 ・禁煙啓発セミナー

・禁煙外来・薬剤費用補助

・女性がん検診
  （定期健診と同時）

・呼吸法セミナー

・ウォーキングイベント ・女性の健康セミナー

・マインドフルネス
   アプリ

1.
カラダの

健康

2.
ココロの

健康

3.
職場の
健康

・法定以上の育児休暇制度（子が3歳に達するまで）
・男性従業員に対する特別有給休暇（15日）の付与

育児

・法定以上の介護休暇制度（通算3年まで）介護

・通院休暇の付与治療

賃金制度

フリーアドレス オフィス

集中スペース

社員 会社

共通

　このような推進体制のもと、グループの健康経営の裾野が広
がってきており、グループ30社が「健康経営優良法人2025」に
認定され、うち阪急電鉄・阪神電気鉄道・アイテック阪急阪神
がホワイト500、阪急阪神リート投信がブライト500を取得し
ています。

経営層とのタウンホールミーティングの様子

ミーティングスペース

戦 略 1

エンゲージメントを高める組織づくり 具
体
的
な
施
策

従業員一人ひとりがやりがいと安心感を持っていきいきと働ける組
織環境づくりのため、組織への信頼感・帰属意識や働きやすさの向
上に資する制度の導入・環境の整備を行っています。

1.1 人事制度の見直し
1.2 エンゲージメント向上施策の導入
1.3 多様な働き方・職場環境の整備
1.4 育児・介護・治療の両立
1.5 健康経営の推進
1.6 ハラスメントへの対応

長 期 経 営 構 想 の 実 現を目指してグル ープ が 一 体となって変 革を推 進

一人ひとりの活躍

戦 略 1

DX

Characteristics

Work
engagement

DX

Characteristics

Work
engagement

DX

Characteristics

Work
engagement

戦 略 3

DX

Characteristics

Work
engagement

戦 略 2

時間や場所にとらわれない働き方を可能とする制度

・リモートワーク制度

・フレックスタイム制度・時差出勤制度

・半日単位、時間単位の年次有給休暇の取得制度

自由闊達で働きやすい職場環境の整備

・フリーアドレス

・ABW※エリアの設置（一人での集中作業やウェブ会議に適した個
室スペース、少人数でのミーティングに適したフリースペース等）

・服装の自由化

立ち会議スペース

GROW TH
継 続 的な継 続 的な

企 業 価 値 の 向 上企 業 価 値 の 向 上

・働きやすい環境
・仕事のやりがい
・安定した処遇

・制度の不透明感
・制度の浸透不足
・過度に一律な処遇による
   チャレンジ意欲の低下

強み 弱み（課題）
従業員満足度調査等に基づく人事制度の実態

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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職責別 目的別

　当社グループは、各事業に精通した人材育成を重視しつ
つ、グループ全体を担う人材も必要と考え、コアを超えた人

　2022年にDXプロジェクト推進部を創設し、同部を中心に
グループ共通のプラットフォームの構築などを推し進めると
ともに、「HH cross ID」の導入や、当該IDに紐づいた顧客
データの分析等の取組を積極的に推し進めています。

　当社グループ全体でDXを推進していくために、DX高度専
門人材の採用に加え、デザイン思考、デジタルマーケティン
グ、DX・AI関連の研修の実施等を通じてDX人材の育成を
行っています。

　当社社員の経営力や人材力の強化を目的として、階層別
研修において経営戦略やマネジメント、財務・会計、グロー
バルトレンドなどを学び、実践する機会を設けています。
　また、外部派遣として国内MBAや産学連携プロジェクト
などへの参加も推進しています。さらに、グループ全体で新
入社員、新任管理職、新任取締役などの階層別研修を実施
し、メンタルヘルス、サステナビリティ、コンプライアンス、
ビジネスと人権を含む各種の人権に関する話題など多岐に
わたるテーマを取り上げています。

　当社及び主要6社では、積極的な女性採用を継続的に実
施するとともに 、
①ライフイベントとの両立支援
②キャリア形成支援
③周囲の理解促進
を柱として各種施策を推進しており、女性リーダー育成に関

　当社グループでは､ 障がいがある方が働きやすい環境を整
備するとともに､ 将来にわたり､ 積極的に障がいがある方の
雇用機会の創出を図るため､ 特例子会社である ｢あしすと阪
急阪神｣を中心に障がいがある方の雇用を促進しています｡

2.2 計画的なジョブローテーション

３.1 DX推進基盤の強化 ３. ２ DＸ人材の採用・育成
　　（阪急阪神ホールディングス）

2. ３ 教育メニューの拡充
　　（阪急阪神ホールディングス）

2. ５ ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

2. ４ キャリア支援施策の拡充
　　（ 阪急阪神ホールディングス） 

　内発的な動機付けを重視したキャリア形成を支援するた
め、階層別研修としてキャリアデザイン研修を導入していま
す。管理職には希望制でキャリアコーチングやカウンセリン
グも提供しています。

　若手社員のキャリア形成や挑戦を後押しするため、メン
ター・メンティー制度を導入し、部門や階層を越えた「ナナ
メの関係」構築を推進しています。メンティーの参加は募集
制としています。

　社員自身によるキャリアアップや職場での実践を支援する
ため、自己啓発支援制度を設けています。重点分野とする
資格を定め、取得した社員には祝金を支給する仕組みとして
います。

　ダイバーシティ＆インクルージョンの観点を重視し、各事
業の競争力強化を図るため、2025年度以降は経験者採用の
枠組みを一層拡充しています。業界経験者のみならず、異業
種出身者やDX・IT分野のプロフェッショナルなど、多様な
価値観・知識・スキル・経験を有する人材を積極的に受け
入れることで、組織の活性化を図っています。
　また、転職潜在層へのアプローチ強化にも取り組んでおり、
採用ホームページのキャリア登録（タレントプール）窓口の機
能拡充や、SNSを活用した情報発信を強化し、タイミングを
問わず幅広い方 と々接点を持てる体制としています。

主体的なキャリア形成と能力開発を支援する
・グループ全体最適の視点で将来像を描き、実現に邁進する

・「高い志」と「強い信念」をもち、既成概念に囚われず
  挑戦し続ける
・誠実かつ謙虚な姿勢で周囲と関わり、自らも学び続ける

阪急阪神ホールディングス社員のあるべき姿とは1.

2.

3.

「求める人材像」を明瞭にし、職場における育成を支援する

長期的な視点で、新たな価値の創造を促す

人材育成方針・求める人材像（阪急阪神ホールディングス）

研修体系（阪急阪神ホールディングス及びグループ合同）

当社社員向け研修
グループ合同研修

昇格研修
フォロー研修
管理職研修

昇格研修
フォロー研修
新入社員研修

マーケティング基礎
経営戦略基礎
労働法基礎
財務実務基礎

キャリア形成支援 自己研鑽支援

キャリア支援

管
理
職

管
理
職

一
般
社
員

一
般
社
員

経営力・人材強化

職責別 経営知識・人脈形成 デジタル
教育

デ
ジ
タ
ル
教
育

新価値創造力・
構想力の養成
MBA大学院派遣
外部派遣研修

キャリアデザイン
支援
カウンセリング・
コーチング

評価者研修

キャリアデザイン
研修

メンター制度

自己啓発支援制度
資格取得祝金
ライフイベントとの
両立支援
（育休復帰セミナーなど）

新任取締役研修
新任監査役研修

コンプライアンス
メンタルヘルス
人権啓発
ハラスメント相
談窓口対応
労働法

新任管理者研修

新入社員研修

人材育成
基本方針

求める
人材像

する社外研修への派遣や、社外メンターを活用した仕事と
家庭の両立支援施策の充実等により、従業員が性別を問わ
ずいきいきと活躍できる環境の整備に努めています。

　近年の学生の価値観やキャリア志向の多様化を受け、学生
一人ひとりの考え方や志向を丁寧に把握することを重視し、エ
ントリーから選考、内定に至る各段階で個別面談やフィードバッ
クを実施しています。
　また、入社後のミスマッチを防ぐため、事業理解を深めるた
めの各種イベントや現場社員との交流の場を設けるなど、入社
後のイメージをより具体的にもってもらえるような取組を行って
います。
　さらに、将来の労働人口減少を見据えた若年層アプローチと
して、中高生向け職場体験に加え、大学のキャリアセンターと
連携したキャリア教育も実施する等、早期から当社グループの
事業・働き方の魅力を伝え、次代を担う人材との関係構築を
強化しています。

　当社では、持続的な成長と企業価値の向上を目指し、多
様な人材を確保するため、新卒・キャリア採用活動を戦略
的に推進しています。

2.1 戦略的な採用活動の実践
　  （阪急阪神ホールディングス）

　当社グループでは､ ２年に一度､ 職場環境アンケート調査
を国内のグループ全社で実施しており､ その結果は､ 各社が
作成する「ハラスメント防止対策計画」の策定に活用するとと
もに､ 職場環境の改善や教育に活かしています｡

・グループ各社社長対象の人権啓発研修
・各階層の昇格者・新入社員向け研修
・カスタマーハラスメントに関する教育研修

・ハラスメント相談窓口の設置及び相談員の育成
  （当社及びグループ各社）
・採用活動時の面会ルールの策定
・カスタマーハラスメントに対する基本方針の策定

｜　主な施策（2024年度）　｜1.6 ハラスメントへの対応

推進体制
の整備

浸透施策
の一例

事異動や計画的なジョブローテーションを推進しています。
人材配置においては、コミュニケーションシートや面談を通
じて、社員の意向もキャッチしています。

戦 略 2
新たな価値創造に資する多様な人材の確保・育成 具

体
的
な
施
策

当社グループの将来を担う、多様な価値観・知識・スキル・経験を有
する人材を確保・育成するため、戦略的な採用活動（新卒・キャリア
の両軸）や育成施策の実施、自律的なキャリア形成を支援する制度
の導入・整備を行っています。

2.1 戦略的な採用活動の実践
2.2 計画的なジョブローテーション
2.3 教育メニューの拡充
2.4 キャリア支援施策の拡充
2.5 ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

戦 略 3
当社グループのDXを牽引・推進する人材の育成 具

体
的
な
施
策

当社グループとして、急速なビジネス環境の変化に対応し、データとデジ
タル技術を活用して新たな価値創造や生産性向上の実現を牽引する人材

（DX専門部署）・推進する人材（全社員）を育成するため、当社グループ社
員に対するDX研修の実施等を通じた教育を行っています。

3.1 DX推進基盤の強化
3.2 DX人材の採用・育成

新卒採用

キャリア採用

キャリアデザイン研修

女性活躍推進

障がいのある方の就労支援

メンター・メンティー制度の導入

自己啓発支援制度・資格取得祝金

DX

Characteristics

Work
engagement

DX

Characteristics

Work
engagement

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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戦
略
１

非財務KPI 目標値(2025年度） 2024年度実績
(前年差異） 備考

従業員満足度

平均勤続年数

喫煙率

特定保健指導実施率

人権研修受講率
(当社主催の階層別研修）

休業災害度数率

直近の入社3年以内離職率

継続的に前回調査を上回る

ー

15%以下

60%以上

100%を継続

ー

ー

3.50/5段階(△0.07)

20.1年(+0.1年)

16.6%(△0.8pt)

54.1% (＋6.3pt)

100％ (＋2.9pt)

0.60(△0.79)

13.4%(＋1.3pt)

隔年実施（2024年度は実施していません。）
実績は2023年度実績、（）内は2021年度実績との差異

対象者は2023年度の健康診断の結果から抽出
(特定保健指導を終了した者／特定保健指導対象者）

100万延べ実労働時間あたりの労働災害による死傷者数
(休業1日以上)
第三者行為災害・通勤災害を除く。

戦
略
２

男女間賃金格差

外国人社員比率
(外国人社員数の対前年増加率）

男性育児休業等取得率

女性新規採用者比率

女性管理職比率

障がい者雇用率

新規採用者におけるキャリア採用比率

ー

ー

100%

30%以上を継続

10%程度まで向上(2030年度）

法定雇用率以上を継続

ー

73.2%(+1.0pt)※

0.71%(＋0.19pt)

98.1%(△1.0pt)

45.2%(+1.9pt)

6.4%(+0.5pt)

3.07%(＋0.06pt)

40.9%(+5.1pt)

当社における男性従業員の賃金支払実績に対する
女性従業員の賃金支払実績の割合

2024年度の育児休業•育児目的休暇の取得者数／
2024年度に配偶者が出産した男性従業員数

対象範囲：特例子会社適用会社

2024年度新規採用者のうちキャリア採用者の割合

戦
略
３

DX教育費率

DXオンライン教育修了者割合

15%程度を継続

100%を継続

17.0％（△0.7pt）

100%

人材育成費用に占めるDX教育費の割合
(対象範囲：当社）

※ 相対的に賃金水準の高い管理職層において、女性の割合が低くなっています。一方、勤続年数、年代別に比較した男女の賃金の差異はほとんどありません。
対象範囲は、備考に記載があるものを除き、当社及び主要6社(阪急電鉄、阪神電気鉄道、阪急阪神不動産、阪急交通社、阪急阪神エクスプレス、阪急阪神ホテルズ）

その他　社会へ向けた取組

非財務KPI一覧

当社グループでは、地域の活性化や安全・安心で環境に配
慮したまちづくりなどを目指して、沿線の市や町との包括連
携協定を締結しています。 協定の締結により、それぞれの市
や町とこれまで以上に緊密に連携・協力し合いながら、引き
続き沿線の価値向上やSDGsが目指す持続可能な社会の実
現に向けて取り組んでいきます。

　グループ従業員の寄付を基に、会社が同額を上乗せし、重
点領域である「地域環境づくり」「次世代の育成」に沿った活動
を行う阪急阪神沿線の市民団体を助成する「阪急阪神 未来の
ゆめ•まち基金」を運営しています。第16回となる2024年度は、
非営利団体15団体に総額900万円を助成しました。また、新
たな試みとして、これまで同基金からの助成を通じて関係を築
いた市民団体のうち10団体を対象に、『資金調達』を応援する
寄付型クラウドファンディング「ゆめ•まちクラウドファンディン
グ」を実施しました。本取組は、市民団体への継続的な寄付の

　阪急電鉄と阪神電気鉄道は、SDGsの達成に向けた啓発メッセージを発信する特
別企画列車「SDGsトレイン 未来のゆめ•まち号」を、国や自治体・企業・市民団体
等と連携して運行しています。車体の外観には SDGsをイメージしたイラストを施し、
車内ポスターもすべてSDGsに関するものに統一しています。2020年9月からは東急
グループと協働運行を行っており、走行にかかる電力をすべて（実質的に100%）再
生可能エネルギーで賄っています。これら一連の取組が評価され、第4回「ジャパン 
SDGsアワード（主催：日本政府のSDGs推進本部）」において、特別賞「SDGsパート
ナーシップ賞」を受賞しました。さらに、2024年4月からは、阪急観光バス・阪神バス・
東急バスの一部路線で、SDGsトレインと連動したデザインを施した「SDGsバス」の
運行を開始することにより、東西での取組を拡大しています。同取組は、2025年度
末まで継続する予定です。

　本プロジェクトでは、定期的に阪急阪神沿線でお客様
調査を行っており、2025年度の調査では、同プロジェク
トや「SDGsトレイン 未来のゆめ•まち号」を認知する層ほ
ど、当社グループへの好感度や同沿線への居住意向が高
まるとの結果が出ています。

2025年5月に、国連事務次長（グローバル・コミュニケーション担当）のメリッサ・
フレミング氏が「SDGsトレイン未来のゆめ・まち号」を視察されました。そして、「地
域に根差した民間企業が、自治体や様々なセクターを巻き込みながら、コミュニ
ティや子どもたちの未来のために取組を進めていることは大変意義が大きいと思
います。」との感想をいただきました。

　当社グループでは「未来にわたり住みたいまち」づくりを目指して、2009年から社会貢献活動「阪急阪神 未来のゆめ•ま
ちプロジェクト」に取り組んでいます。本プロジェクトは「地域環境づくり」と「次世代の育成」を重点領域としており、2020
年5月に発表した「サステナビリティ宣言」に基づく、SDGsの達成に向けた取組の一つです。

　当社グループは、社会貢献活動「阪急阪神 未来のゆめ•ま
ちプロジェクト」の一環として、小学生向けキャリア教育プロ

鉄道の現場やホテル・宝塚歌劇・阪神甲子園球場など、
当社グループの事業や施設・人材を活かし、夏休み期間中の
小学生に多彩で本格的な仕
事体験や学びの機会を提供
しています。2024年度まで
に累計555のプログラムに
21,317人の子どもたちを招
待しました。

ʪแׅ連ڠܞఆͷྫࣄʫ
豊中市（2022年2月）、箕面市（2022年4月）、
宝塚市（2022年9月）、高槻市（2024年10月）、
島本町（2025年3月）、池田市（2025年5月）

࣋ଓՄೳな社会の実ݱに向け࣏ͨࣗ体との連ڧܞԽ

取組例

取組例

ܞԉ・連ࢧຽஂ体へのࢢ

活動Λ通ͨ͡੒Ռ

「4%(sトレイン�ະདྷのΏΊw·ͪ߸」「4%(sバス」のӡ行

࣍ੈ୅Λҭ੒するػ会のఏڙ

「ਆ�ΏΊŋ·ͪνϟレンジୂࡕٸࡕ」

「ਆ�ະདྷのΏΊŋ·ͪプϩジΣクトࡕٸࡕ」

グループの社会ݙߩ活動

きっかけとなり、これらの団体が将来にわたり活動を維持でき
るようにすることを目的にするとともに、「未来にわたり住みた
いまち」をつくりたいという想いに共感する、まちに関わる様々
な人々との協働につながると考えています。 2024年12月から
2025年2月に募集し、合計492名から約480万円を支援いた
だきました。今後も、「未来にわたり住みたいまちづくり」への
共感や機運を高めることを目指し、従業員や沿線地域の皆様
との協働に取り組んでいきます。

調査対象 ： 阪急阪神沿線23市町在住18～ 69歳男女 調査方法 ： アンケートモニターに対するインターネット調査 
回答者数 ： 1,000人 　調査期間 ： 2025年7月31日～ 8月5日
※端数処理により、合計が一致しない場合があります。

国連事務次長メリッサ・フレミング氏
のSDGsトレイン視察の様子

「SDGｓトレイン 未来のゆめ・まち号」（上段）と
「SDGsバス」（下段）

鉄道の保線作業の仕事体験

https://www.hankyu-hanshin.co.jp/yume-machi阪急阪神 未来のゆめ•まちプロジェクトウェブサイト

グラムを実施しています。「阪急阪神 ゆめ•まちチャレンジ隊」
及び小学生向け出張授業「阪急ゆめ•まち わくわくWORKプ
ログラム」は、2017年度に経済産業省が主催する「第8回キャ
リア教育アワード」で経済産業大臣賞（大賞）を受賞したほ
か、2020年度に文部科学省主催の「青少年の体験活動推進
企業表彰」で文部科学大臣賞（最優秀賞）を受賞しました。

ʛɹجຊํ਑ɹʛ ʛɹ主ͳ׆ಈ಺༰ɹʛ

ʪ஍域社会とのڠಇʫ ʪै業員とのڠಇʫ

ʛɹॏ఺ྖҬɹʛ

　阪急阪神沿線を中心に、私たち一人ひとりが関わる地域に
おいて「未来にわたり住みたいまち」をつくることを目指します。

　企業・地域社会・従業員
の3つの協働を柱とし、様々
な活動を行っています。 ʪ企業Ͱのڠಇʫ

①グループ各社の
社会貢献活動の推進

②資金や広報協力を
通じた市民団体の支援

③従業員・元社員の
社会貢献活動の促進

ʰ஍域ͮ͘ڥ؀Γʱ
まちを持続可能に発展させる

ʰ࣍ੈ୅のҭ੒ʱ
未来のまちの担い手を育てる

0
20
�0
60
�0

100

શମ

当社グループへの好感度
（�）

64.064.0

42.842.8
21.221.2

76.576.5

49.949.9
26.626.6

83.983.9

47.547.5
36.536.5

る͡ײる　˙΍΍͡ײ౓をײ޷˙

（O�1
000）
（O�77�） （O��7�）

当社グループ
認知層

ゆめ･まちPJ
認知層

0
20
�0
60
�0

100

શମ

阪急阪神沿線への居住意向
（�）

40.240.2
26.226.2
14.014.0

47.047.0
29.929.9
17.117.1

60.660.6

36.736.7
23.923.9

˙ॅΈͨい・ॅ Έଓ͚ͨいと͏ࢥ ˙গし͏ࢥ

（O�1
000）
（O�77�） （O��7�）

当社グループ
認知層

ゆめ･まちPJ
認知層

˞

一人あたりの教育時間 ー 9.34時間(△2.0時間)

各種研修受講者数(延べ） ー 20,462人(＋4,155人)

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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　当社グループは「人の尊重」をグループ経営理念の価値観の一つとしており、すべての従業員がその趣旨を深く理解できるよう、
「人権の尊重に関する基本理念」と「人権の尊重に関する基本方針」を明文化しています。2023年4月には、国際連合の「ビジ
ネスと人権に関する指導原則」等を踏まえ、基本理念と基本方針を改定しました。

　当社では、「ビジネスと人権」の視点をより意識し、グ
ループ全体(サプライチェーンを含む。）において、人権リ
スクの洗出しと優先順位付け(重要リスクの特定)をした
上で、人権侵害の防止・負の影響の軽減の取組を進め
ています。また、取組にあたっては、社外の視点を重視し、
大学教授やNGOの代表者等の外部の有識者と対話しな
がら進めています。

重要な人権リスクのうち、「ハラスメント」について、引き続き、当社及びグループ各社において役職員向けの研修を実施するほか、
当社社長及びグループ各社のトップからハラスメント防止メッセージを従業員に発信するとともに、毎年、グループ各社がハラ
スメン卜防止対策計画を策定し、それに沿った取組を計画的に実施しています。また、当社グループの従業員を対象に「職場環
境に関するアンケート」を隔年で実施(直近では、2024年6月に実施)し、アンケートを通じてハラスメント防止の啓発やハラス
メント相談窓口の周知を図るとともに、アンケート結果を、グループ各社におけるハラスメント防止対策の立案に活用しています。

https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/materiality/human/rights/
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人権尊重に関する基本理念と基本方針 :

カスタマーハラスメントに対する基本方針：

人権デュー・ディリジェンス

ハラスメント防止に向けた取組

教育・啓発

救済の窓口

　当社グループのコア事業に関係する従業員により、人
権リスクの洗出しに関するワークショップを開催し、各事
業の人権リスクを洗い出しました。また、洗い出した人
権リスクについて、潜在的な人権への負の影響の深刻度
(規模・範囲・是正困難度)と負の影響が生じる可能性の

採用活動時のハラスメント防止対策として、当社及び中
核会社では、応募者と面会する採用担当者やその他の社
員に対し、公正採用選考に関する啓発を実施しています。
その中で、応募者に対するハラスメント行為を明確に禁止
するとともに、面会場所・時間や連絡手段など社員と応募
者の面会ルールを策定しています。また、採用サイト等で
応募者向けにハラスメント相談窓口を案内し、安心して選
考に臨んでいただける環境の整備に努めています。

当社グループでは、グループ各社の経営トップと当社の全管理職を対象として、外部有識者による人権啓発研修を毎年実施
(直近では、2025年３月に、グループ各社の社長等を対象に研修を実施）し、マネジメントを担う者が知っておくべき様々な人権
課題について、定期的に啓発しています。また、グループ各社の新任取締役・新任監査役・新任管理者・新入社員等、各階層の
新任者や各社の人権担当者に対して人権啓発研修を実施し、人権の尊重に関する基本理念・基本方針の浸透やハラスメントの
防止について、継続的に啓発しています。

当社では、人権侵害行為を含む法令等違反行為・反倫理的行為が行われていた場合又はそのおそれがある場合に、当社グルー
プ及び取引先の役職員とその家族が利用可能な内部通報制度として、内部相談受付窓口及び外部の弁護士を窓口とする外部
相談受付窓口から成る「企業倫理相談窓口」を設置しています（企業倫理相談窓口の詳細は、P.96参照）。
さらに、当社グループでは、当社グループの従業員を対象とした「ハラスメント相談窓口」を設置し、職場におけるハラスメント
についての相談を受け付けています。また、グループ各社のハラスメント相談窓口の担当者が、相談内容や状況に応じ、適切に
対応できる知識とスキルの取得のため、ロールプレイを取り入れた研修を実施すること等を通じて、グループ従業員が安心して
相談できる体制づくりに努めています。
両窓口については、匿名での利用が可能であり、相談者のプライバシーが保護されることはもちろんのこと、相談したことを

理由とする不利益な取扱いがない旨を規程等で明示しています。

当社グループでは、お客様に良質なサービスを安定して
提供し続けていくために、従業員の人権が守られ、心身と
もに健康で安心して働くことができる職場環境を整えるこ
とが大切であるとの考えのもと、2024年11月に「阪急阪
神ホールディングスグループカスタマーハラスメントに対
する基本方針」を策定しました。具体的には、カスタマーハ
ラスメントには組織として毅然と対応することを明確にし
たうえで、カスタマーハラスメントへの対応方法・手順を

ਓݖリスクのચ出͠・重要リスクのಛ定

用活動࣌のϋϥスメント防止対策࠾

ਓڭݖҭの実施

相談窓口の設置

Χスλマーϋϥスメント防止対策

観点から評価を行い、当社グループにおける重要な人権リ
スクを特定しました。
　なお、人権リスクの洗出しや重要な人権リスクの特定に
あたっては、当社広聴センターや企業倫理相談窓口等へ
のご意見・相談内容など、お客様・地域住民・従業員等

重要なਓݖリスク
関係するステークϗルμー˞�

対Ԡの主な方向性
ࣗ サ ར ٻ ॅ

利用者の安全※2 ● ・安全施策（施設・設備の安全対策、従業員教育等）の継続・強化

ハラスメント
（カスタマーハラスメントを含む。） ● ● ●

・ハラスメント防止施策（教育・啓発、アンケート調査等による実態把握・
  改善等）の継続・強化
【採用活動時のハラスメント対策】
・応募者への相談窓口の周知
・従業員への継続的な教育の実施
【カスタマーハラスメント対策】
・カスタマーハラスメント防止体制の構築、対応マニュアルの整備
・従業員への継続的な教育の実施

差別 ● ● ● ● ● ・従業員への継続的な教育の実施

強制労働・外国人労働者の
権利侵害 ● ● ・外国人労働者の現状把握（アンケート・ヒアリング等）及び状況改善

・雇用管理上の留意点等の継続的な周知

過重労働 ● ● ・労働時間対策（労働時間管理・36協定の遵守状況の確認等）の継続・強化

労働安全衛生 ● ● ・法令等に基づいた、従業員の健康・安全管理対策の徹底

児童労働 ● ● ・児童労働の現状把握（アンケート・ヒアリング等）及び状況改善
・雇用管理上の留意点等の継続的な周知

人権侵害相談等への
不適切な対応 ● ● ● ● ● ・外国語対応を含めた相談窓口のあり方の検討

・相談窓口担当者への継続的な教育の実施

プライバシーの権利 ● ● ● ● ● ・個人情報保護や情報セキュリティを中心とした対策の継続的な実施
 （情報セキュリティ対策の一層の強化等）

近隣住民の安全 ● ・安全施策（近隣との協議、従業員教育等）の継続・強化

紛争等による心身の安全※2 ● ・グループ横断的なカントリーリスク情報の収集、発信体制の整備・強化
・インシデント対応力の強化　

※１　自：自社従業員、サ：サプライヤー従業員、利：利用者・消費者、求：求職者、住：地域住民
※２　「利用者の安全」：国際輸送事業を除くコア事業が対象、「紛争等による心身の安全」：都市交通・不動産・旅行・国際輸送の各事業のうち、海外事業従事者が対象。　　
　　　それ以外のリスクは、全コア事業が対象

「Ϗジネスとਓݖ」に関する取組

カスタマーハラスメントへの対応セミナー

のステークホルダーの声を考慮しています。
　重要な人権リスクについては、今後の対応の方向性（左記
表参照）に基づき、予防・低減に向けた取組を順次進めてい
きます。
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重要なਓݖリスク
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定め､従業員に必要な教育研修を実施するとともに、従業
員がカスタマーハラスメントを受けた場合は、そのケアに
努めます｡また、従業員自らが取引先等に対しカスタマー
ハラスメントを行うことのないよう、啓発を行っています。
2025年５月には、当社グループの従業員を対象に、カス

タマーハラスメントへの対応をテーマにした弁護士による
セミナーを開催しました。

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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関連する領域

ガバナンス
Governance

重要テーマ
（マテリアリティ）

　「お客様をはじめとする皆様から信頼される企業でありつづける」ために、経営の透明性・健全性を一層高めることや、法令等の遵守、
適時適切な情報開示等を通じて、コーポレート・ガバナンスの強化・充実を図っています。そうした基本的な考え方に基づき、以下の5つ
の方針を定め、コーポレートガバナンス・コードの各原則に取り組み、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指します。

˞౰社グループͰ͸ίーϙϨーτΨόφϯεɾ
ίーυʢプϥΠϜࢢ৔͚޲ͷ಺༰ΛؚΉɻʣͷ
ଇʹ͍ͭͯɺ͢ݪ֤ ΂࣮͍ͯͯ͠ࢪ·͢ɻ֤ ݪ
ଇͷ࣮ࢪ಺༰ٴͼͦͷଞίーϙϨーτɾΨό
φϯεʹؔ͢Δ߲ࣄʹ͍ͭͯ͸ɺʮίーϙϨー
τɾΨόφϯε報ࠂॻʯΛ͝ࢀর͍ͩ͘͞ɻ
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ガバナンスの充実に向けて

コーポレート・ガバナンス体系図

ガバナンス体制

役員一覧 P.99

　当社グループは、純粋持株会社体制を採用しており、事
業執行は基本的に傘下のグループ会社が担当し、当社はグ
ループ全体の監視・監督を主要な職務とすることで、監視・
監督機能と執行機能とを分離した体制としています。
　そのような体制のもと、当社は、当社及び当社グループの
経営方針、経営戦略等に関わる事項や各コア事業の中期・
年度経営計画につき承認する権限を保持するとともに、事
業執行会社に対して適時その進捗状況に関する報告を求め
るほか、一定金額以上の投資を行う場合など、グループ会
社がグループ経営の観点から重要な事項を実施する場合に、
事前に当社の承認を得るか報告することを求めることなどに
より、各会社を監視・監督し、グループ全体のガバナンスの
向上を図っています。
　そのため、上記事項については、社外取締役を加えて構
成された当社取締役会を承認又は報告の場とするとともに、
その前置機関として、当社グループの各コア事業の代表者等
もメンバーに加えた「グループ経営会議」を設置しています。
　このほか、事業執行会社においても、より実質的な議論
や意見交換等を行うことを通じて各事業へのリスク管理の実
効性を高めるため、主要な中核会社において、社外出身の
取締役・監査役を選任しています。
　また、取締役人事及び取締役（監査等委員である取締役

［取締役会・取締役］
取締役会は、当社及び当社グループの経営方針、経営戦

略等に関わる事項や各コア事業の経営計画につき承認する
権限を保持するとともに、グループ会社における重要な投資
案件等について適時事業執行会社から報告を求めることで、
各会社を監視・監督し、グループ全体のガバナンスの向上
を図っています。
また、監視・監督機能の強化と意思決定の質の向上を図

るため、13名の取締役により取締役会を構成し、うち女性3
名を含む6名を独立社外取締役として選任しています。また、
13名の取締役のうち3名は監査等委員である取締役であり、
監査等委員会を構成しています。

［監査等委員・監査等委員会］
監査等委員及び監査等委員会については、3名の監査等

委員のうち、当社から独立した立場にあり、かつ高度な専門
性を有した社外取締役2名を選任することで、業務執行に係
る意思決定の適正性のより一層の確保に努めるとともに、グ
ループ経営会議をはじめとするグループ内の会議体に常勤の
監査等委員が出席するなど、監査等委員会による監査・監
督の環境整備にも留意しています。

औక໾会ʹ͓͚Δ
ಠཱ社֎औక໾ൺ཰

当社及び当社グループにおけるコーポレート・ガバナンス体制の概要
経営の透明性・ガバナンスの実効性の向上

当社の経営上の意思決定、執行及び監督等に係る経営管理組織を除く。）の報酬の透明性及び客観性を確保するため、代表
取締役会長（欠員又は事故があるときは、代表取締役社長）
及び当社から独立した立場にある社外取締役全員を構成員
とし、社外取締役を委員長とする指名・報酬委員会を設置
しています。指名・報酬委員会は、取締役人事及び取締役（監
査等委員である取締役を除く。）の報酬に関する事項につい
て、取締役会からの諮問を受け、審議・決議の上、答申し
ています。
　さらに、当社グループでは、グループとしての総合力強化
の一環として、資金調達を原則として当社に一元化し、事業
執行会社には、当社が承認した経営計画の範囲内において
必要な資金が配分される仕組みの整備を推進するなど、資
金面でのガバナンスの強化にも努めています。

46.2% 23.1% 85.7%46.2% 23.1% 85.7%46.2% 23.1% 85.7%

औక໾会ʹ͓͚Δ
ঁੑൺ཰

指໊ɾ報ुҕһ会ʹ͓͚Δ
ಠཱ社֎औక໾ൺ཰

代表取締役

グループ経営会議

グループ各社

株主૯会

監査等 報告

報告

報告

参画
（オブザーバー）

監査

報告

答申

諮問 会計監査

招集

招集/執行状況報告 選定/解職/監督

選任/解任 選任/解任 選任/解任

参画

指名・報酬委員会 会計監査人

監査等委員会
スタッフ

グループ監査室

取締役
（監査等委員以外）

監査等委員会
取締役

（監査等委員）

取締役会

久須 勇介 上田 靖 遠藤 典子
（学者）

鶴 由貴
（弁護士）

小林 充佳
（経営者）

宮原 幸一郎
（経営者）

島谷 能成 荒木 直也 福井 康樹嶋田 泰夫
議長

■独立社外取締役　
● 男性　
● 女性

髙橋 裕子
（医師・学者）

小見山 道有
（弁護士）

橋本 一範
委員長

؂ࠪ౳ҕһ会	�໊


髙橋

鶴嶋田

小林 宮原

小見山

遠藤
委員長

指໊ɾ報ुҕһ会	�໊
औక໾会	1�໊


［指名・報酬委員会］
指名・報酬委員会は、取締役の選解任やグループCEOの

後継者計画の策定・運用等の取締役人事及び取締役（監査
等委員である取締役を除く。）の報酬の透明性及び客観性を
確保するため、代表取締役会長（欠員又は事故があるときは、
代表取締役社長）及び当社から独立した立場にある社外取締
役全員を構成員とし、社外取締役を委員長として、取締役
人事及び取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬に
関する事項について、取締役会からの諮問を受け、審議・
決議の上、答申しています。

［グループ経営会議］
グループ経営会議は、グループCEOを議長とし、常勤取
締役（監査等委員である取締役を除く。）及び執行役員並びに
当社グループの各コア事業の代表者等を構成員として、取締
役会の決議事項のほかに、当社グループの経営戦略、経営
計画や、グループ会社における重要な投資案件等、当社の
グループ経営に関わる重要事項の審議・承認等を行ってい
ます。

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報

91 92Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2025 Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2025

ガバナンス

https://www.hankyu-hanshin.co.jp/download/sustainability/materiality/corporate/governance/info_governance.pdf


［社外取締役の取締役会・監査等委員会への出席状況（2024年度）］

໊ࢯ ஍Ґ
ग़੮ঢ়گʢग़੮ճ਺/։࠵ճ਺ʣ

औక໾会౳ʹ͓͚Δൃݴɺͦ ͷଞͷঢ়گ
औక໾会 ؂ࠪ౳ҕһ会

ԕ౻�యࢠ 取締役 11回/11回 ー
主に、公共政策や環境・エネルギー分野の研究を通じて培った豊富な経験・知見に基づいて有
益な発言を行っています。

௽�༝و 取締役 11回/11回 ー 主に、コンプライアンスの視点から有益な発言を行っています。

খྛ�ॆՂ 取締役 11回/11回 ー 主に、経営者としての豊富な経験・視点と実績に基づいて有益な発言を行っています。

খࢁݟ�ಓ༗ 取締役監査等委員 11回/11回 12回/12回 主に、コンプライアンスの視点から有益な発言を行っています。

ࢠ�༟ڮ∁ 取締役監査等委員 11回/11回 12回/12回
主に、社会健康医学や健康経営の研究・臨床を通じて培った豊富な経験・知見に基づいて有益
な発言を行っています。

（注）社外取締役については取締役会の事務局が、監査等委員である社外取締役については監査等委員会の事務局が、それぞれ補佐を行うこととしており、特に、監査等委員会
事務局には専任のスタッフを配置しています。さらに、取締役会に付議される議案の内容については、取締役会事務局が、原則として会日の7日前を目途に資料を送付するなど、
社外取締役の監視・監督機能の向上を図っています。

※下線は、2024年度評価から新設された項目

①取締役会の役割・構成（取締役会の人数や構成、期待された役割の評価）
②取締役会の運営・議論（スケジュール、議案・報告事項の選定、事前の情報提供、説明、資料の内容、審議時間）
③取締役会の議論の内容（中期的な経営方針、株式市場からの評価を踏まえた資本コスト経営の推進・
事業ポートフォリオの見直し、サステナブル経営の推進、リスク管理体制の推進等）
④企業統治委員会・報酬委員会（両委員会の構成及び運営、グループCEOの後継者計画の議論）
⑤宝塚歌劇団のガバナンス改善への取組

報酬制度

取締役会・監査等委員会の実効性の確保

［取締役会の実効性評価］
　当社は毎年、取締役会の実効性について分析・評価を行い、取締役会のさらなる監督機能及び意思決定機能の向上に努めています。

全取締役に個別に事前アンケートを実施した上で、取締役会において当該アンケート結果について報告の上協議

˙����年౓ͷධՁ結ՌΛ౿·͑ͨ����年౓ͷ主ͳվળͷऔ૊
　2023年度取締役会の実効性評価において、2024年度の取締役会の課題として挙げられた次の事項に対して、
改善の取組を行いました。

˙����年౓ͷධՁ結Ռͱ����年౓ͷऔ૊ํ਑
　2024年度の取締役会は、概ね適切に運営されており、実効性は確保されているとの評価を得ています。一方、取締役会の実効
性評価に関する協議を経て、次の課題を認識したため、2025年度取締役会において、継続的に改善に取り組むこととしています。

評価手法

評価項目

՝୊ վળऔ૊ͷྫ

̎ɽ੒௕ઓུʹؔ͢Δٞ࿦ͷॆ࣮౳

• 事業ポートフォリオ等を踏まえた成長戦略の策定に向
けて充実した議論を行うことについて
• グループ従業員等へ浸透させることの重要性及びそ
の方法について

• 持続的なROE8％の達成等に向け、当社グループの「ありたい姿」と現状のギャップを埋めていくための
「長期経営構想」の策定にあたり、取締役会において繰り返し議論
• 長期経営構想のグループ全体への浸透に向けた施策の検討

̏ɽऔక໾報ुͷݟ௚͠

• 業績連動報酬への非財務指標の導入について

• 取締役報酬制度を、長期経営構想を実現するためのインセンティブとして機能させるため、業績連
動報酬において非財務指標を導入することを含め報酬制度を改定する方向性について議論
• 制度改定を視野に、議論の深化に向けた環境整備の一環として、取締役人事と取締役報酬を一体的
に審議するため、企業統治委員会及び報酬委員会を統合し、指名・報酬委員会として新設

̐ɽऔక໾会ʹ͓͚Δٞ࿦ͷ一૚ͷॆ࣮

• 中長期的な方針策定等に関する審議を行うための十
分な時間を確保することについて
• 事前資料の配付時期の早期化について

• 取締役会付議事項の見直しにより業務執行者への権限委譲を進め、さらに充実した議論を実施する
ための時間を確保
• 取締役会において、決議前に継続的に審議し、内容を精査すべき事項について十分に議論する時間
を確保するため、既存の決議事項、報告事項に加えて、協議事項を新設
• クラウドストレージサービスの活用等による資料配付の早期化

̍ɽΨόφϯεମ੍ͷߴ౓Խ
• 宝塚歌劇団改革の継続的なモニタリング
• 指名・報酬委員会による議論の活性化
• 社外取締役による課題認識の共有

̎ɽऔక໾報ुͷݟ௚͠ • 報酬制度の改定に向けた議論の深化 
 （業績連動報酬の業績指標として非財務指標を導入することの検討を含む）

̏ɽऔక໾会ʹ͓͚Δٞ࿦ͷ一૚ͷॆ࣮

• 長期経営構想の実現に向けた取組のモニタリング
• 取締役会の議論の前提となる各コア事業の課題・取組説明の充実
• 投資家や株主の関心事を把握するためのＩＲ活動に関する報告の強化
• リスクマネジメントやサステナブル経営に関する報告の拡充
• 取締役会の付議基準の見直し

՝୊ վળऔ૊ͷྫ

1ɽΨόφϯεମ੍ͷߴ౓Խ

a.宝塚歌劇団改革を含めた当社グループのガバナンス
の再構築
• 事業環境が急速に変化する中で、適切にリスク管理
を行いながら経営を行うことについて
• 宝塚歌劇団の改革を、実効性を持ち推進することに
ついて

• 取組の内容については、2025年1月14日に公表
（https://www.hankyu-hanshin.co.jp/release/docs/c9574fe9404bc5ce615c2ded05a3e6d3d12eeb79.pdf）
• なお、宝塚歌劇団の改革について、社外取締役からは、次の評価を得ています。

▲

必要と考えられる改善は実施されており、宝塚歌劇団の今後の発展につながる取組と言える。

▲

一方で、宝塚歌劇団における取組の見直しや当社取締役会における成果の確認を引き続き実施する
　　などしてPDCAサイクルを回し、改善を続けていくことが必要である。

b.取締役の構成等
• 企業経営や国際性に関する経験及びスキルを持つ取
締役を選任することについて
• グループCEOの後継者計画の見直しの議論を行うこ
とについて

• 2025年度以降の取締役会の体制を整えるべく、次の方針について議論

▲

当社取締役として企業経営経験者を増員すること

▲

中核会社の一つで海外不動産事業を強化する阪急阪神不動産株式会社に国際性に関するスキルを
　　備えた社外出身の取締役を選任すること
• グループCEOの後継者計画の見直し及び後継者選定手続きの実施

［2024年度取締役会の課題と改善取組の例］

［2025年度取締役会の課題］

取締役の報酬等
　取締役(監査等委員である取締役を除く。)の報酬について
は、企業価値及び業績の向上に対する意欲を一層高めると
ともに、株主価値の向上に対するインセンティブを働かせる
ことができる報酬体系とし、その役位及び職責に対して支給
される固定報酬である金銭報酬と、代表取締役に支給され
る信託を用いた業績連動型株式報酬とから構成しています。
具体的な報酬額の決定手続については、取締役会の責任の
もとで、客観性及び透明性のある手続によって行うことを目
的として、指名・報酬委員会においてあらかじめ報酬制度
及び内容について諮問した上で、取締役会において決議し

ています。また、取締役（監査等委員である取締役を除く。）
の個人別の報酬等の内容については、指名・報酬委員会が
決定方針との整合性を含めた多角的な検討を行っているこ
とから、取締役会も基本的にその答申を尊重し決定方針に
沿うものであると判断しています。なお、報酬制度の詳細に
ついては、「取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人
別の報酬等の内容に係る決定方針」において掲載しています。
※業績連動型株式報酬制度は、グループ CEOを含むすべての代表取締役（2名）
を対象としています。なお、すべての対象者に対して、株式交付等を受ける権
利（受益権）確定前に、支給対象となる対象者が、取締役としての職務に関し
て重大な違反があった場合その他一定の事由に該当する場合には、受益権を
付与しないマルス条項を設定しています。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針：
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/download/sustainability/materiality/corporate/governance/reward_policy.pdf

ͳ͓ɺऔక໾会ʹ͓͚Δ࣮ޮੑධՁʹ͍ͭͯ͸ɺίーϙϨーτɾΨόφϯε報ࠂॻʹͯ͠ࡌه ͍·͢ɻ
ίーϙϨーτɾΨόφϯε報ࠂॻɿhttps://www.hankyu-hanshin.co.jp/download/sustainability/materiality/corporate/governance/info_governance.pdf
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阪急阪神ホールディングス

中核会社

取締役会

リスク管理委員会 重要リスク

各社事業部門
その他グループ会社

リスクオーナー

リスクオーナー経営会議／リスク管理委員会

社 長
（委員長）

リスクマネジメント推進部
（事務局）

社 長 リスク管理部門取締役会

報告

報告

報告

連携

報告

選定

決定
管理を統括

連携して 重要リスクに対応

連携して リスク対策を実行

モニタリング

モニタリング

モニタリング

モニタリング

当社グループでは、リスクマネジメントを重要な経営課題
と位置付け、「リスク管理規程」に基づき、リスクを「グルー
プにおける組織目標の達成を阻害する事象」と定義した上
で、リスクの現実化を未然に防止し、また、そのリスクが現
実化したときの損害を最小化することで、健全なグループ経
営に資することを目的に、リスクマネジメント体制を整備して
います。

リスクマネジメント体制の整備
当社では、専任部署であるリスクマネジメント推進室を設
置するとともに、グループ全体のリスクマネジメントを統括す
る、社長を委員長とするリスク管理委員会を定期的に開催し、
リスク管理に関する事項を審議しています。また、当社グルー
プの事業戦略やサステナブル経営の観点を踏まえて、グルー
プ経営上重要かつグループ横断での対応が必要なリスクとし
て、自然災害をはじめとするリスクを選定するとともに、当

内部統制システム

コンプライアンス・腐敗防止の徹底

リスクマネジメント

内部統制システムに関する
基本的な考え方及びその整備状況

当社グループの
リスクマネジメント体制図

当社では、企業活動を行う上で、業務の適正を確保する
ことを重要なものと認識し、グループ全体を対象として内部
統制システムを整備し、適宜見直しを行うことが必要である
と考えています。
そのうち、特に、コンプライアンス経営に関する体制とし

ては、コンプライアンス担当部署を設置し、コンプライアン
ス啓発マニュアルの作成・配付や、コンプライアンスに関す
る研修の実施により、当社及びグループ会社のコンプライア
ンスに関する意識の高揚を図っています。
さらに、内部通報制度として、「企業倫理相談窓口」を設置し

て、コンプライアンス経営の確保を脅かす事象を速やかに認識
するよう努めるとともに、重大な事象が発生した場合、対処方
法等を検討する委員会を速やかに設置することとしています。

「企業倫理相談窓口」（内部通報専用窓口）の設置
当社では、日常業務の中で、法令等違反行為・反倫理
的行為が行われていた場合、又はそのおそれがある場合に、
当社グループ及び取引先の役職員とその家族が利用可能な
内部通報制度として、内部相談受付窓口及び外部の弁護士
を窓口とする外部相談受付窓口から成る「企業倫理相談窓口
（匿名の相談も可能）」を設置しています。
なお、2024年度におけるグループ全体の受付件数は86件

でした。相談内容に係るリスクを勘案し、重要と判断した場
合は、リスク管理委員会を開催し対処方法を協議・決定す
ることとしています。

該リスクの管理を統括するリスクオーナーを決定し、これら
のリスクにグループを挙げて対応するようにしています。そし
て、リスクオーナーが立案及び実施する対策の進捗状況を
モニタリングし、適時取締役会に報告しています。
なお、特に気候変動問題をはじめとする環境・社会に関

するリスクやそれらが事業に与える影響等については、サス
テナビリティ推進委員会でも審議しています。

リスクマネジメントの基本的な取組
当社グループでは、グループ全体で毎年リスク調査を実施

しており、気候変動（自然災害等）・事故・情報管理・法令遵守・
その他組織運営等に関するリスクを洗い出し、リスクを特定・
分析し、適切な対応策を定めるようにしています。また、こ
れらのリスク分析やリスク対応の状況については、毎年取締
役会で報告しています。

企業倫理相談窓口への通報件数

通報件数

86件
（2024年度）

労働条件6件

法令・社内規程
違反等の疑い

25件

その他2件

職場環境
（ハラスメントの
疑いを含む。）
53件

コンプライアンス推進部署
಺෦௨ใ૭ޱ、ηϛφー౳ൃܒ
౳ࢪ࣮・ը立Ҋاಈの׆

コンプライアンスリーダー
த֩会社のίϯプϥΠΞϯε෦
ॺに対する૭ޱ

●グループ会社΁の৘ใൃ৴
●グループ会社΁のࢦಋ・ڭҭ
●ϦεΫϚωδϝϯτ౳の౷ׅ
●ϦεΫ؅ཧҕ員会ࣄ຿ہ
ޱཧ૬ஊ૭ྙۀا●
　（಺෦௨ใ૭ޱ）
●಺෦؂ࠪ

阪急阪神ホールディングス 中核会社

その他のグループ会社

コンプライアンス体制概念図

腐敗行為（贈収賄等）の防止に関する基本方針：
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/materiality/
corporate/compliance/

また、当社グループでは、監査専任スタッフから成る社長
直轄の内部監査部門を設置して、規程を整備した上で、当
社及びグループ会社の業務全般を対象に、内部監査を実施
しています。
このほか、グループ各社の監査役について、監査権限を
会計監査に限定せず、業務監査権限まで付与するとともに、
いわゆる「内部統制システム」の構築に関する取締役会決議
を行うよう、大会社に該当しないグループ各社についても指
導しています。
また、金融商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制
の評価及び監査」制度については、規程を整備した上で、連
結ベースで選定した評価対象範囲について経営者評価を実
施することで適切に対応しています。

役職員への研修・啓発活動
当社グループでは、役職員に対するコンプライアンス意識
の向上を図るため、様々な研修や情報発信を実施しています。
特にコンプライアンスに関する研修においては、ステークホ
ルダー（お客様・取引先・株主等）や場面（職場・プライベー
ト等）ごとに留意すべきコンプライアンスを整理し、より実践
的な啓発に取り組んでいます。

腐敗防止の徹底
当社グループは、規程類に基づき、役職員の腐敗行為（役

職員が有している地位や立場を利用した不正、違法又は非倫
理的な行為）を禁止しています。具体的には、「腐敗行為（贈収
賄等）の防止に関する基本方針」を定めるとともに、内部者取
引防止規程や贈収賄防止規程・ガイドライン等の腐敗行為防
止を目的とした規程・ガイドラインを整備しています。

当社グループは、すべてのステークホルダーの期待にお応
えし、信頼され、称賛される企業集団となることを目指して
います。その前提の一つとなるのがコンプライアンスを重視
した経営姿勢です。
当社では、経営理念（使命・価値観・行動規範）及び各種
の基本方針や規程を整備し、その徹底を図っています。こ
のうち、行動規範については、取締役会においてその遵守
状況について、従業員へのアンケートを基に、2年ごとにレ
ビューを行っているほか、適宜、行動規範の有効性を定期
的に評価、検証しています。また、コンプライアンス経営に
関する体制としては、当社にコンプライアンス担当部署を設
置するとともに、グループの中核会社にコンプライアンス推進

その他ガバナンス強化に向けた取組

政策保有株式銘柄数の推移 （2018年度末を100とした場合）
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部署を設けるほか、それ以外の会社にもコンプライアンスリー
ダーを選任し、グループ全体でコンプライアンスの推進に努め
ています。

政策保有株式に対する考え方
　当社は、様々なステークホルダーとの信頼関係を構築しな
がら、中長期的な視点で企業価値の向上を図っていくため、
相手企業との取引関係維持や連携強化、地域社会との関係
維持などを目的として、政策保有株式を取得・保有します。
　政策保有株式については、保有目的のほか、配当利回り等
の経済合理性を踏まえて、毎年、取締役会において、個別の
銘柄ごとに保有の適否を検証します。その結果、保有が適切
でないと判断された銘柄については、当社の財務や市場に対
する影響等を総合的に考慮の上、順次売却を推し進めます。

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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危機対応に関する体制の整備
リスク評価と適切なリスク対策を尽くしてもなお、重大な
リスクが現実化した場合には、「リスク管理規程」に基づき、
社長を対策本部長とする危機対策本部を設置して迅速かつ
適切に対応するなど、損害の拡大を防止し、これを最小限
に止める体制を整備することとしています。

株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての
取組状況
　株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化を図るため、
集中日を回避した定時株主総会の日程設定、インターネット
による議決権電子行使プラットフォームへの参加、招集通知
及び決議通知（英訳版含む。）の当社ホームページへの掲載、
その他機関投資家の議決権行使環境向上などに取り組んで
います。

ステークホルダーの立場の尊重に係る取組状況
　当社グループでは、持続可能な社会の実現に向け、「阪急
阪神ホールディングスグループ サステナビリティ宣言」（P65
参照）に基づき、当社グループのESGに関する取組をさらに
加速させるとともに、お客様や地域社会・株主様・お取引先・
従業員等のステークホルダーの皆様との信頼関係を構築しな
がら、事業を通じて社会課題の解決に努めています。また、
環境保全活動や地域・社会貢献活動については、基本方針
を定め、グループ経営企画室及び人事総務室に専任部署を
置いて、上記の「サステナビリティ宣言」に沿った取組を進め
ています。また、主な活動実績や今後の方針を示すものとして、
「サステナビリティデータブック」を発行するとともに、詳細
な情報を当社ホームページに掲載しています。

お客様からのご意見の反映
当社グループでは、お客様からのご意見を受け付ける広
聴センターを設置しているほか、鉄道沿線の市民団体との
対話の機会を設けるなど、そのご意見を社内に共有する仕
組みを整えています。
阪急電鉄では、交通ご案内センターや広報部広聴センター

を設置し、お客様のご意見に対応する体制を整備しています。
阪神電気鉄道では、広報担当や各施設でご意見を受け付け
ているほか、ホームページにご意見フォームを設け、お客様
のご意見に対応する体制を整備しています。
寄せられたご意見・ご質問に対しては、担当部署と連携

の上、必要に応じて調査・回答するとともに、事業運営の
改善に活用しています。

阪急阪神ホールディングスグループ サプライチェーン方針
　当社グループは、持続可能な社会の実現に向け、取引先
と相互の信頼関係・強固なパートナーシップを構築して、サ
プライチェーン全体でサステナビリティの取組を推進する
ことが重要であると考えています。このような考えのもと、
2024年４月にサプライチェーン方針を策定し、グループ全
体で取引先と共にサステナビリティの取組を推進しています。
　なお、サプライチェーン方針の遵守の実効性をより高め
るため、継続的な取引関係にある取引先に対してサプライ
チェーン方針を周知するとともに、同取引先との契約書にお
ける「サプライチェーン方針の遵守」条項の明記を順次進めて
います。

IRに関する活動状況
［IR活動の方針］
　株主との対話については、グループ経営企画室が担当し、
同室を管掌する執行役員がIR活動全般を統括します。
　グループ経営企画室には専任のIR担当者を置き、財務・
経理部門、総務・法務部門、広報部門、サステナビリティ
推進部門と定期的に情報共有を行うこと等を通じて、連携し
てIR 活動を推進します。
　株主に対しては、ホームページによる情報開示や定期的な
機関投資家向け説明会の開催等、当社の事業戦略や財務方
針等に関する理解を深めていただくような活動を実施します。
また、株主との対話（面談）についてはIR担当者が行います
が、株主の所有株式数や関心事項等を勘案し、必要に応じ
て担当執行役員等が面談します。
　株主や機関投資家等から寄せられた意見や質疑応答の内
容、その他IR活動の状況については、定期的に取締役会で
報告します。

［株主との対話の実施状況等］
　上記に記載の方針に則り、代表取締役社長又はグループ
経営企画室を管掌する執行役員が出席する決算説明会を四
半期ごとに開催しているほか、IR担当者が、国内外の機関
投資家・アナリストとの間で、年間延べ約150回（2024年度）
の個別面談を実施しました。
　株主との対話においては、決算や業績予想の概要に加え、
中長期的な成長戦略や資本効率を意識した経営状況、ガバ
ナンスの充実等が主なテーマとなっており、これらの内容は、
四半期ごとに経営陣にフィードバックしています。また、こう
した対話も踏まえて長期経営構想を策定するなど、必要に応
じて株主の意見を経営やIR活動に採り入れています。

サイバーセキュリティ対策について
政治的な主張や国家を背景とする高度で巧妙なサイバー
攻撃が安全保障上の懸念の一つとなっている中、当社グル
ープは、重要インフラである鉄道の運行に関わるシステムを
はじめ、各事業において様々な情報システムを利用しており、
サイバーセキュリティ対策の強化をリスク管理の重要な要素
と位置付けています。

当社グループでは、お客様・地域社会・株主様・取引先・
従業員等のステークホルダーの声に真摯に耳を傾け、それを踏
まえて事業を遂行していくことが重要であると考えています。

こうした情報システムに関するサイバーセキュリティ対策と
して、当社の「電子情報セキュリティ基本方針」に基づき、
グループ各社において各種規程や体制を整備しています。役
職員に対する教育や情報セキュリティに係る評価、点検及び
改善を定期的に実施するとともに、行政等の関係機関とも
積極的に連携して情報収集に努めるなど、継続的にインシデ
ントの防止に努めています。
また、万一、インシデントが発生した場合に、速やかに連絡・
対処して被害の局所化を図るとともに、適切な再発防止を講
じるため「グループCSIRT※」を整備しています。

当社グループは、経営の透明性・健全性の向上に向け、
税務ポリシーを策定しています。また、適用される税務関連
法の精神を理解し、事業活動を行う国の税務関連法令を遵
守し、適切に税務運営を行うことで、企業の社会的責任を
果たします。また、事業活動と整合した納税を実施し、恣
意的な租税回避は行いません。
なお、当社グループの税務に関するコーポレート・ガバナ

ンスは、グループ全体のガバナンス体制に包含されており、
税務リスク等に関しては必要に応じて取締役会並びに監査等
委員会に報告を実施するなどの監督体制を構築しています。

長年の事業活動を通じて育まれたブランドや商標、著作
物その他ノウハウを含めた営業秘密等の知的財産は、阪急
阪神ホールディングスグループの重要な会社財産です。当社
グループでは、お客様に安心して当社グループが提供する商
品やサービスを選んでいただけるよう、また今後、事業を展
開していく上でも経営資源を適切に配分し、知的財産の創
出に努めるとともに、これを適切に管理・活用していくことが、
必要不可欠であると認識しています。
このような考え方のもと、当社グループでは、次のとおり
知的財産の管理等を図りながら、その価値を一層高めてい
きます。
なお、当社グループでは、第三者の知的財産についても
最大限に尊重していきます。

（1）当社グループにおいて創出した知的財産は、第三者か
らの権利侵害等のリスク回避や防衛にとどまらず、当社グ
ループの事業活動の展開に資するよう権利化を図り、これら
を積極的かつ戦略的に事業に活用していきます。

（2）取引先を含む第三者が、当社グループが有する知的財
産を使用してビジネスを行おうとする場合、当社グループの
許諾を要することとし、適正に審査を行った上で、内容に応
じて許諾を行っていきます。

（3）当社グループが有する知的財産に対して、第三者から
の権利侵害の事実又はそのおそれがある事実が確認された
場合、厳格に措置を講じていきます。

各ステークホルダーの意見を踏まえた事業遂行 税の透明性（税務ポリシー）

知的財産についての考え方

　株主との対話にあたっては、当社の持続的な成長や中長
期的な企業価値向上に関する内容を主要テーマとするほか、
決算発表前にサイレント期間を設けて対話を制限する等によ
り、インサイダー情報の管理に留意します。

（注1） 上記金額は億円未満を四捨五入しています。
（注2） 納付税額は所得に対する国税及び地方税の合計額を記載しています。

記載金額は「国別報告事項」に基づくものであり、連結財務諸表との
直接的な関連はありません。

国内 海外 合計
2022年度 96 23 119
2023年度 71 9 80
2024年度 151 5 156

（単位：億円）納付税額

※CSIRT：Computer Security Incident Response Team の略

阪急阪神ホールディングスグループ サプライチェーン方針：
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/download/sustainability/
materiality/corporate/governance/supply-chain_jp.pdf

税務ポリシー：
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/materiality/
corporate/governance/

サステナビリティデータブック：
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/report/
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2025年6月17日現在

※ 取締役 遠藤典子、鶴由貴、小林充佳、宮原幸一郎、小見山道有、髙橋裕子は会社法第2条第15号に定める社外取締役です。
　 当社は、東京証券取引所に対し、遠藤典子、鶴由貴、小林充佳、宮原幸一郎、小見山道有、髙橋裕子を独立役員とする独立役員届出書を提出しています。

●…当社グループ出身の取締役が有する主な知識・経験・能力
◎…上記以外の取締役に特に期待する知識・経験・能力（□E・□S はそれぞれ、環境・社会の専門性を表します。）
※上記一覧表は、各取締役が有するすべての知識・経験・能力を表すものではありません。

役員Ұཡ

取締役会のスキルマトリοクス

企業経営 ܭ຿・会ࡒ 法຿・
リスクマネジメント

専໳的஌ݟ
（ΛؚΉɻ「社会・ڥ؀」）

ౢా�ହ෉ ˔ ˔ ˔

ਢ�༐հٱ ˔ ˔ ˔

্ా�༃ ˔ ˔ ˔

ԕ౻�యࢠ ࣾ外 ಠཱ ˕公共政策
環境・エネルギー　□E

௽�༝و ࣾ外 ಠཱ ˕

খྛ�ॆՂ ࣾ外 ಠཱ ˕ ◎DX

Ұ࿠޾�ݪٶ ࣾ外 ಠཱ ˕ ◎金融

ౡ୩�ೳ੒ ˕

໦�௚໵ߥ ˕

෱Ҫ߁�थ ˔ ˔ ˔

ຊ�Ұൣڮ 監査等委員 ˔ ˔ ˔

খࢁݟ�ಓ༗
監査等委員
ࣾ外 ಠཱ ˕

ࢠ�༟ڮ∁
監査等委員
ࣾ外 ಠཱ

˕社会健康医学
健康経営　□S

社外取締役 独立役員ࣾ外 ಠཱ

島谷 能成
しまたに　よししげ

औక໾（ඇৗۈ）
東宝株式会社入社
同 代表取締役社長
当社取締役（現在）
東宝株式会社代表取締役社長　
社長執行役員
同 代表取締役会長（現在）

1975
2011
2015
2021

2022

荒木 直也
あらき　なおや

औక໾（ඇৗۈ）
1981
2012
2012

2017
2020

2020

株式会社阪急百貨店入社
株式会社阪急阪神百貨店代表取締役社長
エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社
代表取締役
当社取締役（現在）
エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社　　　　　　
代表取締役社長（現在）
株式会社阪急阪神百貨店代表取締役会長
（現在）

福井 康樹
ふくい　やすき

औక໾（ඇৗۈ）
1988　阪急電鉄株式会社入社
2018　阪急阪神不動産株式会社取締役
2019　同 常務取締役
2022　同 専務取締役
2024　同 代表取締役社長
2025　同 代表取締役社長執行役員（現在）
2025　当社取締役（現在）

取締役

取締役監査等委員

橋本 一範
はしもと　かずのり

औక໾監査等委員（ৗۈ）
阪神電気鉄道株式会社入社
同 取締役
同 常務取締役
当社執行役員
阪神電気鉄道株式会社常任監査役（現在）
当社取締役監査等委員（常勤）（現在）

1983
2011
2016
2017
2021
2024

嶋田 泰夫
 しまだ　 やすお

୅දऔక໾ࣾ௕�άϧʔϓ$&0
1988　阪急電鉄株式会社入社
2019　同 取締役
2021　同 常務取締役
2022　同 代表取締役社長（現在）
2022　阪神電気鉄道株式会社取締役（現在）
2022　当社代表取締役副社長
2023　同 代表取締役社長
2023　阪急阪神不動産株式会社取締役（現在）
2024　当社代表取締役社長 グループCEO（現在）

久須 勇介
く す　ゆうすけ

୅දऔక໾෭ࣾ௕
1984　阪神電気鉄道株式会社入社
2013　同 取締役
2017　同 常務取締役
2020　同 専務取締役
2023　同 代表取締役社長（現在）
2023　阪急電鉄株式会社取締役（現在）
2023　当社代表取締役副社長（現在）
2023　阪急阪神不動産株式会社取締役（現在）
2025　株式会社阪急交通社取締役（現在）
2025　株式会社阪急阪神エクスプレス取締役（現在）

上田 靖
うえだ　やすし

औక໾
1988　阪急電鉄株式会社入社
2021　同 取締役
2023　同 常務取締役（現在）
2025　当社取締役（現在）

小見山 道有
こみやま　みちあり

औక໾監査等委員（ࣾ外औక໾˞）
検事任官
最高検察庁検事
佐賀地方検察庁検事正
神戸地方検察庁検事正
大阪法務局所属公証人
弁護士（現在）
当社監査役
阪急電鉄株式会社監査役
当社取締役監査等委員（現在）

1971
1999
1999
2002
2003
2013
2017
2017
2020

ಠཱࣾ外 髙橋 裕子
たかはし　ゆうこ

औక໾監査等委員（ࣾ外औక໾˞）
京都大学医学部附属病院医員
社会保険大和郡山総合病院内科医長
大和高田市立病院内科医長
京都大学医学部附属病院呼吸器内科
禁煙外来担当医（現在）
奈良女子大学保健管理センター教授
同 大学院人間文化研究科教授
国立病院機構京都医療センター 
臨床研究センター客員室長（現在）
京都大学大学院医学研究科特任教授（現在）
当社取締役監査等委員（現在）

1978
1986
1994
2001

2002
2003
2007

2016
2022

ಠཱࣾ外ಠཱ宮原 幸一郎
みやはら　こういちろう

औక໾（ࣾ外औక໾˞）
1979　電源開発株式会社入社
1988　東京証券取引所入所
2015　株式会社東京証券取引所代表取締役社長
2020　株式会社日本取引所グループ取締役兼　　　　　　
　　　  代表執行役グループCo-COO
2022　株式会社JPX総研代表取締役社長
2023　株式会社日本取引所グループ取締役
2025　株式会社JPX総研参与（現在）
2025　当社取締役（現在）

ࣾ外遠藤 典子
えんどう　のりこ

औక໾（ࣾ外औక໾˞）
1994
2013

2015
2019
2024

株式会社ダイヤモンド社入社
東京大学政策ビジョン研究
センター客員研究員
慶應義塾大学特任教授
当社取締役（現在）
早稲田大学研究院教授（現在）

ࣾ外 ಠཱ

2000
2016 
2020

鶴 由貴
つる　ゆき

औక໾（ࣾ外औక໾˞）
弁護士（現在）
一橋大学監事
当社取締役（現在）

ࣾ外 ಠཱ

※2025年７月１日付で西日本電信電話
　株式会社から商号変更

小林 充佳
こばやし　みつよし

औక໾（ࣾ外औక໾˞）
1982
2018

2021

2022
2022

日本電信電話公社入社
西日本電信電話株式会社
代表取締役社長
同 代表取締役社長　
社長執行役員
当社取締役（現在）
NTT西日本株式会社（※）相談役（現在）

ࣾ外 ಠཱ

グループ$&0のܭऀܧޙը（サクセοシϣンプϥン）について

グループ$&0

取締役会

指名・報酬委員会

・グループCEOが、グループCEOとしてふさわしい人物像の明確化、後継者の選出・育成・評価等を行い、
　指名・報酬委員会は、後継者計画のプロセスの監督を行います。
・後継者の指名にあたっては、指名・報酬委員会が審議を行い、審議の結果を取締役会に報告します。
・取締役会が、指名・報酬委員会の報告の結果を踏まえて、グループCEOの選定を行います。

サクセッションプランの全体像

①後継者選定プロセスの立案
②グループCEO像の明確化
③後継者候補の選出
④後継者育成計画の策定・実施
⑤後継者候補の評価等

プロセスの監督
議࿦

ఏҊ

報ࠂ

審議⑥後継者の選定

グループＣＥＯの選定

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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࣌୅΍ڥ؀のมԽにԠͨ͡
ガバナンス体制のߏஙΛ

ै業員のマイ・ύーύスへの思いΛ
੒௕のਪਐྗに

長期経営構想については、若手・中堅社員を中心にシナリ
オプランニングを行い、未来のありたい姿を明確にした上で、
そこからバックキャストで策定したという点を評価しています。
こうした策定過程を経ることにより、長期経営構想を従業員
が自分事として捉えることができるようになると思います。
また、従業員のマイ・パーパスと会社の経営方針がシンク
ロすれば、事業を進める推進力は大きなものになります。経
営層が従業員に向けて経営方針を継続的に伝えていくととも
に、従業員のマイ・パーパスと関連する適切な非財務の指標
を設定し、その進捗状況を開示していくことが大切と考えます。

宝塚歌劇には、長い歴史の中で受け継がれてきた伝統があ
ります。一方、宝塚歌劇に限ったことではありませんが、これ
まで形成された風土や慣習の中で常識だったことが、時代や
環境の変化に伴って非常識になることがあります。したがって、
常に変化している価値観を敏感に捉え、迅速かつ適切に対応
することが必要となりますが、残念ながら、宝塚歌劇では伝
統に重きを置いていたため、これらが十分ではなかった部分
があったと思います。
ただ、宝塚歌劇では、スピード感を持って改革に取り組んで

きたほか、劇団を株式会社化し、透明性が向上するとともに、
環境の変化にも組織的に対応できる体制が整備されました。

当社には、長期経営構想を通じてグループ経営理念を実現
し、マルチステークホルダーに対して、価値を提供し続けてい
ただくことを期待しています。

長期経営構想の実現に向けては、各事業会社に任せる点と
フォローする点を明確にし、事業会社が主体的に動けるよう
なグループマネジメントを行う必要があります。
今回のガバナンスの強化では、中核となる事業会社に各分

野で専門的な知見のある社外出身の取締役を選任しています。
そういった方々の知見を活かしていくことで、事業会社として、
主体性を持って取り組めるようになるのではないでしょうか。

今後は適切な運用が重要となりますので、持株会社の社外取
締役としても、継続的にモニタリングしていきます。

適切なリスク管理のためには当社が取り組む各事業につい
ての十分な情報が必要ですが、当社では、海外不動産事業な
ど業容が拡大し専門性も高まる中で、社外取締役への説明
機会も十分確保してもらっています。今後は、こうした情報を
基に社外取締役間の意見交換や議論をより充実させ、社外
取締役としても適切なリスク管理に取り組んでいきたいと考
えています。

2000年弁護士登録

2020年から当社取締役

1982年日本電信電話公社入社、西日本電信電話株式会社 代表取

締役社長 社長執行役員を経て、2022年から当社取締役

鶴 由貴

小林 充佳

औక໾（ࣾ外औక໾）

औక໾（ࣾ外औక໾）

Profile

Profile

社外取締役メοセージ

社外取締役と͠て、グϩーバルな
ϒϥンυへの੒௕Λޙԡ͠͠、
企業価஋の向上につな͛てい͘

当社の取締役会は質問者と回答者という形ではなく、各取
締役がそれぞれの専門分野に基づいて多様な視点から意見
を述べるなど、フラットに行われています。取締役は活発に議
論する中でも厳しい目線を持っており、充実した取締役会が
運営されています。私は中でも、当社が中長期的に成長してい
くため、事業におけるリスクだけでなく、新たなチャンスにつ
ながる視点を提供できればと考えています。適切にリスクを
モニタリングしながらも、当社の中長期的な価値向上につな
がるよう議論を深めたいと思います。

長期経営構想では、鉄道事業をはじめ当社が培ってきた伝
統的な事業の深化に加え、不動産事業を中心としたまちづく
りをグローバルに展開する姿が示されており、大いに期待し
ています。また、海外展開にあたっては、十分なリスク評価・
検証を重ね、着実に進める方針であり、その方向性にも賛同
しています。「阪急阪神」ブランドは関西にとどまらず、日本全
体で通用するブランドです。当社のブランドがグローバルに
も浸透し、さらなる成長が実現する未来を共に描いていきた
いと思います。

東京大学政策ビジョン研究センター客員研究員、慶應義塾大学特

任教授を経て、現在、早稲田大学研究院教授

2019年から当社取締役

遠藤 典子
औక໾（ࣾ外औక໾）

Profile
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当社の取締役会ΛͲ͏評価͞Εてい·す͔ɻ
·ͨ、そのதͰͲ͏いͬͨ఺Λ意ࣝ て͠
取締役会にྟ·Εてい·す͔ɻ

当社の௕ظ経営ߏ૝についての評価と、
取組ΛਐΊてい͘上ͰのポイントΛおฉ͔ͤͩ͘͞いɻޙࠓ

ๅ௩Վܶにおけるガバナンス体制のڧԽについて
ͲのΑ͏に評価͠·す͔ɻ

当社の௕ظ経営ߏ૝についてのظ଴Λڭえて͘ ͩ͞いɻ

当社のガバナンスڧԽの
取組についての考えΛおฉ͔ͤͩ͘͞いɻ

当社のリスク管理に対する考えΛڭえて͘ ͩ͞いɻ

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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े෼なϞχλリングΛ通͡て、
ガバナンス体制・リスク管理体制Λ
実効的にӡ用͠てい͘

౤ࢿՈのࢹ఺Λ౿·えな͕Β、
ϕストプϥクティスの実ݱに向けͨ役ׂΛՌͨͨ͠い

ਓ的ࢿ本の充実͕企業価஋向上のݯઘ
ै業員͕い͖い͖とಇける͕ڥ؀
「ະདྷの͋Γͨい࢟」につな͕ͬてい͘

当社は鉄道や不動産などのインフラを運営していますので、
安全性の確保が最も重要です。それを前提として、今後、長期
経営構想の実現に向けては、首都圏や海外などにも事業フィー
ルドを拡げていくことになるでしょう。その際に、当社が持つ
歴史やブランド・ノウハウなどは、必ずやプラスに働くと思い
ます。また、Ｍ＆Ａも含めて外部にあるリソースを積極的に活
用することも重要です。
こうした成長戦略を推進するにあたって大切なことの一つは、
効果的な経営資源の配分です。財務・人材などの経営資源は
有限です。持株会社である当社が中心となって、適切な配分を
実現しなければなりません。
また、グループ内での事業シナジー・財務シナジーの実現も
非常に大切であり、シナジーを最大限発揮するためには、適
切な事業ポートフォリオの構築が肝要です。そうした観点から
は、事業ポートフォリオが最適かどうかを継続的に検証する
必要があります。当社の創業者である小林一三翁が築いた鉄
道のビジネスモデルの要諦は、沿線で需要を創出して鉄道と
のシナジーを生み出したことにあります。当社には、創業以来
のＤＮＡが受け継がれています。新たなビジネスモデルを構
築し、グループ全体で成長していくことを大いに期待しています。

2024年の東証プライム市場の売買高において海外投資家
が７割弱に達するなど、我が国において海外の投資家の存在
感はますます高まってきています。そうした中で、当社にもこ
れまで以上に海外投資家との対話を積極的に行ってほしいと
思っています。
併せて、これは海外の投資家に限ったことではありませんが、

長期経営構想のターゲットは2030年度以降であることから、
年度ごとの進捗状況やＫＰＩなどを開示することや、今回発表
した内容に固執するのではなく、環境変化に応じて内容をブ

ラッシュアップすることを通じて、長期経営構想実現に対す
る投資家の信頼を高めることも大切だと思います。

ここ数年でも、これまで想像もしなかった出来事が次々と
起こっています。そうした中で持続的に企業活動を行っていく
ためには、リスクモニタリングがますます重要になります。特に、
当社は鉄道という重要インフラを営んでいますので、サイバー
セキュリティ対策が必須です。また、海外事業をさらに拡大す
るのであれば、カントリーリスクも高まることでしょう。リスク
については、発生の防止はもちろんのこと、実際に発生した場
合のレジリエンスも極めて重要です。当社は多くのグループ会
社を擁していますが、主要な中核会社に社外出身の取締役を
選任しています。事業会社での適切なリスク管理を前提として、
持株会社である当社においても、社外取締役がそれぞれの役
割を果たしながら、適切なモニタリングを実施していかなけ
ればならないと思います。

私は金融・資本市場に長らく携わってきましたので、その経
験を活かして、投資家の視点も踏まえたベストプラクティスに
向けた色々なお手伝いができると思っています。また、私は株
式会社宝塚歌劇団の取締役会議長も拝命しています。宝塚歌
劇の改革を推進するとともに、当社は多くのグループ会社を
有していることもあり、持株会社の社外取締役としても、内部
統制システムが適切に運用されているかどうかをモニタリン
グしていきます。企業の成長のためには、一定のリスクテイク
をしながらそのリスクを適切に管理・運用することが大切です。
こうした視点を意識して、リスクテイクに向けた判断を後押し
できるような役割を担っていければと思っています。

1971年検事任官。佐賀地方検察庁検事正、神戸地方検察庁検事

正を歴任し、2013年弁護士登録

2020年から当社取締役監査等委員

京都大学医学部附属病院呼吸器内科禁煙外来担当医、京都大学

大学院医学研究科特任教授

2022年から当社取締役監査等委員

株式会社東京証券取引所代表取締役社長、株式会社

日本取引所グループ取締役兼代表執行役グループCo-

COO、株式会社JPX総研代表取締役社長を歴任し、現

在、株式会社JPX総研参与

2025年から当社取締役

小見山 道有

髙橋 裕子

宮原 幸一郎

औక໾（ࣾ外औక໾）

औక໾（ࣾ外औక໾）

औక໾（ࣾ外औక໾）

Profile

Profile

Profile

社外取締役にब೚ てͨ͠͡ײ
当社の՝୊΍ظ଴Λڭえて͘ ͩ͞いɻ

౤ࢿՈとの対話のଅਐに向けて
えて͘ڭ଴する͜とΛظ ͩ͞いɻ

੒௕ઓུΛਐΊてい͘ࡍに
ཹ意͠なけΕ͹なΒない͜と͸ԿͰ͠ΐ͏͔ɻ

ࣗ͝਎͕社外取締役と て͠Ռͨͨ͠い
役ׂについての考えΛڭえて͘ ͩ͞いɻ

৽ ೚ 社 外 取 締 役

私は社会健康医学が専門ですので、従業員の健康の維持・
促進を中心に健康経営に関して様々な意見を申し上げていま
す。
長期経営構想の実現に向けて重要なことは、人的資本の
充実、特に従業員の「一人ひとりの活躍」です。当社は、長年
にわたり安心・快適に働ける環境を提供してきました。2023
年には「健康経営推進委員会」を立ち上げるなど、組織的に、
かつ本気で健康経営の推進に取り組んでいます。こうした状
況を通じて、従業員が、夢や感動、そして誇りを持って、いき
いきと働くことができていると思います。これらの積重ねは、
阪急阪神沿線、ひいては関西を豊かにすることにつながります。

強く意識しなければならないことは、会社で問題が発生し
た場合、たとえそれが子会社の一つで起こったものであって
も、グループ全体に大きな影響を及ぼし得るということです。
当社グループでも、残念ながら宝塚歌劇で問題が発生し、グ
ループ全体が影響を受けました。こうした観点からも、主要な
中核会社で社外出身の取締役が選任されるなど、グループ全
体のガバナンス体制が強化されています。ただ、大切になるの
は今後の運用です。社外取締役として、法律の専門家の立場
から、様々な施策の実効性の検証・改善の提言等を含めたモ
ニタリングを通じて、中長期的な企業価値向上に貢献するこ
とが私の使命です。

これは、まさに長期経営構想で描く未来のありたい姿ではな
いでしょうか。

これまで当社は様々な取組を実行してきていますが、今後
も全ての従業員に寄り添ってもらいたいと思います。そのため
には、緻密な制度設計を行い、各部門が一体となる必要があ
るでしょう。
また、トップによる継続した情報発信も重要です。情報発
信を通じて阪急阪神グループの価値を高めることを通じて、
沿線地域の価値向上にも貢献してほしいと思います。

当社を念頭に置いて、企業におけるガバナンスとは何かと
考えると、企業の社会的・経済的存在価値を高める重要性を
認識した上で、そのために健全な企業経営を目指す企業自身
による管理体制を意味するものと言えます。これは、一般にコー
ポレートガバナンスあるいは企業統治と呼ばれ、多くの企業
で健全に経営されるよう監督・評価される仕組みが構築され
ています。
当社は既に100年を超える歴史を有し、我が国を代表する
大会社として成長していますが、今後の成長を支える分野の
一つが海外不動産事業です。海外での取引では、国内とは異
なる様々なルール・手続・商習慣があり、こうした多方面にわ
たる情報を確実に把握し、今後起こり得る問題や社会的変化
を先読みして対応しなければなりません。リスクは”不確実性”
とも言われますが、こうした対応の繰返しにより、リスクの回
避・低減が可能になると思います。現地の最新情報を積極的
に把握し、適切な対応を期待しています。

௕ظ経営ߏ૝の実ݱに向けて、社外取締役と て͠
重要と考えている͜とΛおฉ͔ͤͩ͘͞いɻ

当社のガバナンス体制のڧԽについて
ͲのΑ͏に評価͠·す͔ɻ

ਓ的ࢿ本の充実に向けてのポイントΛおฉ͔ͤͩ͘͞いɻ

௕ظ経営ߏ૝に向けͨ
リスクマネジメントに対する考えΛڭえて͘ ͩ͞いɻ
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グループ主要会社一覧 / 会社概要 / 株式情報

当社は、次のとおり、ESGに関する評価・認定をいただいています。2025年9月には、株式会社ジャパンタイムズ主催の「Sustainable 
Japan Award 2025」ESG部門において最優秀賞を受賞しました。

当社は、年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が採用している国内株のESG投資指数（６種）のすべてに選定されています。

当社グループは、サステナブル経営の積極的な推進の姿勢を明示すべく、以下のイニシアチブに参画しています。

社外からの評価・イニシアチブへの参画

社外からの評価

ESG指数への組み入れ状況

イニシアチブへの参画

◆Sustainable Japan Award 2025 ◆MSCI ESG RATINGS

◆日経サステナブル総合調査　SDGs経営編

ESG部門 最優秀賞
AAA（最上位）※1

2024　星４（偏差値60以上65未満）

◆FTSE Blossom Japan Index※2

◆GXリーグへの参画

◆30by30アライアンスへの参画

◆FTSE Blossom Japan Sector Relative 
　Index※2

◆気候関連財務情報開示タスクフォース
  （TCFD）への準拠

◆自然関連財務情報開示タスクフォース
  （TNFD）への準拠

◆S&P/JPXカーボン・
　エフィシェント指数

◆国連グローバル・
　コンパクトへの賛同

◆経団連
  生物多様性宣言
  イニシアチブへの参画

十分位数分類で
「第3位」評価5段階評価の2番目である

「グループ２」評価

◆MSCI
　日本株ESGセレクト・リーダーズ指数※1

◆Morningstar 
　日本株式ジェンダー・ダイバーシティ・
　ティルト指数（除く REIT）

◆MSCI日本株女性活躍指数（WIN）※1

※1 The use by Hankyu Hanshin Holdings, Inc. of any MSCI ESG Research LLC or its affiliates (“MSCI”) data, and the use of MSCI logos, trademarks, 
service marks or index names herein, do not constitute a sponsorship, endorsement, recommendation, or promotion of Hankyu Hanshin Holdings, 
Inc. by MSCI.MSCI services and data are the property of MSCI or its information providers, and are provided ‘as-is’ and without warranty. MSCI names 
and logos are trademarks or service marks of MSCI.

※2 FTSE Russell（FTSE International LimitedとFrank Russell Companyの登録商標）は、第三者調査の結果、阪急阪神ホールディングス株式会社が、同指数への組入
れの要件を満たし、構成銘柄となったことを証します。グローバルなインデックスプロバイダーであるFTSE Russellが策定した同指数は、ESG（環境・社会・企業統治）に
関して優れた対応を行っている企業のパフォーマンスを測定するために設計されたもので、サステナブル投資を行うファンド等、様々な金融商品の開発・評価に広く利用さ
れています。 

その他、E（環境）、S（社会）への評価等については、当社ウェブサイトをご覧ください。
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/evaluation/
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社外からの評価・イニシアチブへの参画

https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/evaluation/


年度 2014 2015（注9） 2016 2017（注10） 2018 2019 2020 2021（注11） 2022 2023（注12） 2024
経営成績（百万円）

営業収益 ¥� 685,906 ¥� 746,792 ¥� 736,763 ¥� 760,252 ¥� 791,427 ¥� 762,650 ¥� 568,900 ¥� 746,217 ¥� 968,300 ¥� 997,611 ¥� 1,106,854 

営業利益 94,026 110,293 104,058 105,211 114,937 95,170 2,066 39,212 89,350 105,689 110,879 

事業利益（注1） 94,026 110,293 104,058 105,211 114,937 95,170 2,066 39,212 89,350 108,310 112,124 

EBITDA（注2） 150,100 166,500 159,300 160,800 171,400 154,100 60,300 100,700 153,700 173,200 179,200 

経常利益 85,590 104,479 100,607 103,774 110,543 88,795 △7,623 38,450 88,432 109,413 111,242

税金等調整前当期純利益 77,620 96,087 100,805 101,410 88,562 86,746 △41,013 38,592 75,012 84,246 102,795  
親会社株主に帰属する当期純利益 54,201 69,971 71,302 66,361 65,476 54,859 △36,702 21,418 46,952 67,774 67,386 

包括利益 71,034 63,842 79,288 73,991 66,565 44,292 △22,803 17,251 51,991 93,094 84,938

設備投資額 68,115 66,639 86,212 86,404 114,368 81,090 108,472 120,302 63,039 101,753 116,875 

減価償却費 53,143 53,701 52,800 53,276 54,172 56,542 55,733 59,107 62,037 62,582 64,475 

キャッシュ・フロー（百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー ¥� 131,881 ¥� 124,838 ¥� 115,633 ¥� 135,821 ¥� 126,035 ¥� 123,086 ¥� △32,501 ¥� 81,844 ¥� 132,091  ¥� 123,513  ¥� 87,417   

投資活動によるキャッシュ・フロー △52,529 △78,843 △84,845 △88,351 △116,160 △128,498 △102,151 △96,442 △113,216 △141,320 △167,637

財務活動によるキャッシュ・フロー △81,746 △47,278 △30,595 △43,242 △11,171 964 134,631 15,141 △8,981 28,461 79,471

現金及び現金同等物の期中増減額 △1,125 △1,978 △480 4,588 △1,848 △4,454 △375 1,983 11,797 11,896 934 

現金及び現金同等物の期末残高 23,497 22,363 22,530 27,501 27,589 23,526 25,222 29,422 41,375 53,808 56,014 

財政状態（百万円）

純資産 ¥� 679,482 ¥� 724,237 ¥� 804,659 ¥� 866,512 ¥� 915,381 ¥� 937,672 ¥� 909,985 ¥� 915,363 ¥� 980,940 ¥� 1,070,432 ¥� 1,132,460   

総資産 2,279,638 2,282,180 2,349,831 2,404,926 2,466,223 2,489,081 2,621,028 2,722,841 2,865,410  3,052,930  3,283,453 

有利子負債 955,828 916,570 899,523 866,758 877,055 903,480 1,063,048 1,095,965 1,106,351 1,174,160 1,282,775

ネット有利子負債（注3） 930,213 892,344 875,267 837,921 848,199 878,456 1,035,502 1,064,633 1,063,474 1,114,550 1,221,723

1株当たり情報（円）（注4）

親会社株主に帰属する当期純利益 ¥� 42.98 ¥� 277.88 ¥� 285.11 ¥� 267.91 ¥� 266.86　 ¥� 225.69　 ¥� △151.72 ¥� 88.89 ¥� 194.88  ¥� 281.73  ¥� 281.77   

親会社株主に帰属する当期純利益希薄化後（注5） 42.95 277.67 284.86 267.81 266.86　 — — 88.83 194.78 281.57 281.45 

純資産 525.56 2,815.96 3,150.67 3,391.35 3,615.52　 3,738.56　 3,598.83 3,612.17 3,764.17 4,074.91 4,340.23 

年間配当金 6.00 35.00 35.00 40.00 40.00　 50.00　 50.00 50.00 50.00 55.00 60.00 

財務指標

営業収益事業利益率（%） 13.7 14.8 14.1 13.8 14.5　 12.5　 0.4 5.3 9.2 10.9 10.1 

ROA（%）（注6） 3.7 4.6 4.3 4.4 4.5 3.6 △0.3 1.4 3.2 3.7 3.5

ROE（%）（注7） 8.6 10.3 9.4 8.2 7.6　 6.1　 △4.1 2.5 5.3 7.2 6.7 

有利子負債/EBITDA倍率（倍） 6.4 5.5 5.6 5.4 5.1　 5.9　 17.6 10.9 7.2 6.8 7.2 

ネット有利子負債/EBITDA倍率（倍） 6.2 5.4 5.5 5.2 5.0 5.7 17.2 10.6 6.9 6.4 6.8

自己資本比率（%） 29.1 31.0 33.5 34.8 35.9　 36.4　 33.1 32.0 31.6 32.1 31.5

D/Eレシオ（倍）（注8） 1.4 1.3 1.1 1.0 1.0　 1.0　 1.2 1.3 1.2 1.2 1.2 

その他の指標

発行済株式総数（千株） 1,271,406 254,281 254,281 254,281 254,281　 254,281　 254,281 254,281 254,281 254,281 253,008 

従業員数（人） 21,037 21,607 21,860 22,152 22,654　 22,800　 23,192 22,869 22,527 22,811 23,033 

当社の詳細な財務情報については、当社HPをご覧ください。
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/ir/library/factbooks/

連結財務指標11ヵ年推移

（注）
1.　事業利益＝営業利益＋海外事業投資に伴う持分法投資損益（2022年度以前は海外事業に係る持分法適用関連会社が存在していなかったため、「事業利益＝営業利益」）
2.　EBITDA=事業利益＋減価償却費＋のれん償却額。なお、EBITDAのみ、億円未満を四捨五入しています。
3.　ネット有利子負債＝有利子負債－現金及び預金
4.　�当社は2019年度より、当社の子会社である阪急阪神不動産（株）は2018年度より、また阪急電鉄（株）及び阪神電気鉄道（株）は2017年度より役員報酬BIP信託を導入

し、当該信託が所有する当社株式は連結財務諸表において自己株式として計上しています。このため、1株当たりの純資産、1株当たりの親会社株主に帰属する当期純
利益及び希薄化後1株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益の算定にあたっては、当該株式数を控除対象の自己株式に含めて算定しています。

5.　�2019年度の希薄化後1株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載していません。また、2020
年度の希薄化後1株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益については、潜在株式は存在するものの1株当たり当期純損失であるため記載していません。

6.　ROA=経常利益／総資産の期首期末平均
7.　ROE=親会社株主に帰属する当期純利益／自己資本の期首期末平均
8.　D/Eレシオ=有利子負債／自己資本

9.　�2016年度より国際輸送事業の輸出混載貨物等に係る取引について、営業収益の計上方法を純額表示から総額表示に変更しています。この変更に伴い、 2015年度の
営業収益については、遡及適用後の金額（総額表示）となっています。また、1株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益、希薄化後1株当たりの親会社株主に帰属
する当期純利益、1株当たりの純資産、1株当たりの年間配当金及び発行済株式総数については、2016年8月1日付で実施した株式併合（普通株式5株を1株に併合）を
2015年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定した遡及適用後の金額を記載しています。

10. �「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年2月16日）等を2018年度の期首から適用し、2017年度に係る主要な経営指標等については、
当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっています。

11. ��「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を2021年度の期首から適用し、2021年度以降に係る主要な経営指標等については、当該会
計基準等を適用した後の指標等となっています。

12. �「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号。以下「2022年改正会計基準」という。）等を2024年度の期首から適用し、2023年度に係る主
要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっています。なお、2022年改正会計基準については第20-3項ただし書きに定める経過
的な取扱いを適用し、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号）については第65-2項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いを適用
しています。この結果、2024年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっています。

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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連結財務指標11カ年推移
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都市交通事業
会社名

鉄道事業 阪急電鉄（株）
阪神電気鉄道（株）
能勢電鉄（株）
北大阪急行電鉄（株）
神戸高速鉄道（株）

自動車事業 阪急バス（株）
阪神バス（株）
阪急観光バス（株）
阪急タクシー（株）
阪神タクシー（株）

流通事業 阪急電鉄（株）
（株）エキ・リテール・サービス阪急阪神
（株）阪急スタイルレーベルズ

都市交通その他事業 アルナ車両（株）
阪急設計コンサルタント（株）

（株）阪神ステーションネット

不動産事業
会社名

賃貸事業 阪急電鉄（株）
阪神電気鉄道（株）
阪急阪神不動産（株）

分譲事業等 阪急電鉄（株）
阪神電気鉄道（株）
阪急阪神不動産（株）
阪急阪神ビルマネジメント（株）
阪急阪神クリーンサービス（株）
阪急阪神リート投信（株）

（株）阪急阪神ハウジングサポート
海外不動産事業 阪急阪神不動産（株）

PT CPM ASSETS INDONESIA
ホテル事業 （株）阪急阪神ホテルズ

（株）阪神ホテルシステムズ
（株）有馬ビューホテル

エンタテインメント事業
会社名

スポーツ事業 阪神電気鉄道（株）
（株）阪神タイガース 
（株）阪神コンテンツリンク

ステージ事業 阪急電鉄（株）
（株）宝塚クリエイティブアーツ
（株）梅田芸術劇場

情報・通信事業
会社名

情報・通信事業 アイテック阪急阪神（株）
ユミルリンク（株）[証券コード：4372]

（株）ベイ・コミュニケーションズ

その他
会社名

建設・環境事業 （株）ハンシン建設
中央電設（株）
阪神園芸（株）

広告代理・制作事業 阪急阪神マーケティングソリューションズ（株）
人事・経理代行業 （株）阪急阪神ビジネスアソシエイト
グループカード事業 （株）阪急阪神カード
グループ金融業 （株）阪急阪神フィナンシャルサポート

主要な事業の内容 会社名

百貨店事業 エイチ・ツー・オー リテイリング（株）
[証券コード：8242]

鉄道事業 西大阪高速鉄道（株）
神戸電鉄（株）[証券コード：9046]

映画の興行 東宝（株）[証券コード：9602]
不動産賃貸事業 PT Duta Cakra Pesona

旅行事業
会社名

旅行事業 （株）阪急交通社

国際輸送事業
会社名

国際輸送事業 （株）阪急阪神エクスプレス
（株）阪急阪神ロジパートナーズ

HHE （USA） INC.
HHE （DEUTSCHLAND） GMBH
HHE （HK） LTD.
HHE SOUTHEAST ASIA PTE. LTD.
HHE：HANKYU HANSHIN EXPRESS

阪急阪神ホールディングス株式会社（2025年3月31日現在）

本社 資本金
決算期
従業員数
発行可能株式総数
発行済株式総数
株主数
単元株式数
上場証券取引所
株主名簿管理人　

秘書室東京統括部

大株主 所有者別分布状況

〒530-0012
大阪市北区芝田一丁目16番1号
TEL:06-6373-5001

（グループ経営企画室 コーポレートコミュニケーション推進部 IR担当）
FAX:06-6373-5042

99,474百万円

3月31日

23,033人（連結ベース）

640,000,000株

253,008,756株

81,902人

100株

東京

三菱UFJ信託銀行株式会社

〒100-0006
東京都千代田区有楽町一丁目2番2号
東宝日比谷ビル17階
TEL：03-3503-1568
FAX：03-3508-0249

個人その他
40.88%

金融機関
25.55%

金融商品
取引業者
2.03%

その他の法人
7.21%

外国法人等(個人以外)
24.32%

外国法人等
(個人)
0.01%

（年度）

出来高（千株）

株価・年間出来高の推移（東京証券取引所）
株価（円）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
株価 出来高（右軸）

（注）
1 株価は各年度末（3月末）時点、年間出来高は各年度（4月～3月末）の1年間を対象としています。 
2 2016年8月1日を効力発生日とする株式併合及び単元株式数の変更を反映した調整後の数値です。

200,000

160,000

120,000

80,000

40,000

0

20242014 2015 2016 2017 2018 2019 20212020 20232022

株主名 所有株式数
（千株）

割合
(%)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 37,707 15.69

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 10,118 4.21

STATE STREET BANK WEST CLIENT -TREATY 505234
（常任代理人 株式会社みずほ銀行 決済営業部） 5,707 2.37

日本生命保険相互会社
（常任代理人 日本マスタートラスト信託銀行株式会社） 4,810 2.00

エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社 4,207 1.75

JP MORGAN CHASE BANK 385781
（常任代理人 株式会社みずほ銀行 決済営業部） 3,109 1.29

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001
（常任代理人 株式会社みずほ銀行 決済営業部） 2,899 1.21

JPモルガン証券株式会社 2,881 1.20

株式会社竹中工務店 1,858 0.77

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103
（常任代理人 株式会社みずほ銀行 決済営業部） 1,847 0.77

グループ主要会社一覧 会社概要／株式情報
■ 主要連結子会社(2025年3月31日現在)

■ 主要持分法適用関連会社（2025年3月31日現在）

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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